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Ⅰ 保険会社の概況及び組織
沿革1
アクサ生命の沿革

1990年 10月 AXAが日本で生命保険会社を設立するため連絡事務所を東京に設置

1995年 4月 「アクサ生命保険株式会社」営業開始

2000年 3月 「アクサ生命保険株式会社」と「日本団体生命保険株式会社」と共同で、保険持株会社
「アクサ	ニチダン保険ホールディング株式会社」を設立

2004年 6月 持株会社の社名を「アクサ	ジャパン	ホールディング株式会社」に変更

12月 「アクサ	ジャパン	ホールディング株式会社」が、「アクサ損害保険株式会社」を連結子会社化

2005年 10月 「アクサ生命保険株式会社」が、「アクサグループライフ生命保険株式会社
（旧、日本団体生命保険株式会社）」を吸収合併

2007年 6月 「アクサ	ジャパン	ホールディング株式会社」が、「ウインタートウル・スイス生命保険株式会社
（社名変更後、アクサ	フィナンシャル生命保険株式会社）」を連結子会社化

2008年 4月 「アクサ	ジャパン	ホールディング株式会社」と「SBIホールディングス株式会社」の合弁会社である
「SBIアクサ生命保険株式会社」営業開始

2009年 10月 「アクサ生命保険株式会社」が、「アクサ	フィナンシャル生命保険株式会社」を吸収合併

2010年 2月 「アクサ	ジャパン	ホールディング株式会社」が、「SBIアクサ生命保険株式会社
（社名変更後、ネクスティア生命保険株式会社）」を連結子会社化

2012年 7月 「アクサ	ジャパン	ホールディング株式会社」が、「ネクスティア生命保険株式会社
（現、アクサダイレクト生命保険株式会社）」を完全子会社化

2014年 10月 「アクサ生命保険株式会社」と「アクサ	ジャパン	ホールディング株式会社」が合併
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資産運用部

数理部

収益管理部

ALM&特別勘定運用部

投資企画部

コミッション
アナリシス部

タレントCOE

C&B/HR
オペレーションCOE

インベストメント
アカウンティンググループ

事業費管理グループ

経理業務グループ

PBR

テクニカル&
プライシング本部

スマートデータ部

ヘルス事業本部

デジタル＆マルチアクセス
変革チーム

カスタマー
エクスペリエンス部

プロテクション&
セイビング事業本部

マーケティング/CRM & 
コミュニケーション本部

商品数理部

契約部

CRM部

プロテクション&
セイビング事業開発部

内部監査部

営業監査部

アクチュアリアル
ファンクション

統合リスク管理部

運用リスク管理部

戦略企画・事業開発部

取締役会

代表執行役社長

保険計理人

バリュエーション

ファイナンシャル
コントロール

レガシー
マネージメント本部

インベストメント

戦　略戦　略

CEOオフィス

内
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　監
　査

法務部

コンプライアンス
統括部
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　事

HRビジネスパートナーグループ 
営業部門担当

HRビジネスパートナーグループ 
非営業部門担当

セールスコミュニケーション部

コミュニケーション部

グローバル アプリケーション プロダクツ

サービシング

ITサービスオペレーションズ

MWプラットフォーム & App サービス

インテグレーション

DevOpsギルド

アーキテクチャ & データギルド

コーポレート ファンクション

マーケティング、データ & アナリティクス

インシュランス プロダクト

セリング

コンタクトセンター統括部

カスタマーサービス統括部

個人契約管理部

コーポレートセールス管理部

インフラストラクチャープラットフォーム

企業契約管理部

保険金部

カスタマーサービス

ITデリバリー本部

ITギルド & 
プラットフォーム本部

COOオフィス

アジャイル オーケストラ

Hayabusa 2020

情報セキュリティ

組織図（2018年6月1日現在）2
-1 本社組織
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Hayabusa 2020

情報セキュリティ

東京本社
 〒108-8020 東京都港区白金一丁目17番3号   NBFプラチナタワー

札幌本社
 〒060-0002 北海道札幌市中央区北2条西4-1  札幌三井JPビルディング
 03-6737-7777（代表）
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営業戦略統括部

営業教育部

MCVP統括部

営業戦略部

コミッション管理企画部

東北北海道営業局

健康経営推進室

MCVP推進室

アクサFA

FA営業推進部

東日本FA統括部

西日本FA統括部

アクサコーポレート

コーポレート営業推進部

コーポレート営業統括部

アクサパートナービジネス

札幌FA支社

仙台FA支社

つくばFA支社

東京中央FA支社

新宿FA支社

新宿中央FA支社

横浜FA支社

首都圏第一FA支社

首都圏第二FA支社

首都圏第三FA支社

首都圏第四FA支社

首都圏第五FA支社

首都圏第六FA支社

東京FA支社

神奈川FA支社

福岡FA支社

福岡中央FA支社

北九州FA支社

北九州中央FA支社

大分FA支社

名古屋FA支社

東海FA支社

東海中央FA支社

中京FA支社

大阪FA支社

神戸FA支社

広島FA支社

広島中央FA支社

近畿FA支社

中京中央FA支社

公法人部

東京法人営業部

西日本法人営業部

営業デジタル変革部

パートナービジネス営業推進部

パートナービジネス業務企画部

北信越営業局

関東営業局

東京営業局

ディストリビューション

アクサCCI

CCI営業管理部

CCI営業推進部

商工団体推進室

岐阜支社

名古屋支社

岡崎支社

四日市支社

千葉支社

東京支社

多摩支社

横浜支社

静岡支社

京滋支社

大阪支社

神戸支社

北四国支社

南四国支社

山陰支社

岡山支社

広島支社

山口支社

福岡支社

北九州支社

佐賀支社

長崎支社

大分支社

熊本支社

宮崎支社

鹿児島支社

沖縄支社

東海営業局

関西営業局

中国営業局

九州営業局水戸支社

宇都宮支社

群馬支社

埼玉支社

甲府支社

札幌支社

旭川支社

仙台支社

青森支社

盛岡支社

秋田支社

山形支社

郡山支社

新潟支社

長野支社

松本支社

北陸支社

福井支社

北海道パートナービジネス営業部

東北パートナービジネス営業部

北関東パートナービジネス営業部

首都圏パートナービジネス営業部

横浜パートナービジネス営業部

中部パートナービジネス営業部

北陸パートナービジネス営業部

京都パートナービジネス営業部

東日本パートナービジネス統括部

中日本パートナービジネス統括部

関西パートナービジネス営業部

中四国パートナービジネス営業部

西日本パートナービジネス統括部

九州パートナービジネス統括部 九州パートナービジネス営業部

南九州パートナービジネス営業部

広域代理店統括部 広域代理店首都圏営業部

ダイレクトエージェント営業部

広域代理店関西営業部

AGサポートセンター

提携事業統括部 提携事業東日本営業部

提携事業西日本営業部

金融法人第一営業部

金融法人第二営業部

金融法人第三営業部

金融法人統括部

代表執行役社長

組織図（2018年6月1日現在）2
-2 営業組織
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（2018年3月31日現在）
発
行
済
株
式

種 類 発 行 数 内 容

普通株式 7,852千株 ー

店舗網一覧3
135〜140ページをご覧ください。

資本金の推移4
年 月 日 増 資 額 変更後資本金額 摘  要

2000年3月7日 35,045百万円 35,045百万円 会社設立
2000年3月28日 52,500百万円 87,545百万円 有償第三者割当

発行済株式数	 2,100,000株
発行価格	 50,000円
資本組入額	 25,000円
割当先	 AXA	S.A.

2000年9月27日 50,955百万円 138,500百万円 有償第三者割当
発行済株式数	 2,038,200株
発行価格	 50,000円
資本組入額	 25,000円
割当先	 AXA	S.A.

2004年７月１日 68,000百万円 206,500百万円 有償第三者割当
発行済株式数	 1,915,493株
発行価格	 71,000円
資本組入額	 35,500円
割当先	 AXA	S.A.

2004年１２月３１日 5百万円 206,505百万円 株式交換
発行済株式数	 437,788.73株
交換比率	 1.5667206
＊	アクサ損害保険株式会社の株式	
1株につき、1.5667206株を割当

割当先	 AXA	S.A.
２００７年３月２８日 1,249百万円 207,755百万円 有償第三者割当

発行済株式数	 17,241株
発行価格	 145,000円
資本組入額	 72,500円
割当先	 AXA	S.A.

2007年6月30日 5百万円 207,760百万円 株式交換
発行済株式数	 629,265株
交換比率
＊	アクサ		フィナンシャル生命保険株式会社の株式1株につき、	
205,000/145,000株を割当

割当先	 Winterthur	Life
                      （現AXA	Life	Ltd.）

2007年12月13日 996百万円 208,757百万円 有償第三者割当
発行済株式数	 13,750株
発行価格	 145,000円
資本組入額	 72,500円
割当先	 AXA	S.A.

2014年8月5日 △123,757百万円 85,000百万円 その他資本剰余金への振替

株式の総数5

株式の状況6
-1 発行済株式の種類等

（2018年3月31日現在）
発行可能株式総数 11,203千株

発行済株式の総数 7,852千株

当期末株主数 648名
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（2018年3月31日現在）

氏名又は名称 住 所 所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合（％）

アクサ・エス・アー フランス共和国パリ市アベニュー・マチニョン25 6,118 77.92

アクサ・インシュランス・リミテッド スイス連邦ウインタートウル市ジェネラル・ギザン通り40 1,571 20.01

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6番6号 78 1.00

ソシエテ・ボージョン フランス共和国パリ市アベニュー・マチニョン21 7 0.09

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目13番14号 2 0.03

東京短資株式会社 東京都中央区日本橋室町4丁目4番10号 2 0.03

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目4番1号 1 0.02

千代田ビル管財株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目3番7号 1 0.01

計 ー 7,780 99.11

主要株主の状況7

-2 大株主

（注） 上記のほか、当社所有の自己株式53,199.52株（0.68％）があります。

（2018年3月31日現在）

名 称 主たる営業所又は
事務所の所在地 資本金 事業の内容 設立年月日 発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

AXA	S.A.
（アクサ・エス・アー）

フランス共和国パリ市
アベニュー・マチニョン25

5,554百万
ユーロ

保険子会社等の
事業の支配・管理 1957年6月21日 77.92

AXA	Insurance	Ltd.
（アクサ・インシュランス・
リミテッド）

スイス連邦ウインタートウル市
ジェネラル・ギザン通り40

168百万
スイス・フラン 損害保険業 1883年4月26日 20.01

取締役・執行役8
男性10名 女性2名 （取締役及び執行役のうち女性の比率 16.7％） （2018年7月1日現在）

役職名 氏 名 役職名 氏 名

取締役会長（社外取締役） 田 邉  昌 徳 取締役	代表執行役社長兼CEO ニック・レーン

取締役（社外取締役） 八 木  哲 雄 取締役	代表執行役副社長兼チーフディストリビューションオフィサー 幸 本  智 彦

取締役（社外取締役） 馬 越  恵 美 子 取締役	専務執行役兼チーフマーケティングオフィサー 松 田  貴 夫

取締役 ジョージ・スタンスフィールド 取締役	執行役兼チーフファイナンシャルオフィサー 住 谷  貢

取締役 ゴードン・ワトソン 執行役兼チーフオペレーティングオフィサー エルヴェ・ル・エン

執行役	ジェネラル・カウンセル兼法務・コンプライアンス部門長 松 田  一 隆

執行役兼人事部門長 山 下  美 砂

会計参与の氏名又は名称9

会計監査人の氏名又は名称10

該当ありません。

PwC	あらた有限責任監査法人
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従業員の在籍・採用状況11

平均給与（内勤社員）12 平均給与（営業社員）13

区 分 2016年度末
在 籍 数

2017年度末
在 籍 数

2016年度
採 用 数

2017年度
採 用 数

2017年度末

平均年齢 平均勤続年数

内勤社員 2,255名 2,269名 179名 178名 	 44歳10ヶ月 13年8ヶ月

男 子 1,144名 1,140名 83名 93名 45歳5ヶ月 14年5ヶ月

女 子 1,111名 1,129名 96名 85名 44歳2ヶ月 13年0ヶ月

営業社員 5,325名 5,586名 1,366名 1,651名 48歳2ヶ月 8年3ヶ月

（注） 営業社員数には営組への出向者人数を含んでいません。

（単位	：	千円）

区 分 2017年3月 2018年3月

内勤社員 460 453

（注） 	平均給与月額は各年3月中の税込定例給与であり、賞与及び時間外手当
は含んでいません。

（単位	：	千円）

区 分 2017年3月 2018年3月

営業社員 312 318

（注） 	平均給与月額は各年3月中の税込定例給与であり、賞与及び時間外手当
は含んでいません。

Ⅰ

保
険
会
社
の
概
況
及
び
組
織
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Ⅱ 保険会社の主要な業務の内容
主要な業務の内容1
生命保険業
■生命保険業免許に基づく保険の引き受け
保険業法第3条第4項第1号、2号及び3号に係る保険の引き受けを行っています。

■資産の運用
保険料として収受した金銭等の資産の運用として、主に有価証券投資、不動産投資、貸付等を行っています。
◦有価証券投資業務
 資産運用の一環として、有価証券（外国証券を含む）投資、有価証券の貸付を行っています。
◦不動産投資業務
 資産運用の一環として、事業用ビルなどの不動産投資を行っています。
◦貸付業務
 資産運用の一環として、企業・個人向けの貸付やコールローンを行っています。

■国債等の引き受け
保険業法第98条第1項第3号に係る国債などの引き受けを行っています。

■他の保険会社の保険業に係る業務の代理又は事務の代行
保険業法第98条第1項第1号に基づき、他の保険会社の保険業に係る業務の代理又は事務の代行を行っています（アクサ損害保険株式会
社の保険業に係る業務の代理及び事務の代行等）。

■子会社とした会社の経営管理
アクサダイレクト生命保険株式会社、アクサ損害保険株式会社、その他の保険業法の規定により子会社とした会社の経営管理を行って	
います。

付随業務

経営方針2
10〜11ページをご覧ください。

Ⅲ 2017年度における事業の概況
2017年度における事業の概況1
38〜41ページをご覧ください。

契約者懇談会開催の概況2
該当ありません。

相談・苦情処理態勢、相談（照会、苦情）
の件数及び苦情からの改善事例

3

20〜21ページをご覧ください。

契約者に対する情報提供の実態4
35ページをご覧ください。

商品に対する情報及びデメリット
情報提供の方法

5

35ページをご覧ください。

営業社員・代理店教育・研修の概略6
17ページをご覧ください。

新規開発商品の状況7
22〜23ページをご覧ください。

保険商品一覧8
131〜133ページをご覧ください。

情報システムに関する状況9
24〜25ページをご覧ください。

公共福祉活動、厚生事業団活動の概況
12〜13ページをご覧ください。

10

Ⅱ

Ⅲ



52

Ⅳ 	直近5事業年度における	
主要な業務の状況を示す指標

（単位	：	百万円）
項 目 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

経常収益 825,533 841,261 747,902 822,972 789,737

経常利益 83,546 51,798 40,804 41,268 56,028

基礎利益 85,707 61,751 41,908 35,707 53,738

当期純利益又は当期純損失（△） 46,642 △								165,454 12,650 15,838 28,620

資本金の額及び発行済株式の総数
60,500 85,000 85,000 85,000 85,000

（210千株） （7,852千株） （7,852千株） （7,852千株） （7,852千株）

総資産 6,352,512 6,614,484 6,894,714 7,057,442 7,171,300

うち特別勘定資産 934,949 948,873 859,189 860,239 861,194

責任準備金残高 4,894,888 4,978,916 5,001,460 5,142,380 5,242,391

貸付金残高 148,789 147,861 161,708 159,999 156,317

有価証券残高 5,927,874 6,002,893 6,190,467 6,326,542 6,457,921

ソルベンシー・マージン比率 713.9％ 695.3％ 761.2％ 745.6％ 780.9%

従業員数 7,772名 7,955名 7,774名 7,580名 7,855名

保有契約高 19,007,957 19,176,514 18,863,890 19,509,849 19,630,632

個人保険 13,323,576 13,749,963 14,428,525 15,263,179 15,729,999

個人年金保険 1,766,773 1,670,823 1,519,861 1,412,155 1,313,257

団体保険 3,917,607 3,755,727 2,915,503 2,834,514 2,587,376

団体年金保険保有契約高 572,991 553,253 540,385 516,802 494,060

（注）	1.保有契約高とは、個人保険・個人年金保険・団体保険の各保有契約高の合計です。
	 	 	なお、個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです（ただし、

変額個人年金保険の年金支払開始前契約については、基本保険金額（既払込保険料相当額）を計上しています）。
	 2.	団体年金保険保有契約高については、責任準備金の金額です。
	 3.	旧アクサ生命は、2014年10月1日に親会社であるアクサ	ジャパン	ホールディング株式会社に吸収合併されました。存続会社アクサ	ジャパン	ホールディング

株式会社は、その商号をアクサ生命に変更し、旧アクサ生命の事業を継承しております。なお、2013年度業績は旧アクサ生命の数値、2014年度業績は旧アク
サ生命とアクサ生命の合算値を記載しております。
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Ⅴ 	財産の状況
貸借対照表1

年 度

科 目
2016年度

（2017年3月31日現在）
2017年度

（2018年3月31日現在）

資
産
の
部

現金及び預貯金

 現 金

 預貯金

債券貸借取引支払保証金

有価証券

 国 債

 地方債

 社 債

 株 式

 外国証券

 その他の証券

貸付金

 保険約款貸付

 一般貸付

有形固定資産

 土 地

 建 物

 リース資産

 その他の有形固定資産

無形固定資産

 ソフトウェア

 のれん

 その他の無形固定資産

代理店貸

再保険貸

その他資産

 未収金

 前払費用

 未収収益

 預託金

 金融派生商品

 金融商品等差入担保金

 仮払金

 その他の資産

貸倒引当金

投資損失引当金

110,289
0

110,289
56,707

6,326,542
3,446,450

2,039
76,277
93,457

1,737,038
971,278
159,999
82,920
77,078
4,634
2,288
1,947
250
147

86,950
11,399
75,348
202

9
109,866
219,616
54,035
983
9,313
3,069

104,094
47,524
575
19

△        750
△     16,424

115,205
0

115,204
19,931

6,457,921
3,576,313

2,007
76,380
85,483

1,664,741
1,052,994

156,317
79,255
77,061
4,687
2,288
1,978
247
173

73,696
12,409
61,083
202
12

128,084
215,795
42,983
2,132
9,992
2,992

107,892
49,143
638
19

△        350
—

資産の部合計 7,057,442 7,171,300

年 度

科 目
2016年度

（2017年3月31日現在）
2017年度

（2018年3月31日現在）

負
債
の
部

保険契約準備金

 支払備金

 責任準備金

 契約者配当準備金

代理店借

再保険借

その他負債

 債券貸借取引受入担保金

 借入金

 未払法人税等

 未払金

 未払費用

 前受収益

 預り金

 預り保証金

 金融派生商品

 リース債務

 資産除去債務

 仮受金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

価格変動準備金

繰延税金負債

5,202,465
47,006

5,142,380
13,078
1,636

92,175
1,251,399
981,381
19,885
6,148
8,537
18,386

26
632
115

213,371
244
1,737
933

46,088
824

38,791
43,261

5,303,857
49,979

5,242,391
11,487
1,652

108,510
1,224,782
967,003
21,666
7,020
4,779
16,508

26
1,164
117

203,708
244
1,751
788

47,801
790

41,264
44,350

負債の部合計 6,676,642 6,773,009

純
資
産
の
部

資本金

資本剰余金

 資本準備金

 その他資本剰余金

利益剰余金

 利益準備金

 その他利益剰余金

  繰越利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等合計

85,000
30,940
28,797
2,142

28,488
—

28,488
28,488

△     5,072
139,356
173,485
67,958

241,443

85,000
30,940
28,797
2,142

40,184
3,384
36,799
36,799

△     5,072
151,051
179,987
67,251

247,238
純資産の部合計 380,799 398,290

負債及び純資産の部合計 7,057,442 7,171,300

（単位	：	百万円）
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損益計算書2
（単位	：	百万円）

年 度
科 目

2016年度 2017年度

（2016年4月		1日から2017年3月31日まで） （2017年4月		1日から2018年3月31日まで）
経常収益 822,972 789,737
 保険料等収入 619,132 596,629
  保険料 597,959 575,965
  再保険収入 21,173 20,664
 資産運用収益 200,786 188,509
  利息及び配当金等収入 111,428 119,776
   預貯金利息 60 54
   有価証券利息・配当金 105,229 113,954
   貸付金利息 4,003 3,872
   不動産賃貸料 238 239
   その他利息配当金 1,897 1,656
  有価証券売却益 42,128 26,219
  有価証券償還益 52 246
  為替差益 3,711 —
  貸倒引当金戻入額 — 426
  その他運用収益 61 0
  特別勘定資産運用益 43,403 41,839
 その他経常収益 3,053 4,598
  年金特約取扱受入金 2,435 3,317
  保険金据置受入金 48 58
  その他の経常収益 569 1,222
経常費用 781,703 733,709
 保険金等支払金 455,416 455,956
  保険金 60,784 61,312
  年 金 96,071 91,096
  給付金 95,439 97,657
  解約返戻金 152,328 168,765
  その他返戻金 18,829 6,203
  再保険料 31,963 30,920
 責任準備金等繰入額 142,074 103,000
  支払備金繰入額 1,130 2,973
  責任準備金繰入額 140,920 100,010
  契約者配当金積立利息繰入額 24 16
 資産運用費用 43,245 36,008
  支払利息 235 232
  金銭の信託運用損 89 —
  有価証券売却損 8,366 9,309
  有価証券評価損 1,516 421
  有価証券償還損 2,042 488
  金融派生商品費用 27,477 7,329
  為替差損 — 14,495
  貸倒引当金繰入額 3 —
  賃貸用不動産等減価償却費 30 40
  その他運用費用 3,483 3,691
 事業費 127,635 125,370
 その他経常費用 13,330 13,373
  保険金据置支払金 23 9
  税 金 7,621 7,729
  減価償却費 3,597 3,852
  退職給付引当金繰入額 2,036 1,713
  その他の経常費用 52 68
経常利益 41,268 56,028

（単位	：	百万円）

年 度
科 目

2016年度 2017年度

（2016年4月		1日から2017年3月31日まで） （2017年4月		1日から2018年3月31日まで）
特別利益 — 17,064
 投資損失引当金戻入額 — 17,064
特別損失 4,356 20,945
 固定資産等処分損 47 92
 減損損失 33 —
 価格変動準備金繰入額 2,504 2,472
 関係会社株式評価損 — 17,740
 その他特別損失 1,771 640
契約者配当準備金繰入額 7,939 6,335
税引前当期純利益 28,972 45,811
法人税及び住民税 13,454 18,355
法人税等調整額 △       320 △    1,164
法人税等合計 13,134 17,191
当期純利益 15,838 28,620
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株主資本等変動計算書3
2016年度（2016年4月1日から2017年3月31日まで）

2017年度（2017年4月1日から2018年3月31日まで）
（単位	：	百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計 利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越
利益剰余金

当期首残高 85,000 28,797 2,142 30,940 ― 28,488 28,488 △  5,072 139,356 173,485 67,958 241,443 380,799

当期変動額

 剰余金の配当 3,384 △		20,309 △		16,924 △		16,924 △		16,924

 当期純利益 28,620 28,620 28,620 28,620

 	株主資本以外の項目
 の当期変動額（純額） 6,501 △		706 5,794 5,794

当期変動額合計 ― ― ― ― 3,384 8,310 11,695 ― 11,695 6,501 △  706 5,794 17,490

当期末残高 85,000 28,797 2,142 30,940 3,384 36,799 40,184 △  5,072 151,051 179,987 67,251 247,238 398,290

（単位	：	百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越
利益剰余金

当期首残高 85,000 23,010 36,865 59,876 12,650 12,650 △  5,072 152,453 209,553 83,287 292,841 445,294

当期変動額

 剰余金の配当 △		28,935 △		28,935 △		28,935 △		28,935

 資本準備金の積立 5,787 △		5,787 ― ― ―

 当期純利益 15,838 15,838 15,838 15,838

 	株主資本以外の項目
 の当期変動額（純額） △		36,068 △		15,329 △		51,397 △		51,397

当期変動額合計 ― 5,787 △  34,723 △  28,935 15,838 15,838 ― △  13,097 △  36,068 △  15,329 △  51,397 △  64,494

当期末残高 85,000 28,797 2,142 30,940 28,488 28,488 △  5,072 139,356 173,485 67,958 241,443 380,799
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重要な会計方針

	1.	有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定
は移動平均法）、満期保有目的の債券及び「保険業における「責任準備金対
応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会	業種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券につい
ては移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株
式（保険業法第２条第12項に規定する子会社及び保険業法施行令第13条
の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたもの及び関連法
人等が発行する株式をいう。）については原価法、その他有価証券のうち時
価のあるものについては、３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価
の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のについては、移動平均法による原価法によっております。	 	
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理
しております。

	2	.	デリバティブ取引の評価は時価法によっております。
	3	.	有形固定資産の減価償却の方法は次の方法によっております。
◦有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（2016年3月31日以
前に取得した附属設備、構築物を除く）については定額法）を採用しており
ます。
◦リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

	4	.		外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。
	5	.		貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以
下「破綻先」という。）に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者
（以下「実質破綻先」という。）に対する債権については、債権額から担保等の
回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上
しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に対する債
権については、債権額から担保等の回収可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必
要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定
期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計
上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき関連部署が一次資産査定を
実施し、当該部署から独立した資産査定部署が査定結果を二次査定していま
す。また、二次査定結果については、監査部署による監査が行われており、そ
れらの結果に基づいて上記の引当を行っております。

	6	.		投資損失引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、関係会
社株式の実質価値の低下による損失に備えて、純資産額等を勘案し必要額
を計上しております。

	7	.		退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。
退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
退職給付見込額の期間帰属方法	 給付算定式基準
数理計算上の差異の処理年数	 主に6年
過去勤務費用の処理年数	 ７年

	8	.		役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、	
支給見込額のうち、当年度末において発生したと認められる額を計上してお
ります。

	9	.		価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上し
ております。

10	.		ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（2008年３月10日企
業会計基準第10号）に従い、外貨建金銭債務に係る借入金利息の金利変
動リスク及び為替変動リスクのヘッジとして繰延ヘッジを、株式に対する
価格変動リスクと外貨建資産に対する為替変動リスクのヘッジとして時
価ヘッジを行っております。その他、一部の国債に対する金利変動リスク
のヘッジとして、時価ヘッジを行っております。ヘッジの有効性の判定に
は、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっ
ておりますが、外貨建金銭債務に係る借入金利息の金利変動リスク及び
為替変動リスクのヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重
要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続してキャッシュ・
フロー変動を相殺するものと想定することができるため、有効性の判定
は省略しております。
また保険契約に係る金利変動リスクをヘッジする目的で、「保険業における

2016年度

	1.	左記に同じ。

	2	.左記に同じ。
	3	.	左記に同じ。

	4	.		左記に同じ。
	5	.		左記に同じ。

	6	.		左記に同じ。

	7	.		退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上しております。
退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
退職給付見込額の期間帰属方法	 給付算定式基準
数理計算上の差異の処理年数	 主に6年
過去勤務費用の処理年数	 主に6年

	8	.		左記に同じ。

	9	.		左記に同じ。

10	.		左記に同じ。

2017年度
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金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（2002年９月３
日	日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第26号）に基づき金利ス
ワップ取引を利用した繰延ヘッジ処理を行っております。なお、ヘッジ対象と
なる保険負債とヘッジ手段である金利スワップ取引を一定の残存期間毎に
グルーピングのうえヘッジ指定を行うことから、ヘッジに高い有効性があるた
め、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

11	.		消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資
産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等について
は、前払費用に計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについ
ては、発生年度に費用処理しております。

12	.		責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立
金については、以下の方式により計算しております。
（1）	標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式
（1996年大蔵省告示第48号）

（2）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式
13	.		無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、
利用可能期間（5年）に基づく定額法により行っております。

14	.		のれんは、定額法により20年間で均等償却しております。
15	.		当社を連結親会社とする連結納税制度を適用しております。

2016年度

11	.		左記に同じ。

12	.		左記に同じ。

13	.		左記に同じ。

14	.		左記に同じ。
15	.		左記に同じ。

2017年度

会計方針の変更

	1	.	「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（2016年3月28日	企業会
計基準適用指針第26号。）を、当年度から適用し、繰延税金資産の回収可能
性に関する会計処理の方法を見直しておりますが、この見直しによる影響額
はありません。

	2	.		法人税法の改正に伴い、「2016年度税制改正に係る減価償却方法の変更に
関する実務上の取扱い（2016年6月17日実務対応報告第32号）を当年度に
適用し、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価
償却方法を定率法から定額法に変更しております。
この変更による損益への影響は軽微であります。

2016年度 2017年度

	1	.	

	2	.		
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	1	.		消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、
857,956百万円であります。

	2	.		貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸付条件
緩和債権の額は、4百万円であります。
なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。
貸付金のうち、破綻先債権額はなく、延滞債権額は4百万円であります。
なお、破綻先債権とは元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続している
ことその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないも
のとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以
下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（1965年	政令
第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に
規定する事由が生じている貸付金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務
者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付
金以外の貸付金であります。
貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を
起算日として３ヵ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該
当しないものであります。
貸付金のうち、貸付条件緩和債権額はありません。
なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務
者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上
延滞債権に該当しない貸付金であります。

	3	.		有形固定資産の減価償却累計額は7,836百万円であります。
	4	.		保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は861,194百万円で
あります。なお、負債の額も同額であります。

	5	.		関係会社に対する金銭債権の総額は106,229百万円、金銭債務の総額
は1,934百万円であります。

	6	.		繰延税金資産の総額は62,642百万円、繰延税金負債の総額は96,438
百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額
は10,554百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、退職給付引当金13,366百万円、
危険準備金11,660百万円、価格変動準備金11,553百万円、有価証券の減
損5,033百万円、関係会社株式評価損4,967百万円、旧商法第352条に定め
られた株式交換の方法により取得した子会社株式4,496百万円、IBNR備金
3,725百万円、減価償却超過額2,428百万円、賞与引当金1,207百万円で
あります。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金
69,994百万円、繰延ヘッジ利益26,153百万円であります。
当年度における法定実効税率は28.24％であり、法定実効税率と税効果
会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な内訳は、のれん償却
8.79％、交際費等永久に損金に算入されない項目0.71％によるものです。

	7	.		左記に同じ。

	8	.		契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。
当期首現在高	 13,078百万円
当期契約者配当金支払額	 7,942百万円
利息による増加等	 16百万円
契約者配当準備金繰入額	 6,335百万円
当期末現在高	 11,487百万円

	9	.		関係会社への投資金額は、77,861百万円であります。
10	.		担保に供されている資産の額は、有価証券145,480百万円であります。
11	.		保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項
に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備
金」という。）の金額は178百万円であり、同規則第71条第１項に規定する
再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」とい
う。）の金額は36,012百万円であります。

12	.		１株当たり純資産額は、51,066円50銭であります。
13	.		1996年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未
償却出再手数料の当年度末残高は19,758百万円であります。

注記事項

	1	.		消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、
925,689百万円であります。

	2	.		貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸付条件
緩和債権の額は、14百万円であります。
なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。
貸付金のうち、破綻先債権額はなく、延滞債権額は14百万円であります。な
お、破綻先債権とは元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続しているこ
とその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないもの
として未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下
「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（1965年	政令
第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に
規定する事由が生じている貸付金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務
者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付
金以外の貸付金であります。
貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を
起算日として３ヵ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該
当しないものであります。
貸付金のうち、貸付条件緩和債権額はありません。
なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務
者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上
延滞債権に該当しない貸付金であります。

	3	.		有形固定資産の減価償却累計額は7,915百万円であります。
	4	.		保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は860,239百万円で
あります。なお、負債の額も同額であります。

	5	.		関係会社に対する金銭債権の総額は103,046百万円、金銭債務の総額
は2,096百万円であります。

	6	.		繰延税金資産の総額は61,273百万円、繰延税金負債の総額は94,233
百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額
は10,301百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、退職給付引当金12,882百万円、
危険準備金11,784百万円、価格変動準備金10,861百万円、有価証券の
減損5,211百万円、旧商法第352条に定められた株式交換の方法により取
得した子会社株式4,496百万円、投資損失引当金4,598百万円、IBNR備金
3,459百万円、賞与引当金1,169百万円であります。繰延税金負債の発生
の主な原因は、その他有価証券評価差額金67,466百万円、繰延ヘッジ利益
26,428百万円であります。
なお、2007年６月30日に会社法第796条第３項に定める株式交換の方法に
より取得した旧アクサ	フィナンシャル生命保険株式会社（2009年10月１日
に旧アクサ生命保険株式会社と合併）の株式に係る繰延税金負債16,064
百万円については、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適
用指針」（2005年12月27日 企業会計基準委員会 企業会計基準適用指
針第10号）に基づき認識しておりません。
当年度における法定実効税率は28.24％であり、法定実効税率と税効果
会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な内訳は、のれん償却
13.90％、交際費等永久に損金に算入されない項目1.50％によるものです。

	7	.		貸借対照表に計上したリース資産の他、リース契約により使用している重要
な有形固定資産として自動車等があります。

	8	.		契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。
当期首現在高	 13,581百万円
当期契約者配当金支払額	 8,467百万円
利息による増加等	 24百万円
契約者配当準備金繰入額	 7,939百万円
当期末現在高	 13,078百万円

	9	.		関係会社への投資金額は、95,198百万円であります。
10	.		担保に供されている資産の額は、有価証券163,559百万円であります。
11	.		保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項に
規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」とい
う。）の金額は92百万円であり、同規則第71条第１項に規定する再保険を付
した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は
36,414百万円であります。

12	.		１株当たり純資産額は、48,823円95銭であります。
13	.		1996年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償
却出再手数料の当年度末残高は17,768百万円であります。

2016年度 2017年度

（貸借対照表関係）
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14	.		「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会	業種別監査委員会報告第21号）に基づき、
資産・負債の金利リスク管理を目的として、「利率変動型定額部分付変額終
身保険（通貨選択型）」及び個人年金保険の一部を小区分として設定しており
ます。各小区分に係る責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券の
デュレーションを一定幅の中でマッチングさせる運用方針をとっております。
責任準備金対応債券の当年度末における貸借対照表計上額は、674,574
百万円、時価は763,869百万円であります。

15	.		売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費
貸借契約で借り入れている有価証券であり、当年度末に当該処分を行わずに
所有しているものの時価は、129,627百万円であります。

16	.		責任準備金は、修正共同保険式再保険に付した部分に相当する責任準備金
86,860百万円を含んでおります。

17	.		保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度
末における当社の今後の負担見積額は8,820百万円であります。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

18	.		退職給付に関する事項は次のとおりであります。
（1）	採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時
金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として確定拠出年金
制度を設けております。
なお、一部の制度については、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を
採用しております。

（2）	確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む）
①退職給付債務の当期首残高と当期末残高の調整表
 当期首における退職給付債務	 	 50,127百万円
  勤務費用	 	 2,801百万円
  利息費用	 	 246百万円
  数理計算上の差異の当期発生額	 △	 327百万円
  退職給付の支払額	 △	 2,957百万円
 当期末における退職給付債務	 	 49,889百万円
②	退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引	
当金の調整表
 積立型制度の退職給付債務	 	 294百万円
 年金資産	 △	 168百万円
	 	 125百万円
 非積立型制度の退職給付債務	 	 49,594百万円
  未認識数理計算上の差異	 △	 3,552百万円
  未認識過去勤務費用	 △	 79百万円
 退職給付引当金	 	 46,088百万円
③退職給付に関連する損益
 勤務費用	 	 2,801百万円
 利息費用	 	 246百万円
 期待運用収益	 △	 2百万円
 数理計算上の差異の当期の費用処理額	 	 1,752百万円
 過去勤務費用の当期の費用処理額	 	 174百万円
 確定給付制度に係る退職給付費用	 	 4,971百万円
④数理計算上の計算基礎に関する事項
当期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであり
ます。
割引率	 0.63％
長期期待運用収益率	 1.25％

2016年度

14	.		「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会	業種別監査委員会報告第21号）に基づき、
資産・負債の金利リスク管理を目的として、「利率変動型定額部分付変額終
身保険（通貨選択型）」及び個人年金保険の一部を小区分として設定しており
ます。各小区分に係る責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券の
デュレーションを一定幅の中でマッチングさせる運用方針をとっております。
責任準備金対応債券の当年度末における貸借対照表計上額は、685,646
百万円、時価は779,091百万円であります。

15	.		売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費
貸借契約で借り入れている有価証券であり、当年度末に当該処分を行わずに
所有しているものの時価は、99,396百万円であります。

16	.		責任準備金は、修正共同保険式再保険に付した部分に相当する責任準備金
100,928百万円を含んでおります。

17	.		保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度
末における当社の今後の負担見積額は8,611百万円であります。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

18	.		退職給付に関する事項は次のとおりであります。
(１)	採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時
金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として確定拠出年金
制度を設けております。
なお、一部の制度については、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を
採用しております。

（２）確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む）
①退職給付債務の当期首残高と当期末残高の調整表
 当期首における退職給付債務	 	 49,889百万円
  勤務費用	 	 2,615百万円
  利息費用	 	 177百万円
  数理計算上の差異の当期発生額	 	 1,058百万円
  退職給付の支払額	 △	 3,073百万円
  過去勤務費用の当期発生額	 △	 3,486百万円
 当期末における退職給付債務	 	 47,180百万円
②	退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引	
当金の調整表
 積立型制度の退職給付債務	 	 275百万円
 年金資産	 △	 138百万円
	 	 137百万円
 非積立型制度の退職給付債務	 	 46,904百万円
  未認識数理計算上の差異	 △	 2,694百万円
  未認識過去勤務費用	 	 3,454百万円
 退職給付引当金	 	 47,801百万円
③退職給付に関連する損益
 勤務費用	 	 2,615百万円
 利息費用	 	 177百万円
 期待運用収益	 △	 2百万円
 数理計算上の差異の当期の費用処理額	 	 1,916百万円
 過去勤務費用の当期の費用処理額	 	 47百万円
 確定給付制度に係る退職給付費用	 	 4,754百万円
④数理計算上の計算基礎に関する事項
当期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであり
ます。
割引率	 0.48％
長期期待運用収益率	 1.25％

2017年度
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	1	.		関係会社との取引による収益の総額は3,656百万円、費用の総額は1,815
百万円であります。

	2	.		有価証券売却益の内訳は、国債等債券38,709百万円、外国証券3,284百万
円、株式134百万円であります。

	3	.		有価証券売却損の内訳は、外国証券7,371百万円、国債等債券458百万円、
株式422百万円、その他114百万円であります。

	4	.		有価証券評価損の内訳は、外国証券1,516百万円であります。
	5	.		支払備金繰入額の計算上、差引かれた出再支払備金繰入額の金額は27百万
円、責任準備金繰入額の計算上、差引かれた出再責任準備金繰入額の金額
は722百万円であります。

	6	.		金融派生商品費用には、評価損が583百万円含まれております。
	7	.		１株当たり当期純利益は、2,030円69銭であります。
	8	.		再保険収入には、1996年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険
契約に係る未償却出再手数料の増加額18,300百万円を含んでおります。

	9	.		再保険料には、1996年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険契
約に係る未償却出再手数料の減少額16,407百万円を含んでおります。

10	.		再保険収入には、修正共同保険式再保険に係る出再保険事業費受入929
百万円及び再保険会社からの出再保険責任準備金調整額16,340百万円等
を含んでおります。

11	.		再保険料には、修正共同保険式再保険に係る再保険会社への出再保険責任
準備金移転額等16,435百万円を含んでおります。

12	.		当年度末における固定資産の減損損失に関する事項は次のとおりでありま
す。
（1） 資産のグルーピングの方法

保険事業の用に供している固定資産等については、保険事業全体で１つ
の資産グループとしております。また、賃貸用不動産等については、それ
ぞれの物件ごとに１つの資産グループとしております。

（2） 減損損失の認識に至った経緯
対象地域の地価下落、及び収益査定の結果、収支の悪化が見受けられる
賃貸用不動産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（3） 減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の内訳

用途 種類 場所
減損損失（百万円）

土地 建物等 計

賃貸用不動産等 土地及び建物等 北海道釧路市 17 12 29

賃貸用不動産等 建物等 鹿児島県鹿屋市 ー 	 4 	 4

（4） 回収可能価額の算定方法
回収可能価額は、賃貸用不動産等については、物件により使用価値又は
正味売却価額のいずれか高い価額としております。
なお、使用価値については、将来キャッシュ・フローを不動産鑑定評価に
基づく還元利回り（12.0～13.5％）で割り引いて算定しております。ま
た、正味売却価額については、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額
等から処分費用見込額を控除して算定しております。

13	.		関連当事者との取引
（1） 親会社

属性 会社等
の名称 所在地 事業の

内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社 アクサ・
エス・アー

フランス
共和国
パリ市

保険子会社
等の事業の
支配・管理

（被所有）
直接
78.45
間接
20.24

グループ内
投資

債券の購入
受取利息 2,860

外国証券

未収収益

80,000

501

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）	当社は、2014年10月１日の合併により以下の社債を受け入れました。

◦2009年６月30日購入	400億円の社債（固定金利4.0％・期間30年）
◦2010年８月30日購入	400億円の社債（固定金利3.15％・期間20年）
取引条件については、市場金利を勘案して決定しております。

（2） 兄弟会社

属性 会社等
の名称 所在地 事業の

内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社の
子会社

アクサ・
フィナン
シャル

アメリカ
合衆国
ニューヨ
ーク市

保険子会社
等の事業の
支配・管理

ー
グループ内
投資

債券の購入
受取利息 1,857 外国証券 86,386

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）	当社は、2014年10月１日の合併により以下の債券を受け入れました。

◦2010年３月30日購入	外貨建外国債券（償還期間10年）
当該債券は、US	LIBORベースによる市場金利に基づいております。

2016年度

	1	.		関係会社との取引による収益の総額は3,632百万円、費用の総額は2,130
百万円であります。

	2	.		有価証券売却益の内訳は、国債等債券21,038百万円、外国証券4,171百万
円、株式705百万円であります。

	3	.		有価証券売却損の内訳は、外国証券8,439百万円、国債等債券852百万円、
株式17百万円、その他の証券0百万円であります。

	4	.		有価証券評価損の内訳は、外国証券421百万円であります。
	5	.		支払備金繰入額の計算上、差引かれた出再支払備金繰入額の金額は86百万
円、責任準備金繰入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金
額は402百万円であります。

	6	.		金融派生商品費用には、評価益が22,888百万円含まれております。
	7	.		１株当たり当期純利益は、3,669円56銭であります。
	8	.		再保険収入には、1996年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険
契約に係る未償却出再手数料の増加額17,933百万円を含んでおります。

	9	.		再保険料には、1996年大蔵省告示第50号第１条第５項に規定する再保険契
約に係る未償却出再手数料の減少額15,943百万円を含んでおります。

10	.		再保険収入には、修正共同保険式再保険に係る出再保険事業費受入698
百万円及び再保険会社からの出再保険責任準備金調整額14,868百万円等
を含んでおります。

11	.		再保険料には、修正共同保険式再保険に係る再保険会社への出再保険責任
準備金移転額等15,989百万円を含んでおります。

12	.		当年度末における固定資産の減損損失に関する事項は次のとおりでありま
す。
該当事項はありません。

13	.		関連当事者との取引
（1） 親会社

属性 会社等
の名称 所在地 事業の

内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社 アクサ・
エス・アー

フランス
共和国
パリ市

保険子会社
等の事業の
支配・管理

（被所有）
直接
78.45
間接
20.24

グループ内
投資

債券の購入
受取利息 2,860

外国証券

未収収益

80,000

501

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）	当社は、2014年10月１日の合併により以下の社債を受け入れました。

◦2009年６月30日購入	400億円の社債（固定金利4.0％・期間30年）
◦2010年８月30日購入	400億円の社債（固定金利3.15％・期間20年）
取引条件については、市場金利を勘案して決定しております。

（2） 兄弟会社

属性 会社等
の名称 所在地 事業の

内容

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

親会社の
子会社

アクサ・
フィナン
シャル

アメリカ
合衆国
ニューヨ
ーク市

保険子会社
等の事業の
支配・管理

ー
グループ内
投資

債券の購入
受取利息 2,245

外国証券

未収収益

81,804

1,105

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）	当社は、2014年10月１日の合併により以下の債券を受け入れました。

◦2010年３月30日購入	外貨建外国債券（償還期間10年）
当該債券は、US	LIBORベースによる市場金利に基づいております。

2017年度

（損益計算書関係）
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	1	.		発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事	
項

当期首
株式数

当年度増加
株式数

当年度減少
株式数

当年度末
株式数

発行済株式

 普通株式 7,852,649.53 ー ー 7,852,649.53

   合計 7,852,649.53 ー ー 7,852,649.53

自己株式

 普通株式 53,199.52 ー ー 53,199.52

   合計 53,199.52 ー ー 53,199.52

	2	.		配当に関する事項
（1） 	配当金支払額

2016年６月14日開催の取締役会において、以下のとおり決議しており
ます。
◦普通株式の配当に関する事項
配当金の総額	 28,935百万円
１株当たり配当額	 3,710円
基準日	 2016年３月31日
効力発生日	 2016年６月28日

（2） 	基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業
年度となるもの
2017年６月13日開催の取締役会において、以下のとおり決議しており
ます。
◦普通株式の配当に関する事項
配当金の総額	 16,924百万円
配当の原資	 利益剰余金
1株当たり配当額	 2,170円
基準日	 2017年３月31日
効力発生日	 2017年６月28日

2016年度 2017年度

（株主資本等変動計算書関係）

（単位	：	株）

	1	.		発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事	
項

当期首
株式数

当年度増加
株式数

当年度減少
株式数

当年度末
株式数

発行済株式

 普通株式 7,852,649.53 ― ― 7,852,649.53

   合計 7,852,649.53 ― ― 7,852,649.53

自己株式

 普通株式 53,199.52 ― ― 53,199.52

   合計 53,199.52 ― ― 53,199.52

	2	.		配当に関する事項
（1） 	配当金支払額

2017年６月13日開催の取締役会において、以下のとおり決議しており
ます。
◦普通株式の配当に関する事項
配当金の総額	 16,924百万円
１株当たり配当額	 2,170円
基準日	 2017年3月31日
効力発生日	 2017年6月28日

（2） 	基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業
年度となるもの
2018年６月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しておりま
す。
◦普通株式の配当に関する事項
配当金の総額	 20,980百万円
配当の原資	 利益剰余金
1株当たり配当額	 2,690円
基準日	 2018年３月31日
効力発生日	 2018年６月27日

（単位	：	株）
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（金融商品関係）

金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は以下の
とおりです。
（1）		金融商品に対する取組方針

一般勘定の資産運用は、生命保険会社の資産の性格（将来の保険金
支払等に備える準備金に対応）に基づき、安全性・収益性・流動性に十
分配慮しながら、中長期的に安定した収益の確保を目指すことを運用
の基本方針としております。
また、生命保険会社の負債特性（超長期の金利リスクなど）を考慮し、
ALMの観点から主として債券への投資を行っております。

（2）		金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は、有価証券では、主に国債、外国証券（社
債等に投資している円貨建外国投資信託、外貨建公社債、オルタナ
ティブ）、株式に投資しており、「満期保有目的」、「責任準備金対応債
券」及び「その他目的」区分で保有しております。貸付金は、保険約款
貸付を除く一般貸付の多くはグループ向けとなっており、同一人規制
の範囲内で融資を行っております。それぞれ発行体の信用リスク、金
利変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。有価証
券・貸付金には流動性リスクが存在しますが、資産・負債の統合管理を
行う中で、資金調達に係る流動性リスクも含め、総括的に管理してお
ります。
またALM、中長期的経営の健全性の観点から保有資産の安定的かつ
効率的な運用を目指し、市場リスクのヘッジを主たる目的として金融
派生商品（デリバティブ）取引を利用しております。取組みにあたり、
金融派生商品（デリバティブ）の利用目的、各種リスクを厳格に管理し
運営することを基本方針としております。
当社の行う金融派生商品（デリバティブ）取引には、主にALMの一環
として保有する債券の価格変動を相殺する目的及び保険負債にか
かわる金利変動リスクをヘッジする目的で行う金利スワップ取引が
あり、ヘッジ会計を適用しております。また、株式の価格変動リスクを
ヘッジするためエクイティスワップ取引を行っており、ヘッジ会計を適
用しております。外国証券の多くは円貨建外国投資信託ですが、一部
の外貨建証券には為替変動リスクがあるため、投資時に為替予約取
引を行うことにより当該リスクを回避しヘッジ会計を適用しておりま
す。
借入金は外貨建変動金利でありますが、通貨スワップ取引により為替
リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。金融派生商品（デリ
バティブ）取引は上記のリスクヘッジ目的の通貨スワップ取引が該当
いたします。カウンターパーティはシングルA格付けを保有する親会
社であるため、信用リスクは僅少であります。
金融派生商品（デリバティブ）取引は、市場リスク及び信用リスクを内
包しております。市場リスクとは市場金利の変動、為替相場の変動、
有価証券の価格の変動等によって発生する損失に係るリスクであり、
信用リスクとは、取引相手先の契約不履行に係るリスクとなります。こ
のうち信用リスクに関しては、金融派生商品（デリバティブ）取引の契
約先を中央清算機関（CCP）または国際的に優良な銀行、証券会社に
分散し、かつISDAマスター契約に付属するクレジット・フォーム（クレ
ジット・サポート・アネックス（CSA））による担保付取引を利用すること
により相手方の契約不履行によるリスクを軽減しております。

（3）				金融商品に係るリスク管理体制
一般勘定の金融資産に係るリスク管理体制は次のとおりです。リスク
管理部門と運用部門を分離して相互牽制が十分に機能する体制とし、
リスク管理状況については四半期ごとにALMサブコミッティ及びRM
サブコミッティに報告して経営陣による管理状況の確認及び管理方
針の協議を行っております。このほか、リスク管理体制及び管理状況
について監査部門がチェックすることとしております。
①信用リスクの管理
当社の資産運用リスク管理規則及び審査・与信管理内規に従い、有
価証券及び貸付金の一部について、個別案件ごとの与信審査、同
一取引先に対する格付に応じた与信枠の設定・管理、問題債権への
対応などを行っております。
金融派生商品（デリバティブ）取引のカウンターパーティリスクに関
しては、担保も勘案した取引の時価（再構築コスト）と再構築コスト
の潜在的リスク（ポテンシャル・エクスポージャー）を対象にカウン
ターパーティごとに与信枠を設定して管理を行っております。

2016年度

金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は以下の
とおりです。
（1）		金融商品に対する取組方針

左記に同じ。

（2）		金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は、有価証券では、主に国債、外国証券(社
債等に投資している円貨建外国投資信託、外貨建公社債、オルタナ
ティブ)、株式に投資しており、「満期保有目的」、「責任準備金対応債
券」及び「その他目的」区分で保有しております。貸付金は、保険約款
貸付を除く一般貸付の多くはグループ向けとなっており、同一人規制
の範囲内で融資を行っております。それぞれ発行体の信用リスク、金
利変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。有価証
券・貸付金には流動性リスクが存在しますが、資産・負債の統合管理を
行う中で、資金調達に係る流動性リスクも含め、総括的に管理してお
ります。
またALM、中長期的経営の健全性の観点から保有資産の安定的かつ
効率的な運用を目指し、市場リスクのヘッジを主たる目的として金融
派生商品（デリバティブ）取引を利用しております。取組みにあたり、
金融派生商品（デリバティブ）の利用目的、各種リスクを厳格に管理し
運営することを基本方針としております。
当社の行う金融派生商品（デリバティブ）取引には、主にALMの一環
として保有する債券の価格変動を相殺する目的及び保険負債にか
かわる金利変動リスクをヘッジする目的で行う金利スワップ取引が
あり、ヘッジ会計を適用しております。また、株式の価格変動リスクを
ヘッジするためエクイティスワップ取引を行っており、ヘッジ会計を適
用しております。外国証券の多くは円貨建外国投資信託ですが、一部
の外貨建証券には為替変動リスクがあるため、投資時に為替予約取
引等を行うことにより当該リスクを回避し、また一部ヘッジ会計を適
用しております。
借入金は外貨建変動金利でありますが、通貨スワップ取引により為替
リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。金融派生商品（デリ
バティブ）取引は上記のリスクヘッジ目的の通貨スワップ取引が該当
いたします。
金融派生商品（デリバティブ）取引は、市場リスク及び信用リスクを内
包しております。市場リスクとは市場金利の変動、為替相場の変動、
有価証券の価格の変動等によって発生する損失に係るリスクであり、
信用リスクとは、取引相手先の契約不履行に係るリスクとなります。こ
のうち信用リスクに関しては、金融派生商品（デリバティブ）取引の契
約先を中央清算機関(CCP)または国際的に優良な銀行、証券会社に
分散し、かつISDAマスター契約に付属するクレジット・フォーム（クレ
ジット・サポート・アネックス（CSA））による担保付取引を利用すること
により相手方の契約不履行によるリスクを軽減しております。

（3）				金融商品に係るリスク管理体制
左記に同じ。

①信用リスクの管理
左記に同じ。

2017年度
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2016年度 2017年度

②市場リスクの管理
（						i						）金利リスクの管理

当社の資産運用リスク管理規則及び内規に従い、所定の金利ス
トレスシナリオ下でも企業価値や会計上の諸指標等が所定の水
準を上回るよう、金融資産と保険負債のネットの金利感応度に上
限値を設定し、リスク管理部門が月次でモニタリングを行ってお
ります。

（	ｉ		ｉ			）為替リスクの管理
為替リスクは原則として金融派生商品（デリバティブ）取引等によ
りヘッジすることとしております。

（ｉii）価格変動リスクの管理
当社の資産運用リスク管理規則及び内規に従い、所定のストレス
シナリオ下でも企業価値や会計上の諸指標等が所定の水準を満
たすよう、有価証券のうちオルタナティブ資産や社債等への投資
比率に上限値を設定し、リスク管理部門が月次でモニタリングを
行っております。

③流動性リスクの管理
当社の資産運用リスク管理規則及び内規に従い、所定のリスクシナ
リオ下でも資金繰りを確保できるよう、一般勘定で想定される最大
のキャッシュアウトフローをまかなえるだけの流動性資産を保持する
こととしております。また、当社の流動性資金関連内規に従い、保険
契約の解約返戻金流出状況等に応じた資金繰りが資金繰り管理部
門によりなされていることを、リスク管理部門が検証する体制として
おります。
これらの管理に加え、当社の流動性資金関連内規に従い、資金繰りに
関する不測の事態への対応として金融機関等と資金調達のための
契約を締結し、定期的に見直しております。

（4） 金融商品の時価等に関する事項
主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりであります。

（単位	：	百万円）
貸借対照表計上額 時 価 差 額

現金及び預貯金 110,289 110,289 －
債券貸借取引支払保証金 56,707 56,707 －
有価証券（＊1） 6,252,210 6,456,299 204,088
 売買目的有価証券 833,330 833,330 －
 満期保有目的の債券 1,102,938 1,217,733 114,794
 責任準備金対応債券 674,574 763,869 89,294

 その他有価証券 3,641,366 3,641,366 －

貸付金 159,419 167,846 8,427

 保険約款貸付（＊2） 82,920 82,912 －

 一般貸付（＊2） 77,078 84,934 8,427
 貸倒引当金（＊3） △				580 － －
金融派生商品（資産） 104,094 104,094 －

 ヘッジ会計が適用されていないもの 4,963 4,963 －
 ヘッジ会計が適用されているもの 99,130 99,130 －
金融商品等差入担保金 47,524 47,524 －

金融派生商品（負債） 213,371 213,371 －

 ヘッジ会計が適用されていないもの 9,634 9,634 －
 ヘッジ会計が適用されているもの 203,737 203,737 －
債券貸借取引受入担保金 981,381 981,831 －
借入金 19,885 19,885 －
（＊1）時価を把握することが極めて困難な有価証券は含まれておりません。
（＊2）	差額欄は、貸倒引当金を控除した貸借対照表計上額と、時価との差額を

記載しております。
（＊3）貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。

②市場リスクの管理
（						i						）金利リスクの管理

左記に同じ。

（	ｉ		ｉ			）為替リスクの管理
左記に同じ。

（ｉii）価格変動リスクの管理
左記に同じ。

③流動性リスクの管理
左記に同じ。

（4） 金融商品の時価等に関する事項
主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりであります。

（単位	：	百万円）
貸借対照表計上額 時 価 差 額

現金及び預貯金 115,205 115,205 －
債券貸借取引支払保証金 19,931 19,931 －
有価証券（＊1） 6,395,066 6,621,749 226,683
 売買目的有価証券 832,375 832,375 －
 満期保有目的の債券 1,234,784 1,368,021 133,237
 責任準備金対応債券 685,646 779,091 93,445

 その他有価証券 3,642,260 3,642,260 －

貸付金 156,161 167,743 11,581

 保険約款貸付（＊2） 79,255 79,247 －

 一般貸付（＊2） 77,061 88,495 11,581
 貸倒引当金（＊3） △155 － －
金融派生商品（資産） 107,892 107,892 －

 ヘッジ会計が適用されていないもの 6,098 6,098 －
 ヘッジ会計が適用されているもの 101,793 101,793 －
金融商品等差入担保金 49,143 49,143 －

金融派生商品（負債） 203,708 203,708 －

 ヘッジ会計が適用されていないもの 7,778 7,778 －
 ヘッジ会計が適用されているもの 195,929 195,929 －
債券貸借取引受入担保金 967,003 967,003 －
借入金 21,666 21,666 －
（＊1）時価を把握することが極めて困難な有価証券は含まれておりません。
（＊2）	差額欄は、貸倒引当金を控除した貸借対照表計上額と、時価との差額を

記載しております。
（＊3）貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
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2016年度 2017年度

時価の算定方法
①現金及び預貯金
これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額に近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。
②債券貸借取引支払保証金
受取金利が変動金利であるため変動金利貸付と同様の方法によって
おります。

③	有価証券（預貯金・金銭の信託において信託財産として運用している
有価証券を含む。）
◦市場価格のある有価証券
その他有価証券の株式については、3月中の市場価格等の平均に
よっております。
上記以外の有価証券については3月末日の市場価格等によってお
ります。
◦市場価格のない有価証券
将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが可能な資産はそ
れらを現在価値に割り引いた価格によっております。
なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式な
ど時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成され
ているものについては、時価開示の対象とはしておりません。当
該時価を把握することが極めて困難な有価証券の当年度末にお
ける貸借対照表価額は非上場株式37,123百万円、組合出資金等
37,208百万円であります。

④貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性
により返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等か
ら、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額
から貸倒見積高を控除した額を時価としております。
一般貸付のうち、残存期間が１年超の固定金利貸付の時価について
は、主に将来キャッシュ・フローを信用リスクを考慮した割引率により
現在価値へ割り引いた価格によっております。
また変動金利貸付については、市場金利の変動が将来発生する
キャッシュ・フローに短期間で反映されることから帳簿価額と時価が
近似するものと考え当該帳簿価額を時価と見なしております。
同様に残存期間が１年以下の貸付金についても市場金利の変動が
時価に与える影響が小さいと考えられるため当該帳簿価額を時価と
見なしております。

⑤金融派生商品
◦	為替予約取引の時価については、先物為替相場により算出した理
論価格を使用しております。
◦	スワップ取引、オプション取引については、取引証券会社等から提
示された価格について原則として当社がその妥当性を検証したう
えで時価としております。

⑥金融商品等差入担保金
価格変動は軽微と考え帳簿価額を時価としております。

⑦債券貸借取引受入担保金
期間1年以内の短期取引であることから金利変動による価格変動は
軽微と考え帳簿価額を時価としております。

⑧借入金
変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社
グループの信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価
は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価と
しております。

時価の算定方法
①現金及び預貯金
左記に同じ。

②債券貸借取引支払保証金
左記に同じ。

③	有価証券
◦市場価格のある有価証券
左記に同じ。

◦市場価格のない有価証券
将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが可能な資産はそ
れらを現在価値に割り引いた価格によっております。
なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式な
ど時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成され
ているものについては、時価開示の対象とはしておりません。当
該時価を把握することが極めて困難な有価証券の当年度末にお
ける貸借対照表価額は非上場株式19,845百万円、組合出資金等
43,009百万円であります。
また、非上場株式、組合出資金等のうち、実質価額が取得原価に比
べて著しく下落しており、	実質価額が取得原価まで回復する見込
みがあると認められないものについては減損処理を行っており、
当年度において、非上場の関連会社株式について17,740百万円
の減損処理を行っております。

④貸付金
左記に同じ。

⑤金融派生商品
左記に同じ。

⑥金融商品等差入担保金
左記に同じ。

⑦債券貸借取引受入担保金
左記に同じ。

⑧借入金
左記に同じ。
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（重要な後発事象）

債務者区分による債権の状況4
（単位	：	百万円、％）

区 分 2016年度末 2017年度末

破産再生債権及びこれらに準ずる債権 14 4

危険債権 ー ー

要管理債権 ー ー

小 計 14 4

（対合計比） （0.0） (0.0)

正常債権 1,087,520 1,016,048

合 計 1,087,535 1,016,053

（注）	1.	破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
2.	危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利
息の受取りができない可能性の高い債権です。
3.	要管理債権とは、3ヵ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、3ヵ月以上延滞貸付金とは、元本又は利息の支払が、約定支払
日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸付金（注1及び2に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図
ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金（注
1及び2に掲げる債権並びに3ヵ月以上延滞貸付金を除く。）です。
4.	正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注1から3までに掲げる債権以外のものに区分される債
権です。

リスク管理債権の状況5
（単位	：	百万円、％）

区 分 2016年度末 2017年度末

破綻先債権額 ー ー

延滞債権額 14 4

3ヵ月以上延滞債権額 ー ー

貸付条件緩和債権額 ー ー

合 計 14 4

（貸付残高に対する比率） （0.0） (0.0)

（注）	1.	破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等によ
る手続き申立てにより法的倒産となった債務者、又は手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に
準ずる法律上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。
2.	延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払
を猶予したもの以外の貸付金です。
3.	3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当し
ない貸付金です。
4.	貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄
その他の債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

2016年度 2017年度

当社は、2018年6月12日開催の取締役会において、2018年6月29日開催の
第19回定時株主総会に資本準備金及び利益準備金の額の減少について付議
することを決議し、同株主総会において承認可決されました。
（1）		資本準備金及び利益準備金の額の減少の目的

会社法第448条第1項の規定に基づき、資本準備金及び利益準備金の
額を減少し、その全額をその他資本剰余金及びその他利益剰余金に振
り替えることにより、今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保する
ものであります。

（2）		減少する資本準備金及び利益準備金の額
資本準備金の全額にあたる28,797,800,901円及び利益準備金の全
額にあたる7,581,065,409円を減少します。

（3）				資本準備金及び利益準備金の額の減少の日程
◦取締役会決議日：2018年6月12日
◦株主総会決議日：2018年6月29日
◦債権者異議申述公告日：2018年7月2日
◦債権者異議申述最終期日：2018年8月2日（予定）
◦効力発生日：2018年8月3日（予定）
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保険金等の支払能力の充実の状況
（ソルベンシー・マージン比率）

7

（単位	：	百万円）

項 目 2016年度末 2017年度末

ソルベンシー・マージン総額	（A） 626,247 654,854

資本金等 122,356 130,051

価格変動準備金 38,791 41,264

危険準備金 42,087 41,646

一般貸倒引当金 591 164

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果
控除前））×90％（マイナスの場合100％） 216,856 224,983

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） 323 410

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 207,137 215,705

負債性資本調達手段等 ー ー

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等のうち、
マージンに算入されない額 △ 3,902 △ 2,743

控除項目 ー ー

その他 2,006 3,371

リスクの合計額   (R₁+R₈)²+(R₂+R₃+R₇)²+R₄(B) 167,976 167,711

保険リスク相当額	 R₁ 12,123 11,915

第三分野保険の保険リスク相当額	 R₈ 7,448 7,389

予定利率リスク相当額	 R₂ 35,775 35,270

最低保証リスク相当額	 R₇ 4,912 5,495

資産運用リスク相当額	 R₃ 122,463 122,161

経営管理リスク相当額	 R₄ 3,654 3,644

ソルベンシー・マージン比率

(A)
×100

(1／2)		×		(B)

745.6％ 780.9%

（注）	1.	上記は、保険業法施行規則第86条、第87条、第161条、第162条、第190条及び1996年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出し
ています。
2.	最低保証リスク相当額の算出に際して、標準的方式を用いております。

元本補塡契約のある信託に係る貸出金の状況6
該当ありません。
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有価証券等の時価情報（会社計）8
-1  有価証券の時価情報 

①売買目的有価証券の評価損益 （単位	：	百万円）

区 分

2016年度末 2017年度末

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価損益 貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価損益

売買目的有価証券 833,330 31,867 832,375 38,204

②有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの） （単位	：	百万円）

区 分

2016年度末 2017年度末

帳簿価額 時 価
差 損 益

帳簿価額 時 価
差 損 益

差益 差損 差益 差損

満期保有目的の債券 1,102,938 1,217,733 114,794 144,766 29,972 1,234,784 1,368,021 133,237 155,745 22,507

責任準備金対応債券 674,574 763,869 89,294 106,783 17,489 685,646 779,091 93,445 107,225 13,780

子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － －

その他有価証券 3,400,405 3,641,356 240,951 282,352 41,400 3,392,278 3,642,260 249,982 286,767 36,785

公社債 1,812,366 2,018,227 205,860 213,945 8,085 1,831,233 2,031,578 200,344 204,805 4,460

株 式 40,047 56,333 16,285 16,892 606 44,104 65,637 21,532 22,004 471

外国証券 1,346,244 1,359,698 13,453 46,141 32,688 1,240,375 1,257,859 17,484 49,307 31,823

公社債 99,771 101,308 1,537 2,111 574 89,986 92,546 2,560 3,080 520

株式等 1,246,473 1,258,389 11,915 44,029 32,113 1,150,388 1,165,312 14,923 46,227 31,303

その他の証券 201,745 207,098 5,352 5,372 20 276,564 287,185 10,620 10,650 29

買入金銭債権 － － － － － － － － － －

譲渡性預金 － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － －

合 計 5,177,918 5,622,959 445,040 533,902 88,862 5,312,709 5,789,374 476,665 549,738 73,072

公社債 3,318,908 3,710,246 391,338 433,790 42,452 3,454,356 3,853,529 399,172 429,391 30,219

株 式 40,047 56,333 16,285 16,892 606 44,104 65,637 21,532 22,004 471

外国証券 1,617,217 1,649,281 32,064 77,847 45,782 1,537,682 1,583,022 45,340 87,692 42,351

公社債 370,743 390,891 20,148 33,817 13,669 387,293 417,709 30,416 41,465 11,048

株式等 1,246,473 1,258,389 11,915 44,029 32,113 1,150,388 1,165,312 14,923 46,227 31,303

その他の証券 201,745 207,098 5,352 5,372 20 276,564 287,185 10,620 10,650 29

買入金銭債権 － － － － － － － － － －

譲渡性預金 － － － － － － － － － －

その他 － － － － － － － － － －

（注）		本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。
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8 -1
（単位	：	百万円）

区 分
2016年度末 2017年度末

貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの
842,565 987,332 144,766 988,648 1,144,393 155,745

公社債 675,179 788,256 113,077 825,843 943,329 117,485
外国証券 167,386 199,075 31,689 162,804 201,063 38,259
その他 － － － － － －

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの
260,373 230,401 	 △	 29,972 246,135 223,628 	 △	 22,507

公社債 260,373 230,401 	 △	 29,972 246,135 223,628 	 △	 22,507
外国証券 － － － － － －
その他 － － － － － －

○満期保有目的の債券	

（単位	：	百万円）

区 分
2016年度末 2017年度末

貸借対照表計上額 時 価 差 額 貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの
536,977 643,761 106,783 526,603 633,829 107,225

公社債 532,136 638,903 106,767 512,260 619,361 107,100
外国証券 4,840 4,857 16 14,342 14,468 125
その他 － － － － － －

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの
137,597 120,107 	 △	 17,489 159,042 145,262 	 △	 13,780

公社債 38,852 34,457 	 △	 4,394 38,883 35,631 	 △	 3,251
外国証券 98,745 85,650 	 △	 13,094 120,159 109,630 	 △	 10,528
その他 － － － － － －

○責任準備金対応債券	

（単位	：	百万円）

区 分
2016年度末 2017年度末

帳 簿 価 額 貸借対照表計上額 差 額 帳 簿 価 額 貸借対照表計上額 差 額

貸借対照表計上額が

帳簿価額を超えるもの
2,131,757 2,414,110 282,352 2,335,122 2,621,890 286,767

公社債 1,694,081 1,908,027 213,945 1,737,277 1,942,083 204,805
株式 29,533 46,426 16,892 34,621 56,625 22,004
外国証券 206,896 253,037 46,141 287,636 336,943 49,307
その他の証券 201,245 206,618 5,372 275,587 286,237 10,650
買入金銭債権 － － － － － －
譲渡性預金 － － － － － －
その他 － － － － － －

貸借対照表計上額が

帳簿価額を超えないもの
1,268,647 1,227,246 	 △	 41,400 1,057,156 1,020,370 	 △	 36,785

公社債 118,285 110,199 	 △	 8,085 93,955 89,495 	 △	 4,460
株式 10,513 9,906 	 △	 606 9,483 9,011 	 △	 471
外国証券 1,139,348 1,106,660 	 △	 32,688 952,739 920,915 	 △	 31,823
その他の証券 500 479 	 △	 20 977 947 	 △	 29
買入金銭債権 － － － － － －
譲渡性預金 － － － － － －
その他 － － － － － －

○その他有価証券	
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8 -1

（単位	：	百万円）

区 分 2016年度末 2017年度末

満期保有目的の債券 － －
非上場外国債券 － －
その他 － －

責任準備金対応債券 － －
子会社・関連会社株式 36,066 18,326
その他有価証券 38,265 44,528

非上場国内株式(店頭売買株式を除く) 1,057 1,518
非上場外国株式(店頭売買株式を除く) 0 0
非上場外国債券 － －
その他 37,208 43,009

合 計 74,332 62,855

◦時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。

-2 金銭の信託の時価情報

該当ありません。
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-3  デリバティブ取引の時価情報 
①定性的情報

8

❶取引の内容
当社の利用している取引は、金利関連では金利スワップ取引、スワップション取引、通貨関連では先物為替予約取引、通貨スワッ
プ取引、株式関連では株価指数オプション取引、エクイティスワップ取引です。

❷取引方針と利用目的
当社では、中長期的経営の健全性の観点から保有資産の安定的かつ効率的な運用を目指し、「市場リスク」のヘッジを主たる目
的としてデリバティブ取引を行っています。取組みにあたっては、デリバティブ取引の利用目的、各種リスクを適切に管理し運営
することを基本方針としています。

❸リスクの内容
当社の行っているデリバティブ取引は、市場リスク及び信用リスクを有しています。市場リスクとは、市場価格、市場の予想変動
率（ボラティリティ）等の変動によって発生する損失の可能性であり、市場金利の変動、為替相場の変動、有価証券の価格の変動
によるリスクです。信用リスクとは、取引相手先の契約不履行により損失を被る可能性ですが、当社のデリバティブ取引の契約
先は、国際的に優良な銀行、証券会社に分散しており相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないものと認識しています。

❹リスク管理体制
当社では、デリバティブ取引の取組方針、利用目的、リスク管理方法等を社内規定で定め、当該規定に基づき厳格に運営してい
ます。
リスク管理部門においては、デリバティブ取引と現物資産を合わせた運用資産全体のリミットの設定や、ある一定の確率で被る
可能性のある最大損失額であるバリュー・アット・リスクの手法等を用いて各種リスク量の計測・管理を行い、担当執行役員、関
連部署、各種委員会に対する報告体制を整備しています。
また、取引実行部署とリスク管理部署を分離することによる相互牽制機能の確立及び内部監査部による内部監査の実施等内部
統制が機能する体制としています。

❺定量的情報に関する補足説明
「定量的情報」の各表における「契約額等」は、デリバティブ取引における名目的な契約額又は想定元本であり、当該金額がその
ままデリバティブ取引に係るリスク量を表すものではありません。

②定量的情報
❶差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）

（単位	：	百万円）

金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合 計
ヘッジ会計適用分 △ 100,050 4,068 1,846 ー ー △ 94,136

ヘッジ会計非適用分 △  				 	28 △ 1,763 0 ー ー △ 		1,790

合 計 △ 100,078 2,304 1,847 ー ー △ 95,927

（注）		ヘッジ会計適用分のうち時価ヘッジ適用分の差損益（金利関連△195,640百万円、通貨関連3,959百万円、株式関連1,846百万円）、及びヘッジ会計非適用分の
差損益は、損益計算書に計上されています。

（単位	：	百万円）

❷ヘッジ会計が適用されていないもの

a.	金利関連

区　
分

種 類

2016年度末 2017年度末

契 約 額 等
時 価 差 損 益

契 約 額 等
時 価 差 損 益

うち1年超 うち1年超

店		

頭
スワップション
 買 建 ー ー ー ー 3,000 ー 31 △ 28

合 計 ー ー ー ー 3,000 ー 31 △ 28
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区　
分

種 類

2016年度末 2017年度末

契 約 額 等
時 価 差 損 益

契 約 額 等
時 価 差 損 益

うち1年超 うち1年超

店　
頭

為替予約
 売 建 123,645 ー 418 418 114,964 ー △	 	 	 	101 △	 	 	 	101
  （うちUSD） 28,884 ー 494 494 7,450 ー 16 16
  （うちEUR） 94,761 ー △   76 △   76 107,514 ー △	 	 	 	117 △	 	 	 	117
 買 建 94,669 ー 4 4 116,810 ー △	 	 1,615 △	 	 1,615
  （うちUSD） 389 ー 2 2 ー ー ー ー
  （うちEUR） 94,279 ー 1 1 111,094 ー △	 	 1,476 △	 	 1,476
  （うちAUD） ー ー ー ー 5,716 ー △	 	 	 	138 △	 	 	 	138
通貨スワップ
 ユーロ変動受取／円固定支払 16,737 16,737 3,147 3,147 16,737 ー 4,928 4,928
 円変動受取／ドル変動支払 77,189 77,189 △ 	8,740 △ 	8,740 77,189 77,189 △	 	 4,975 △	 	 4,975

合 計 △ 	5,169 △	 	 1,763

（注）	 	1.年度末の為替相場は先物相場を使用しています。
	 2.	外貨建金銭債権債務等に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円

貨額で表示されているものについては、開示の対象より除いています。

b.	通貨関連 （単位	：	百万円）

区　
分

種 類

2016年度末 2017年度末

契 約 額 等
時 価 差 損 益

契 約 額 等
時 価 差 損 益

うち1年超 うち1年超

店　
頭

オプション
 買 建
  コール 4,298 618 548 ー

（420） 497 76 (50） 51 0
エクイティリンクドスワップ 826 ー 1 23 ー ー ー ー

合 計 99 0

（注）（ 	）内には、貸借対照表に計上したオプション料を記載しています。

c.	株式関連 （単位	：	百万円）

d.	債券関連
 	該当ありません。

e.	その他
 	該当ありません。

❸ヘッジ会計が適用されているもの

a.	金利関連（2016年度末） （単位	：	百万円）

ヘッジ会計の方法 種 類 主なヘッジ対象
契 約 額 等

時 価
うち1年超

時価ヘッジ 金利スワップ
 円変動金利受取／円固定金利支払 国債 809,950 809,950 △	197,913

繰延ヘッジ 金利スワップ
 円固定金利受取／円変動金利支払 保険負債 582,300 572,100 94,469

合 計 △	103,443

（単位	：	百万円）

ヘッジ会計の方法 種 類 主なヘッジ対象
契 約 額 等

時 価
うち1年超

時価ヘッジ 金利スワップ
 円変動金利受取／円固定金利支払 国債 815,650 811,650 △	195,640

繰延ヘッジ 金利スワップ
 円固定金利受取／円変動金利支払 保険負債 572,100 560,400 95,589

合 計 △	100,050

a.	金利関連（2017年度末）
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ヘッジ会計の方法 種 類 主なヘッジ対象
契 約 額 等

時 価
うち1年超

時価ヘッジ 為替予約 外国債券・外国投資信託
 売 建 405,360 ー 3,959
  （うちUSD） 199,244 ー 1,914
  （うちEUR） 192,023 ー 1,656
  （うちGBP） 13,153 ー 364
  （うちSEK） 939 ー 23
 買 建 ー ー ー
  （うちUSD） ー ー ー
  （うちEUR） ー ー ー

繰延ヘッジ 通貨スワップ 外貨建借入金利息
 ユーロ変動受取／円固定支払 16,737 ー 109

合 計 4,068

（注）	 	１.年度末の為替相場は先物相場を使用しています。
	 ２.	外貨建金銭債権債務等に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円

貨額で表示されているものについては、開示の対象より除いています。

b.	通貨関連（2017年度末） （単位	：	百万円）

（単位	：	百万円）

ヘッジ会計の方法 種 類 主なヘッジ対象
契 約 額 等

時 価
うち1年超

時価ヘッジ エクイティスワップ 株式 32,729 ー △   278
合 計 △   278

c.	株式関連（2016年度末）

（単位	：	百万円）

ヘッジ会計の方法 種 類 主なヘッジ対象
契 約 額 等

時 価
うち1年超

時価ヘッジ エクイティスワップ 株式 38,944 ー 1,846
合 計 1,846

c.	株式関連（2017年度末）

d.	債券関連

 	該当ありません。

e.	その他

 	該当ありません。

b.	通貨関連（2016年度末）

ヘッジ会計の方法 種 類 主なヘッジ対象
契 約 額 等

時 価
うち1年超

時価ヘッジ 為替予約 外国債券・外国投資信託
 売 建 477,824 ー 853
  （うちUSD） 247,617 ー △ 1,360
  （うちEUR） 218,565 ー 2,078
  （うちGBP） 10,713 ー 134
  （うちSEK） 928 ー 0
 買 建 108,243 ー △ 1,721
  （うちUSD） 55,338 ー △ 1,106
  （うちEUR） 52,905 ー △ 615

繰延ヘッジ 通貨スワップ 外貨建借入金利息
 ユーロ変動受取／円固定支払 16,737 16,737 △ 16

合 計 △ 884

（注）	 	１.年度末の為替相場は先物相場を使用しています。
	 ２.	外貨建金銭債権債務等に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円

貨額で表示されているものについては、開示の対象より除いています。

（単位	：	百万円）



Ⅴ

財
産
の
状
況

73

経常利益等の明細（基礎利益）9
（単位	：	百万円）

2016年度 2017年度

基礎利益 A 35,707 53,738
キャピタル収益 43,005 26,430

金銭の信託運用益 ー ー
売買目的有価証券運用益 ー ー
有価証券売却益 42,128 26,219
金融派生商品収益 ー ー
為替差益 181 ー
その他キャピタル収益 696 210

キャピタル費用 37,505 24,581
金銭の信託運用損 144 ー
売買目的有価証券運用損 ー ー
有価証券売却損 8,366 9,147
有価証券評価損 1,516 421
金融派生商品費用 27,477 7,329
為替差損 ー 7,682
その他キャピタル費用 ー ー

キャピタル損益 B 5,500 1,848
キャピタル損益含み基礎利益 A ＋ B 41,207 55,587
臨時収益 61 441

再保険収入 ー ー
危険準備金戻入額 61 441
個別貸倒引当金戻入額 ー 0
その他臨時収益 ー ー

臨時費用 0 ー
再保険料 ー ー
危険準備金繰入額 ー ー
個別貸倒引当金繰入額 0 ー
特定海外債権引当勘定繰入額 ー ー
貸付金償却 ー ー
その他臨時費用 ー ー

臨時損益	 C 61 441
経常利益 A ＋ B ＋ C 41,268 56,028

（注）	 1.	2016年度においては、次の金額を「キャピタル損益」に含めず、「基礎利益」に含めて記載しています。
	 	 （1）金銭の信託運用損のうちインカム・ゲインに相当する額	 54百万円
	 	 （2）有価証券売却損益及び為替差損益のうち外貨建て保険商品に係る為替関係損益に相当する額	 3,530百万円
	 2.	2016年度においては、次の金額を「基礎利益」に含めず、「キャピタル損益」に含めて記載しています。
	 	 	 責任準備金繰入額のうち、キャピタル・ゲインに相当する額	 696百万円
	 3.	2017年度においては、次の金額を「キャピタル損益」に含めず、「基礎利益」に含めて記載しています。
	 	 	 有価証券売却損益及び為替差損益のうち外貨建て保険商品に係る為替関係損益に相当する額	 △6,973百万円
	 4.	2017年度においては、次の金額を「基礎利益」に含めず、「キャピタル損益」に含めて記載しています。
	 	 	 責任準備金戻入額のうち、キャピタル・ゲインに相当する額	 210百万円

監査

代表者による財務諸表の確認

10

11

当社は、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記並びにその附属明細書について会社法第436条第2項第1号の
規定に基づき、PwC	あらた有限責任監査法人の監査を受けています。

本誌に掲載している財務諸表（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書）の適正性及びそれらの
作成に係る内部監査の有効性は、当社の代表執行役社長が確認を行っています。



74

Ⅵ 業務の状況を示す指標等
主要な業務の状況を示す指標等1
-1  決算業績の概況

-2  保有契約高及び新契約高 
①保有契約高

38〜41ページをご覧ください。

（単位	：	千件、百万円、％）

区 分

2016年度末 2017年度末

件 数 金 額 件 数 金 額

前年度末比 前年度末比 前年度末比 前年度末比

個人保険 4,218 103.9 15,263,179 105.8 4,328 102.6	 15,729,999 103.1	

個人年金保険 252 93.8 1,412,155 92.9 237 94.3	 1,313,257 93.0	

団体保険 ー ー 2,834,514 97.2 ー ー 2,587,376 91.3	

団体年金保険 ー ー 516,802 95.6 ー ー 494,060 95.6	

（注） 1.個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。
2.団体年金保険については、責任準備金の金額です。

②新契約高
（単位	：	千件、百万円、％）

区 分

2016年度 2017年度

件 数 金 額  件 数 金 額 

前年度比 前年度比 新契約 転換による
純 増 加 前年度比 前年度比 新契約 転換による

純 増 加

個人保険 400 105.3 1,874,586 109.0 1,868,495 6,090 367 91.8 1,566,585 83.6	 1,566,435 149
個人年金保険 ー △100.0 △899 ー ー △899 ー ー △567 ー ー △567
団体保険 ー ー 11,302 67.9 11,302 ー ー ー ー △100.0 ー ー
団体年金保険 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

（注） 1.件数は、新契約に転換後契約を加えた数値です。
2.新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。
3.新契約の団体年金保険の金額は第1回収入保険料です。



Ⅵ

業
務
の
状
況
を
示
す
指
標
等

75

-3  年換算保険料 
①保有契約高

1
（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

前年度末比 前年度末比

個人保険 434,356 105.2 454,035 104.5
個人年金保険 101,422 90.3 94,550 93.2
合計 535,779 102.1 548,586 102.4

うち医療保障・
206,316 100.9 208,143 100.9

生前給付保障等

②新契約高
（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度 2017年度

前年度比 前年度比

個人保険 52,142 105.7 51,190 98.2
個人年金保険 △15 ー △9 ー
合計 52,127 96.8 51,181 98.2

うち医療保障・
15,583 97.0 16,378 105.1

生前給付保障等

（注） 1.	年換算保険料とは、１回当たりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの保険料に換算した金額です
（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。
2.	医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とする
ものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。
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-4  保障機能別保有契約高1 （単位	：	百万円）

区 分
保有金額

2016年度末 2017年度末

死亡保障

普通死亡

個人保険 15,261,590 15,728,988

個人年金保険 ー ー

団体保険 2,832,583 2,585,605

団体年金保険 ー ー

その他共計 18,094,174 18,314,594

災害死亡

個人保険 （ 2,154,266） （ 2,223,579）

個人年金保険 （ 44,018） （ 33,514）

団体保険 （ 3,297,021） （ 3,279,743）

団体年金保険 （ ー） （ ー）

その他共計 （ 5,495,306） （ 5,536,836）

その他の	
条件付死亡

個人保険 （ 608,957） （ 540,337）

個人年金保険 （ ー） （ ー）

団体保険 （ 571,648） （ 220,111）

団体年金保険 （ ー） （ ー）

その他共計 （ 1,180,605） （ 760,449）

生存保障

満期・	
生存給付

個人保険 1,588 1,010

個人年金保険 842,928 730,932

団体保険 13 41

団体年金保険 ー ー

その他共計 845,004 732,444

年	 金

個人保険 （ 482） （ 465）

個人年金保険 （ 103,368） （ 101,756）

団体保険 （ 317） （ 291）

団体年金保険 （ ー） （ ー）

その他共計 （ 104,210） （ 102,553）

その他

個人保険 ー ー

個人年金保険 569,227 582,324

団体保険 1,917 1,729

団体年金保険 516,802 494,060

その他共計 1,090,773 1,080,862

入院保障

災害入院

個人保険 （ 15,170） （ 15,368）

個人年金保険 （ ー） （ ー）

団体保険 （ 2,947） （ 2,989）

団体年金保険 （ ー） （ ー）

その他共計 （ 18,119） （ 18,358）

疾病入院

個人保険 （ 15,444） （ 15,692）

個人年金保険 （ ー） （ ー）

団体保険 （ ー） （ ー）

団体年金保険 （ ー） （ ー）

その他共計 （ 15,445） （ 15,693）

その他の	
条件付入院

個人保険 （ 9,481） （ 9,240）

個人年金保険 （ ー） （ ー）

団体保険 （ 1,902） （ 8,874）

団体年金保険 （ ー） （ ー）

その他共計 （ 11,384） （ 18,114）

（単位	：	件）

区 分
保有件数

2016年度末 2017年度末

障害保障

個人保険 （ 140,000） （ 130,427）

個人年金保険 （ ー） （ ー）

団体保険 （ 1,437,648） （ 1,711,335）

団体年金保険 （ ー） （ ー）

その他共計 （ 1,577,648） （ 1,841,762）

手術保障

個人保険 （ 3,404,485） （ 3,432,357）

個人年金保険 （ ー） （ ー）

団体保険 （ ー） （ ー）

団体年金保険 （ ー） （ ー）

その他共計 （ 3,404,485） （ 3,432,357）

（注） 1.（ ）内数値は主契約の付随保障部分及び特約の保障を表します。ただし、	
定期特約の普通死亡保障は主要保障部分に計上しました。

2.	生存保障の満期･生存給付欄の個人年金保険、団体保険（年金特約）の金
額は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資を表しま
す。
3.	生存保障の年金欄の金額は、年金年額を表します。
4.	生存保障のその他欄の金額は個人年金保険（年金支払開始後）、団体保険
（年金特約年金支払開始後）、団体年金保険の責任準備金を表します。
5.	入院保障欄の金額は入院給付金日額を表します。
6.	入院保障の疾病入院のその他共計の金額は主要保障部分と付随保障部
分の合計を表します。
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-5  個人保険及び個人年金保険契約種類別保有契約高1
（単位	：	百万円）

区 分
保有金額

2016年度末 2017年度末

死亡保険

終身保険 2,255,299 2,179,158

定期付終身保険 ー ー

定期保険 4,880,351 4,815,571

その他共計 12,182,276 11,953,986

生死混合保険

養老保険 86,030 71,671

定期付養老保険 ー ー

生存給付金付定期保険 ー ー

その他共計 3,079,314 3,775,002

生存保険 1,588 1,010

年金保険 個人年金保険 1,412,155 1,313,257

災 害・疾 病	
関 係 特 約

災害割増特約 780,127 706,472

傷害特約 595,756 557,995

災害入院特約 2,888 2,615

疾病特約 2,734 2,790

成人病特約 78,849 77,032

その他の条件付入院特約 ー ー

（注）1.	個人年金保険の金額は年金支払開始前契約の年金支払開始時におけ	
る年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。
2.	入院特約の金額は入院給付日額を表します。

-6  異動状況の推移 
①個人保険 （単位	：	件、百万円、％）

区 分
2016年度 2017年度

件 数 金 額 件 数 金 額

年始現在 4,058,894 14,428,525 4,218,008 15,263,179
新契約 395,675 1,868,495 360,548 1,566,435
更新 526,305 82,081 504,326 64,054
復活 12,477 21,050 11,594 18,532
転換による増加 5,036 29,120 7,107 18,314
死亡 14,712 42,755 15,617 45,774
満期 575,899 135,188 549,686 111,576
保険金額の減少 16,751 86,183 17,446 78,100
転換による減少 4,949 23,029 7,079 18,164
解約 155,508 657,947 169,905 670,555
失効 34,047 109,234 34,706 96,662
その他の異動による減少 △ 4,736 111,755 △ 4,356 179,683
年末現在 4,218,008 15,263,179 4,328,946 15,729,999
(増加率) （ 3.9） （ 5.8） （ 2.6） （ 3.1）
純増加 159,114 834,654 110,938 466,819
(増加率) （ 23.9） （ 23.0） （ △ 30.3） （ △ 44.1）

（注） 金額は、死亡保険、生死混合保険、生存保険の主要保障部分の合計です。
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②個人年金保険 （単位	：	件、百万円、％）

区 分
2016年度 2017年度

件 数 金 額 件 数 金 額

年始現在 269,092 1,519,861 252,353 1,412,155
新契約 ー ー ー ー
復活 129 887 106 721
転換による増加 ー ー ー ー
死亡 1,830 8,212 1,736 8,173
支払満了 3,942 2,457 3,819 2,459
金額の減少 426 1,221 366 1,293
転換による減少 127 899 74 567
解約 5,659 32,818 5,426 30,921
失効 174 1,166 155 1,047
その他の異動による減少 5,136 61,817 3,302 55,157
年末現在 252,353 1,412,155 237,947 1,313,257
(増加率) （ △    		6.2） （ △    		7.1） （ △    		5.7） （ △    		7.0）
純増加 △  		16,739 △ 			107,706 △  		14,406 △  		98,898
(増加率) （ ー） （ ー） （ ー） （ ー）

（注） 金額は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金の合計です。

③団体保険 （単位	：	件、百万円、％）

区 分
2016年度 2017年度

件 数 金 額 件 数 金 額

年始現在 5,108,318 2,915,503 4,895,324 2,834,514
新契約 23,835 11,302 ー ー
更新 2,366,969 2,436,507 2,010,263 1,898,764
中途加入 382,676 268,883 304,259 203,037
保険金額の増加 31,182 158,974 24,267 137,005
死亡 15,184 5,406 14,371 4,975
満期 2,586,437 2,573,713 2,407,832 2,391,011
脱退 507,686 237,130 427,290 191,389
保険金額の減少 31,182 179,807 24,267 150,349
解約 6,873 7,447 94,688 6,921
失効 ー ー ー ー
その他の異動による減少 △  129,706 △  		46,848 △  348,092 △  258,701
年末現在 4,895,324 2,834,514 4,613,757 2,587,376
(増加率) （ △    		4.2） （ △    		2.8） （ △    		5.8） （ △    		8.7）
純増加 △ 			212,994 △  		80,989 △  281,567 △  247,138
(増加率) （ ー） （ ー） （ ー） （ ー）

（注） 1.金額は、死亡保険、生死混合保険、年金払特約の主要保障部分の合計です。
2.件数は、被保険者数を表します。
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④団体年金保険

-7  契約者配当の状況
2017年度は、7,942百万円の契約者配当金をお支払い致しました。また、2018年度以降における契約者配当金のお支払いのため
に、2017年度末に6,335百万円を契約者配当準備金に繰り入れました。この結果、2017年度末における契約者配当準備金の残高
は11,487百万円となっています。
なお、2016年度末における契約者配当準備金の残高は13,078百万円となっています。

2017年度決算に基づく2018年度契約者配当の概要は次のとおりです。
①個人保険・個人年金保険
前年度と同じく零としました。

②団体保険
前年度と同水準としました。

③団体年金保険
零としました。

（単位	：	件、百万円、％）

区 分
2016年度 2017年度

件 数 金 額 件 数 金 額

年始現在 1,572,021 540,385 1,554,899 516,802
新契約 ー ー ー ー
年金支払 541,198 6,590 514,294 5,962
一時金支払 141,078 46,242 132,460 47,434
解約 14,520 967 7,253 10,132
年末現在 1,554,899 516,802 1,529,694 494,060
(増加率) （ △    		1.1） （ △    		4.4） （ △    		1.6） （ △    		4.4）
純増加 △  		17,122 △  		23,583 △  		25,205 △  		22,741
(増加率) （ ー） （ ー） （ ー） （ ー）

（注） 1.年始現在、年末現在の金額は、各時点における責任準備金です。
2.新契約の金額は、第一回収入保険料です。
3.件数は、被保険者数を表します。
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保険契約に関する指標等2
（単位	：	％）

区 分 2016年度 2017年度

個人保険 5.8 3.1
個人年金保険 △   7.1 △   7.0
団体保険 △   2.8 △   8.7
団体年金保険 △   4.4 △   4.4

-1  保有契約増加率
（単位	：	千円）

区 分 2016年度 2017年度

新契約平均保険金 4,722 4,344
保有契約平均保険金 3,618 3,633

（注） 新契約平均保険金については、転換契約を含んでいません。

-2  新契約平均保険金及び保有契約平均保険金 
（個人保険）

（単位	：	％）

区 分 2016年度 2017年度

個人保険 13.0 10.3
個人年金保険 0.0 0.0
団体保険 0.4 0.0

（注） 転換契約は含んでいません。

-3  新契約率 （対年度始）

（単位	：	円）

2016年度 2017年度

9,658 10,075

（注） 転換契約は含んでいません。

-5  個人保険新契約平均保険料（月払契約）

（単位	：	％）

区 分 2016年度 2017年度

個人保険 5.8 5.4
個人年金保険 3.5 3.8
団体保険 1.0 0.7

（注） 1.	解約失効率は、契約高の減額又は増額及び契約復活高により、解約失
効高を修正して算出した率を記載しています。
2.個人年金保険については、年金支払開始前契約の率を記載しています。

-4  解約失効率 （対年度始）

（単位	：	‰）

件数率 金額率

2016年度 2017年度 2016年度 2017年度

3.6 3.6 3.1 3.1

-6  死亡率（個人保険主契約）

（単位	：	‰）

区 分 2016年度 2017年度

災害死亡保障契約
件 数 0.1 0.1
金 額 0.1 0.1

障害保障契約
件 数 0.3 0.2
金 額 0.1 0.1

災害入院保障契約
件 数 5.4 5.3
金 額 100.5 98.8

疾病入院保障契約
件 数 38.7 37.1
金 額 362.3 340.3

成人病入院保障契約
件 数 21.6 22.1
金 額 406.4 406.8

疾病・傷害手術
件 数 43.6 45.4

保障契約

成人病手術保障契約 件 数 20.9 20.1

-7  特約発生率（個人保険）
（単位	：	％）

2016年度 2017年度

21.3 21.8

-8  事業費率（対収入保険料）

2016年度末 2017年度末

10 10

-9  保険契約を再保険に付した場合における、
再保険を引き受けた主要な保険会社等の数

2016年度末 2017年度末

2 2

（うち、保険業法施行規則第71条に基づいて責任準備金を
積み立てないとした第三分野保険）
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2
（単位	：	％）

2016年度 2017年度

96.5 96.2

-10  保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた保険会社等
のうち、支払再保険料の額が大きい上位 5 社に対する支払再保険料の割合

（うち、保険業法施行規則第71条に基づいて責任準備金 
を積み立てないとした第三分野保険） （単位	：	％）

2016年度 2017年度

2.6 2.4

（単位	：	％）

格付区分 2016年度 2017年度

A以上 100.0 100.0
BBB以上A未満 ー ー
その他（BBB未満・格付なし） 0.0 0.0

-11  保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた主要な保険  
会社等の格付機関による格付に基づく区分ごとの支払再保険料の割合

（うち、保険業法施行規則第71条に基づいて責任準備金 
を積み立てないとした第三分野保険） （単位	：	％）

格付区分 2016年度 2017年度

A以上 2.6 2.4
BBB以上A未満 ー ー
その他（BBB未満・格付なし） ー ー

（注） 1.	格付はスタンダード＆プアーズによるものに基づいています。
2.格付がない会社は、当該親会社の格付を参照しています。

（単位	：	百万円）

2016年度末 2017年度末

682 958

-12  未だ収受していない再保険金の額

（うち、保険業法施行規則第71条に基づいて責任準備金 
を積み立てないとした第三分野保険） （単位	：	百万円）

2016年度末 2017年度末

153 624

（注） 修正共同保険式再保険に係る再保険金は含んでいません。

（単位	：	％）

2016年度 2017年度

第三分野発生率 24.7 25.5
医療（疾病） 30.2 31.0
がん 14.4 15.1
介護 11.3 11.9
その他 8.8 10.9

-13  第三分野保険の給付事由又は保険種類の区分ごとの、 
発生保険金額の経過保険料に対する割合

経理に関する指標等3
-1  支払備金明細表 （単位	：	百万円）
区 分 2016年度末 2017年度末

保  

険  

金

死亡保険金 11,164 12,030
災害保険金 298 283
高度障害保険金 685 932
満期保険金 1,277 903
その他 ー 20
小 計 13,425 14,169

年 金 8,330 8,788
給付金 9,119 9,545
解約返戻金 15,801 17,186
保険金据置支払金 ー ー
その他共計 47,006 49,979

-2  責任準備金明細表 （単位	：	百万円）
区 分 2016年度末 2017年度末
個人保険 3,319,946 3,521,745
（一般勘定） 3,019,780 3,166,752
（特別勘定） 300,165 354,992

個人年金保険 1,244,680 1,167,238
（一般勘定） 686,961 663,547
（特別勘定） 557,719 503,691

団体保険 15,571 14,497
（一般勘定） 15,571 14,497

責任準備金 （特別勘定） ー ー
（除危険準備金） 団体年金保険 516,802 494,060

（一般勘定） 516,802 494,060
（特別勘定） ー ー

その他 3,292 3,203
（一般勘定） 3,292 3,203
（特別勘定） ー ー

小 計 5,100,293 5,200,745
（一般勘定） 4,242,408 4,342,061
（特別勘定） 857,884 858,683

危険準備金 42,087 41,646
合 計 5,142,380 5,242,391

（一般勘定） 4,284,496 4,383,707
（特別勘定） 857,884 858,683

-3  責任準備金残高の内訳 （単位	：	百万円）
区 分 保険料積立金 未経過保険料 払戻積立金 危険準備金 年度末合計

2016年度末 4,964,100 136,193 ー 42,087 5,142,380
2017年度末 5,072,277 128,467 ー 41,646 5,242,391
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-4  個人保険及び個人年金保険の責任準備金の積立方式、積立率、残高（契約年度別）3

-5  特別勘定を設けた保険契約であって、保険金等の額を最低保証している保険契約に係る
一般勘定の責任準備金の残高、算出方法、その計算の基礎となる係数

①責任準備金残高（一般勘定）

①責任準備金の積立方式、積立率 ②責任準備金残高（契約年度別）
区 分 2016年度末 2017年度末

積
立
方
式

標準責任準備金
対象契約

内閣総理大臣が定める
方式（1996年大蔵省
告示第48号）

内閣総理大臣が定める
方式（1996年大蔵省
告示第48号）

標準責任準備金
対象外契約 平準純保険料式 平準純保険料式

積立率（危険準備金を除く） 100.0％ 100.0％

（注）1.	積立方式及び積立率は、個人保険及び個人年金保険を対象としていま
す。
2.	積立率については、標準責任準備金対象契約に関しては1996年大蔵
省告示第48号に定める方式により、また、標準責任準備金対象外契約
に関しては平準純保険料式により計算した保険料積立金、及び未経過
保険料に対する積立率を記載しています。

（単位	：	百万円、％）
契約年度 責任準備金残高 予定利率

         ～1980年度 461 5.00
1981年度～1985年度 34,926 5.00～5.50
1986年度～1990年度 420,234 5.00～6.25
1991年度～1995年度 495,366 2.25～6.25
1996年度～2000年度 450,650 0.03～6.00
2001年度～2005年度 616,185 0.03～3.10
2006年度～2010年度 902,502 0.03～3.85

2011年度 163,973 0.25～1.50
2012年度 178,233 0.25～1.50
2013年度 106,817 0.25～1.50
2014年度 108,549 0.25～1.50
2015年度 135,776 0.10～3.48
2016年度 131,379 0.10～3.62
2017年度 85,244 0.01～3.59

（注）1.	責任準備金残高は、個人保険及び個人年金保険の責任準備金（特別勘
定の責任準備金及び危険準備金を除く）を記載しています。
2.	予定利率については、各契約年度別の責任準備金に係る主な予定利率
を記載しています。

（単位	：	百万円）

2016年度末 2017年度末

責任準備金残高
（一般勘定） 11,119 12,653

（注）1.「責任準備金残高（一般勘定）」は、標準責任準備金対象契約及び標準責
任準備金対象外契約を対象としています。
2.	標準責任準備金対象契約は、保険業法施行規則第68条に規定する保険
契約を対象としています。
3.	標準責任準備金対象外契約は、標準責任準備金対象契約以外で、当社
が保険料及び責任準備金の算出方法書に規定した保険契約を対象とし
ています。
4.「責任準備金残高（一般勘定）」は、最低保証に係る保険料積立金を記載
しています。

②算出方法、その計算の基礎となる係数
右記以外の商品 利率変動型定額部分付変額終身保険（通貨選択型）

積立方式 1996年大蔵省告示第48号に定める標準的方式 1996年大蔵省告示第48号に定める代替的方式

計
算
の
基
礎
と
な
る
係
数

予定死亡率 1996年大蔵省告示第48号に定める死亡率 1996年大蔵省告示第48号に定める死亡率

割引率 1996年大蔵省告示第48号に定める率 保険料及び責任準備金の算出方法書に定める率

期待収益率 1996年大蔵省告示第48号に定める率 保険料及び責任準備金の算出方法書に定める率

ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ

国内株式 1996年大蔵省告示第48号に定める率（18.4%）

ー
邦貨建債券 1996年大蔵省告示第48号に定める率（3.5%）

外国株式 1996年大蔵省告示第48号に定める率（18.1%）

外貨建債券 1996年大蔵省告示第48号に定める率（12.1%）

大蔵省告示第48号
に定めのない資産
（例示）

不動産:15.9%

株式、債券等を含む資産：20.0%ハイブリット株式：8.0%

ハイブリットバランス：5.0%

予定解約率 商品および契約の状況に応じて年0.0%～6.0% ー
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-6  契約者配当準備金明細表3 （単位	：	百万円）

区 分 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険
財形年金保険 その他の保険 合 計

２
０
１
６
年
度

当期首現在高 2,649 1,915 8,485 459 70 1 13,581
利息による増加 20 0 3 ー 0 ー 24
配当金支払による減少 149 72 7,818 423 0 1 8,467
当期繰入額 ー ー 7,480 457 ー 1 7,939
当期末現在高 2,519 1,843 8,151 492 69 1 13,078

（ 2,518） （ 282） （ 2,368） （ ー） （ 2） （ ー） （ 5,171）

２
０
１
７
年
度

当期首現在高 2,519 1,843 8,151 492 69 1 13,078
利息による増加 15 0 0 ー 0 ー 16
配当金支払による減少 160 61 7,243 475 0 1 7,942
当期繰入額 0 ー 6,350 △17 ー 1 6,335
当期末現在高 2,375 1,781 7,259 0 69 1 11,487

（ 2,371） （ 221） （ 1,986） （ 0） （ 1	） （ ー） （ 4,581）

（注） （ ）内はうち積立配当金額です。

-7  引当金明細表

①特定海外債権引当勘定

該当ありません。

②対象債権額国別残高

該当ありません。

-8  特定海外債権引当勘定の状況

-9  資本金等明細表

（単位	：	百万円）
区 分 当期首残高 当期末残高 当期増減（△）額 計上の理由及び算定方法

貸
倒
引
当
金

一般貸倒引当金 591 164 △	 	 	 	 	426
重要な会計方針5を参照してください。

個別貸倒引当金 158 185 26
特定海外債権引当勘定 ー ー ー

投資損失引当金 16,424 ー △	 	 16,424 重要な会計方針6を参照してください。

退職給付引当金 46,088 47,801 1,712 重要な会計方針7及び貸借対照表注記事項18を参照してください。

役員退職慰労引当金 824 790 △	 	 	 	 	 	34 重要な会計方針8を参照してください。

価格変動準備金 38,791 41,264 2,472 重要な会計方針9を参照してください。

（注） 投資損失引当金は、全てアクサダイレクト生命保険株式会社株式に対する引当金であります。

（単位	：	百万円）

区 分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘 要

資 本 金 85,000 ー ー 85,000

うち既
発行株式

普通株式 (7,852,649.53株)
85,000

ー
ー

ー
ー

(7,852,649.53株)
85,000

計 85,000 ー ー 85,000

資本剰余金

資本準備金 28,797 ー ー 28,797

その他資本剰余金 2,142 ー ー 2,142

計 30,940 ー ー 30,940

（注） 詳細についてはP55株主資本等変動計算書をご参照ください。
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-10  保険料明細表3
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

個人保険 528,005 509,438
 （一時払） （ 87,510） （ 59,326）
 （年払） （ 91,333） （ 86,516）
 （半年払） （ 1,778） （ 1,701）
 （月払） （ 347,383） （ 361,894）
個人年金保険 7,469 6,619
 （一時払） （ 837） （ 728）
 （年払） （ 832） （ 706）
 （半年払） （ 29） （ 28）
 （月払） （ 5,769） （ 5,156）
団体保険 18,309 17,182
団体年金保険 44,037 42,549
その他共計 597,959 575,965

-11  保険金明細表 （単位	：	百万円）

区 分 2016年度
合 計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険

財形年金保険 その他の保険 2017年度
合 計

死亡保険金 42,168 40,338 82 5,211 ー 6 0 45,638
災害保険金 593 127 ー 361 ー ー ー 488
高度障害保険金 2,538 1,616 ー 224 ー ー ー 1,841
満期保険金 14,942 12,725 ー ー ー 6 ー 12,732
その他 541 586 ー 24 ー ー 0 611
合 計 60,784 55,393 82 5,823 ー 13 0 61,312

-12  年金明細表 （単位	：	百万円）

区 分 2016年度
合 計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険

財形年金保険 その他の保険 2017年度
合 計

年金 96,071 654 83,839 389 5,962 250 ー 91,096

-13  給付金明細表

-14  解約返戻金明細表

（単位	：	百万円）

区 分 2016年度
合 計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険

財形年金保険 その他の保険 2017年度
合 計

死亡給付金 5,827 33 4,826 ー 940 ー ー 5,800
入院給付金 21,403 21,446 ー 291 ー ー 0 21,738
手術給付金 18,409 18,664 ー ー ー ー ー 18,664
障害給付金 86 53 ー 13 ー ー ー 67
生存給付金 984 888 ー ー ー 5 ー 894
その他 48,728 3,574 2 422 46,494 ー ー 50,493
合 計 95,439 44,660 4,829 727 47,434 5 0 97,657

（単位	：	百万円）

区 分 2016年度
合 計 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 財形保険

財形年金保険 その他の保険 2017年度
合 計

解約返戻金 152,328 125,002 33,214 340 10,132 76 ー 168,765
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-15  減価償却費明細表（賃貸用不動産等を除く）3 （単位	：	百万円、％）

区 分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率

有形固定資産 8,039 406 5,994 2,045 74.6
建 物 5,632 218 4,006 1,626 71.1
リース資産 1,392 139 1,145 247 82.3
その他の有形固定資産 1,015 49 842 172 83.0

無形固定資産 93,290 3,445 80,880 12,409 86.7
その他 ー ー ー ー ー
合 計 101,330 3,852 86,874 14,455 85.7

-16  事業費明細表
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

営業活動費 41,459 41,607
営業管理費 11,834 10,579
一般管理費 74,341 73,183
合 計 127,635 125,370

（注） 「	一般管理費」には、生命保険契約者保護機構に対する負担金が、	
2016年度末633百万円、2017年度末618百万円含まれています。

-17 税金明細表
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

国 税 5,081 5,198
消費税 4,462 4,588
地方法人特別税 517 499
印紙税 100 109
その他の国税 0 1

地方税 2,540 2,530
地方消費税 1,203 1,236
法人事業税 1,236 1,190
固定資産税 38 30
事業所税 61 72
その他の地方税 0 0

合 計 7,621 7,729

-18  リース取引（通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引）

-19  借入金残存期間別残高

該当ありません。

（単位	：	百万円）

区 分 １年以下 １年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下

10年超
（期間の定めの
ないものを含む）

合 計

2016年度末 借入金 ー 19,885 ー ー ー ー 19,885
2017年度末 借入金 21,666 ー ー ー ー ー 21,666
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資産運用に関する指標等（一般勘定）4
-1  資産運用の概況 

① 2017 年度の資産の運用概況
a. 運用環境
実体経済面においては、世界経済は緩やかな回復が続きました。米国では、雇用者数の増加・失業率の低下を背景に米国連
邦準備理事会による利上げが3回行われました。欧州経済は、内需主導で底堅い成長ペースを維持し、輸出も持ち直しまし
た。新興国経済については、中国の不動産価格や過剰債務問題に引き続き注意が必要なものの景気は持ち直しの動きが続
きました。

日本経済については、企業収益が改善し設備投資が緩やかに増加するなか、輸出も回復基調が続きました。雇用環境も人手
不足感が強まるなど改善するなか、個人消費は引き続き持ち直しました。消費者物価指数（全国、生鮮食品を除く総合）につ
いては、原油高の影響もあり一時1％まで上昇しました。

債券市場では、2017年度初に0.07％だった10年日本国債利回りは、地政学的リスク、米国政権の保護主義に対する懸念や
日銀の量的金融緩和縮小観測などを背景に大きく動く場面もありましたが、日銀のイールドカーブ・コントロールの下、概ね
0%から0.1％の狭いレンジで推移し、3月末は0.05％で取引を終えました。

日経平均株価は、9月以降米国の追加利上げ観測の高まりや税制改革法案の発表などによる円安ドル高の進展、衆議院選挙
での連立与党の大勝などで大きく上昇し、1月には24,000円台に到達しました。しかし2月に入り米国株式市場の急落や円
高ドル安の進行により急落し、3月末は21,454円30銭で取引を終えました。

為替市場では、ドル・円相場は、北朝鮮による地政学的リスクの上昇懸念や米国の追加利上げ観測の高まりを受けて一進一
退の展開でしたが、1月以降は米国株式市場の急落などでリスク回避の動きが強まり円高ドル安が進み、3月末は106円24
銭で取引を終えました。

ユーロ・円相場は、欧州中央銀行の金融緩和縮小方針や良好なEU域内経済を受けて緩やかな円安ユーロ高が続きました
が、2月以降米国株式市場の急落などでリスク回避の動きが強まり円高ユーロ安に転じ、3月末は130円52銭で取引を終え
ました。

b.			当社の運用方針（リスク管理情報を含む）
保険契約は一般的に長期にわたって継続するものであり、また、生命保険会社の一般勘定の保険契約は、元本ならびに契約
時にお約束した利率（予定利率）が保証されています。この様な生命保険会社の資金（保険契約）の性格に基づき、安全性・収
益性・流動性に十分配慮しながら、中長期的に安定した収益の確保を目指すことを運用の基本としています。
運用戦略については、ALMに基づいた資産配分を行い、グループのグローバルな資産運用能力を活用しています。一方リス
ク管理については、運用リスク管理部門と運用部門を分離し、相互牽制が十分に機能する体制を構築しています。また、リス
ク管理を徹底するために、市場リスク、信用リスクを計測(VaR管理)し、合理性のあるリスク量の上限（リスクリミット）を設定
し、その状況を定期的に経営層へ報告しています。

c. 運用実績の概況
2017年度の一般勘定資産は、6兆3,187億円となりました。特別勘定も含めた総資産は7兆1,713億円となりました。
資産運用については、弊社の運用戦略の基本理念であるALMとリスク管理をもとに円金利資産とリスク性資産の適正な配
分を行いました。ALM上の観点から債券では超長期債の比率を高めました。クレジット投資では、需給が逼迫な環境ながら
も、リスク対比魅力的な銘柄への入れ替えを行い、機動的な運営を行いました。
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-14

（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度 2017年度

金 額 占 率 金 額 占 率

現預金・コールローン 93,612 1.5 96,487 1.5
買現先勘定 ー ー ー ー
債券貸借取引支払保証金 56,707 0.9 19,931 0.3
商品有価証券 ー ー ー ー
金銭の信託 ー ー ー ー
有価証券 5,493,212 88.5 5,625,546 89.0

公社債 3,524,768 56.8 3,654,701 57.8
株 式 93,457 1.5 85,483 1.4
外国証券 1,630,679 26.3 1,555,166 24.6

公社債 372,280 6.0 389,853 6.2
株式等 1,258,399 20.3 1,165,312 18.4

その他の証券 244,306 3.9 330,194 5.2
貸付金 159,999 2.6 156,317 2.5

保険約款貸付 82,920 1.3 79,255 1.3
一般貸付 77,078 1.2 77,061 1.2

不動産 4,236 0.1 4,267 0.1
繰延税金資産 ー ー ー ー
その他 398,603 6.4 416,536 6.6
貸倒引当金 △ 750 △ 0.0 △ 350 △ 0.0
合 計 6,205,620 100.0 6,318,735 100.0
うち外貨建資産 209,041 3.4 239,033 3.8

（注） 	外国証券（株式等）は主に債券等に投資する投資信託等を含んでおり、そ
の金額は2017年度末では928,687百万円（2016年度末1,046,835
百万円）であります。

ａ.	資産の構成

②ポートフォリオの推移

（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

現預金・コールローン △ 19,095 2,875
買現先勘定 ー ー	
債券貸借取引支払保証金 739 △ 	36,775
商品有価証券 ー ー	
金銭の信託 △ 2,629 ー	
有価証券 134,251 132,333

公社債 134,930 129,933
株 式 8,458 △ 	7,973
外国証券 △ 134,028 △ 	75,513

公社債 20,125 17,572
株式等 △ 154,153 △ 	93,086

その他の証券 124,891 85,887
貸付金 △ 1,708 △ 	3,682

保険約款貸付 △ 1,670 △ 	3,665
一般貸付 △ 38 △ 	16

不動産 △ 209 30
繰延税金資産 ー ー	
その他 50,378 17,933
貸倒引当金 5 399
合 計 161,730 113,115
うち外貨建資産 36,855 29,991

ｂ.	資産の増減

-2  運用利回り （単位	：	％）

区 分 2016年度 2017年度

現預金・コールローン △0.39 △0.33
買現先勘定 ー ー
債券貸借取引支払保証金 0.75 0.22
買入金銭債権 ー ー
商品有価証券 ー ー
金銭の信託 △7.95 ー
有価証券 1.99 1.86
うち公社債 1.94 1.78
うち株式 0.81 1.04
うち外国証券 2.20 2.21

貸付金 2.48 2.71
うち一般貸付 1.39 1.95

不動産 1.28 1.19

一般勘定計 1.98 1.90
うち海外投融資 2.18 2.11

（注） 	利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損
益中、資産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。

-3  主要資産の平均残高 （単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

現預金・コールローン 160,546 115,945
買現先勘定 ー ー
債券貸借取引支払保証金 59,808 49,393
買入金銭債権 ー ー
商品有価証券 ー ー
金銭の信託 1,127 ー
有価証券 5,009,527 5,230,887
うち公社債 3,151,285 3,327,390
うち株式 75,411 74,477
うち外国証券 1,580,460 1,541,130

貸付金 160,988 157,823
うち一般貸付 77,092 77,071

不動産 4,364 4,173

一般勘定計 5,754,981 5,831,521
うち海外投融資 1,693,999 1,654,199
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4
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

利息及び配当金等収入 111,428 119,776
商品有価証券運用益 ー ー
金銭の信託運用益 ー ー
売買目的有価証券運用益 ー ー
有価証券売却益 42,128 26,219
有価証券償還益 52 246
金融派生商品収益 ー ー
為替差益 3,711 ー
貸倒引当金戻入額 ー 426
その他運用収益 61 0
合 計 157,382 146,670

-4 資産運用収益明細表
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

支払利息 235 232
商品有価証券運用損 ー ー
金銭の信託運用損 89 ー
売買目的有価証券運用損 ー ー
有価証券売却損 8,366 9,309
有価証券評価損 1,516 421
有価証券償還損 2,042 488
金融派生商品費用 27,477 7,329
為替差損 ー 14,495
貸倒引当金繰入額 3 ー
貸付金償却 ー ー
賃貸用不動産等減価償却費 30 40
その他運用費用 3,483 3,691
合 計 43,245 36,008

-5 資産運用費用明細表

-6  利息及び配当金等収入明細表
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

預貯金利息 60 54
有価証券利息・配当金 105,229 113,954
うち公社債利息 50,605 51,203
うち株式配当金 3,513 3,381
うち外国証券利息配当金 47,783 56,329

貸付金利息 4,003 3,872
不動産賃貸料 238 239
その他共計 111,428 119,776

（単位	：	百万円）
区 分 2016年度 2017年度

国債等債券 38,709 21,038
株式等 134 705
外国証券 3,284 4,171
その他共計 42,128 26,219

-7 有価証券売却益明細表

（単位	：	百万円）
区 分 2016年度 2017年度

国債等債券 458 852
株式等 422 17
外国証券 7,371 8,439
その他共計 8,366 9,309

-8 有価証券売却損明細表
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

国債等債券 ー ー
株式等 ー ー
外国証券 1,516 421
その他共計 1,516 421

-9 有価証券評価損明細表

-10  商品有価証券明細表

該当ありません。

-11  商品有価証券売買高

該当ありません。
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4 -12 有価証券明細表

-13 有価証券残存期間別残高

-14 保有公社債の期末残高利回り

（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

国 債 3,446,450 62.7 3,576,313 63.6
地方債 2,039 0.0 2,007 0.0
社 債 76,277 1.4 76,380 1.4
うち公社・公団債 60,330 1.1 61,312 1.1

株 式 93,457 1.7 85,483 1.5
外国証券 1,630,679 29.7 1,555,166 27.6

公社債 372,280 6.8 389,853 6.9
株式等 1,258,399 22.9 1,165,312 20.7

その他の証券 244,306 4.4 330,194 5.9
合 計 5,493,212 100.0 5,625,546 100.0

（単位	：	百万円）

区 分

2016年度末 2017年度末

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の
定めのな
いものを
含む）

合 計 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の
定めのな
いものを
含む）

合 計

有価証券 20,435 384,135 183,792 225,638 560,996 4,118,214 5,493,212 83,838 352,855 98,215 492,745 285,783 4,312,107 5,625,546
国 債 ー 278,621 181,682 222,266 539,956 2,223,924 3,446,450 64,468 269,185 95,747 479,598 275,414 2,391,898 3,576,313
地方債  ー ー ー 337 1,702 ー 2,039 ー ー ー 331 1,675 ー 2,007
社 債 1,262 876 1,042 1,094 2,761 69,239 76,277 832 1,053 658 1,122 2,147 70,567 76,380
株 式 94,591 94,591 85,483 85,483
外国証券 19,173 104,637 1,067 1,940 16,575 1,487,286 1,630,679 18,537 82,616 1,810 11,693 6,546 1,433,962 1,555,166
公社債 19,173 104,637 1,067 1,940 16,575 228,886 372,280 18,537 82,616 1,810 11,693 6,546 268,650 389,853
株式等 ー ー ー ー ー 1,258,399 1,258,399 ー ー ー ー ー 1,165,312 1,165,312

その他の証券 ー ー ー ー ー 243,171 243,171 ー ー ー ー ー 330,194 330,194
買入金銭債権 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
譲渡性預金 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
その他 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
合 計 20,435 384,135 183,792 225,638 560,996 4,118,214 5,493,212 83,838 352,855 98,215 492,745 285,783 4,312,107 5,625,546

（単位	：	％）
区 分 2016年度末 2017年度末

公社債 1.59 1.53
外国公社債 2.42 3.43
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4 -15 業種別株式保有明細表 -16 貸付金明細表

-17 貸付金残存期間別残高

（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

水産・農林業 ー ー ー ー
鉱業 5 0.0 5 0.0
建設業 971 1.0 1,085 1.3

製
造
業

食料品 1,888 2.0 1,129 1.3
繊維製品 4,885 5.2 4,977 5.8
パルプ・紙 ー ー ー ー
化学 7,750 8.3 9,253 10.8
医薬品 737 0.8 816 1.0
石油・石炭製品 721 0.8 848 1.0
ゴム製品 129 0.1 130 0.2
ガラス・土石製品 9,277 9.9 11,727 13.7
鉄鋼 3,665 3.9 3,365 3.9
非鉄金属 ー ー ー ー
金属製品 ー ー ー ー
機械 632 0.7 676 0.8
電気機器 13,571 14.5 16,842 19.7
輸送用機器 3,242 3.5 3,473 4.1
精密機器 502 0.5 702 0.8
その他製品 1,792 1.9 2,830 3.3

電気・ガス業 ー ー ー ー

運
輸・情
報
通
信
業

陸運業 31 0.0 498 0.6
海運業 ー ー ー ー
空運業 192 0.2 223 0.3
倉庫・運輸関連業 10 0.0 10 0.0
情報・通信業 1,889 2.0 2,238 2.6

商
業
卸売業 ー ー ー ー
小売業 1,905 2.0 2,080 2.4

金
融・保
険
業

銀行業 829 0.9 968 1.1
証券、商品先物取引業 ー ー ー ー
保険業 36,132 38.7 18,380 21.5
その他金融業 271 0.3 271 0.3

不動産業 5 0.0 5 0.0
サービス業 2,415 2.6 2,943 3.4
合 計 93,457 100.0 85,483 100.0

（単位	：	百万円）
区 分 2016年度末 2017年度末

保険約款貸付 82,920 79,255
契約者貸付 78,225 74,757
保険料振替貸付 4,695 4,497

一般貸付 77,078 77,061
（うち非居住者貸付） （77,000) (77,000)

企業貸付 77,000 77,000
（うち国内企業向け） （ー） （ー）
国・国際機関・政府関係機関貸付 ー ー
公共団体・公企業貸付 27 19
住宅ローン 51 42
消費者ローン ー ー
その他 ー ー

合 計 159,999 156,317

（単位	：	百万円）

区 分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の定めの
ないものを含む）

合 計

２
０
１
６
年
度
末

変動金利 ー ー ー ー ー ー ー

固定金利 28 3 12 7 62,002 15,024 77,078

一般貸付計 28 3 12 7 62,002 15,024 77,078
２
０
１
７
年
度
末

変動金利 ー ー ー ー ー ー ー

固定金利 19 2 10 2 62,002 15,023 77,061

一般貸付計 19 2 10 2 62,002 15,023 77,061
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4 -18 国内企業向け貸付金企業規模別内訳
該当ありません。

4 -19 貸付金業種別内訳
（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

国
内
向
け

製造業 ー ー ー ー
食料 ー ー ー ー
繊維 ー ー ー ー
木材・木製品 ー ー ー ー
パルプ・紙 ー ー ー ー
印刷 ー ー ー ー
化学 ー ー ー ー
石油・石炭 ー ー ー ー
窯業・土石 ー ー ー ー
鉄鋼 ー ー ー ー
非鉄金属 ー ー ー ー
金属製品 ー ー ー ー
はん用・生産用・業務用機械 ー ー ー ー
電気機械 ー ー ー ー
輸送用機械 ー ー ー ー
その他の製造業 ー ー ー ー

農業・林業 ー ー ー ー
漁業 ー ー ー ー
鉱業、採石業、砂利採取業 ー ー ー ー
建設業 ー ー ー ー
電気・ガス・熱供給・水道業 ー ー ー ー
情報通信業 ー ー ー ー
運輸業、郵便業 ー ー ー ー
卸売業 ー ー ー ー
小売業 ー ー ー ー
金融業、保険業 27 0.0 19 0.0
不動産業 ー ー ー ー
物品賃貸業 ー ー ー ー
学術研究、専門・技術サービス業 ー ー ー ー
宿泊業 ー ー ー ー
飲食業 ー ー ー ー
生活関連サービス業、娯楽業 ー ー ー ー
教育、学習支援業 ー ー ー ー
医療・福祉 ー ー ー ー
その他のサービス ー ー ー ー
地方公共団体 ー ー ー ー
個人（住宅・消費・納税資金等） 51 0.1 42 0.1
合 計 78 0.1 61 0.1

海
外
向
け

政府等 ー ー ー ー
金融機関 77,000 99.9 77,000 99.9
商工業（等） ー ー ー ー
合 計 77,000 99.9 77,000 99.9

一般貸付計 77,078 100.0 77,061 100.0
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-21 貸付金地域別内訳
（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

北海道 ー ー ー ー
東 北 ー ー ー ー
関 東 27 100.0 19 100.0
中 部 ー ー ー ー
近 畿 ー ー ー ー
中 国 ー ー ー ー
四 国 ー ー ー ー
九 州 ー ー ー ー
合 計 27 100.0 19 100.0

（注） 1.	個人ローン、非居住者貸付、保険約款貸付等は含んでいません。
2.地域区分は、貸付先の本社所在地によります。

-22 貸付金担保別内訳
（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

担保貸付 ー ー ー ー
有価証券担保貸付 ー ー ー ー
不動産・動産・財団担保貸付 ー ー ー ー
指名債権担保貸付 ー ー ー ー

保証貸付 77,000 99.9 77,000 99.9
信用貸付 ー ー ー ー
その他 78 0.1 61 0.1
一般貸付計 77,078 100.0 77,061 100.0
うち劣後特約付貸付 ー ー ー ー

-23 有形固定資産明細表
①有形固定資産の明細

（単位	：	百万円、％）

区 分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額 償却累計率

２
０
１
６
年
度

土 地
2,306 ー 17 ー 2,288 ー ー

（17）

建 物
2,140 95 21 266 1,947 5,953 75.4

（16）
リース資産 376 35 2 159 250 1,060 80.9
建設仮勘定 ー ー ー ー ー ー ー
その他の有形固定資産 153 42 0 47 147 901 86.0

合 計
4,976 173 42 473 4,634 7,915 ー

（33）
うち賃貸等不動産 1,146 16 228 30 903 1,802 ー

２
０
１
７
年
度

土 地 2,288 ー ー ー 2,288 ー ー
建 物 1,947 342 52 258 1,978 5,845 74.7
リース資産 250 152 16 139 247 1,145 82.3
建設仮勘定 ー ー ー ー ー ー ー
その他の有形固定資産 147 77 3 49 173 845 83.0

合 計
4,634 571 72 447 4,687 7,836 ー

うち賃貸等不動産 903 60 ー 40 923 1,839 ー

（注） 「当期減少額」欄の（ ）内には、減損損失の計上額を記載しています。

②不動産残高及び賃貸用ビル保有数
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度末 2017年度末
不動産残高 4,236 4,267

営業用 3,332 3,343
賃貸用 903 923

賃貸用ビル保有数 5棟 5棟

4 -20 貸付金使途別内訳 （単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

設備資金 51 0.1 42 0.1
運転資金 77,027 99.9 77,019 99.9
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4 -24 固定資産等処分益明細表 -25 固定資産等処分損明細表
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度 2017年度

有形固定資産 8 54
土 地 ー ー
建 物 4 51
リース資産 ー 0
その他 3 3

無形固定資産 38 36
その他 0 1
合 計 47 92
うち賃貸等不動産 ー ー

-26 賃貸用不動産等減価償却費明細表
（単位	：	百万円、％）

区 分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率

有形固定資産 2,194 40 1,841 352 83.9
建 物 2,191 40 1,839 352 83.9
リース資産 ー ー ー ー ー
その他の有形固定資産 3 0 2 0 86.9

無形固定資産 ー ー ー ー ー
その他 ー ー ー ー ー
合 計 2,194 40 1,841 352 83.9

（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

公社債 190,961 11.1 219,031 13.3
株 式 0 0.0 0 0.0
現預金・その他 18,080 1.1 20,001 1.2
小 計 209,041 12.2 239,033 14.5

-27  海外投融資の状況 
①資産別明細  
a.	外貨建資産

（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

非居住者貸付 77,000 4.5 77,000 4.7
公社債（円建外債）・その他 1,061,038 61.8 925,541 56.2
小 計 1,138,038 66.2 1,002,541 60.8

c.	円貨建資産

（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

公社債 370,966 21.6 406,577 24.7
現預金・その他 15 0.0 19 0.0
小 計 370,982 21.6 406,597 24.7

b.	円貨額が確定した外貨建資産

（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

海外投融資 1,718,063 100.0 1,648,173 100.0

（注） 「円貨額が確定した外貨建資産」は、為替予約が付されていることにより
決済時の円貨額が確定し、当該円貨額を資産の貸借対照表価額としてい
るものです。

d.	合計

該当ありません。



94

4 -27 

（単位	：	百万円、％）

区 分

2016年度末 2017年度末

外国証券 非居住者
貸  付 外国証券 非居住者

貸  付公 社 債 株 式 等 公 社 債 株 式 等

金 額 占 率 金 額 占 率 金 額 占 率 金 額 占 率 金 額 占 率 金 額 占 率 金 額 占 率 金 額 占 率

北 米 139,090 8.5 110,776 29.8 28,313 2.2 45,660 59.3 141,921 9.1 106,316 27.3 35,604 3.1 45,660 59.3
ヨーロッパ 1,450,548 89.0 237,125 63.7 1,213,422 96.4 31,340 40.7 1,317,749 84.7 218,093 55.9 1,099,656 94.4 31,340 40.7
オセアニア ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
アジア ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
中南米 41,041 2.5 24,380 6.5 16,660 1.3 ー ー 95,495 6.1 65,444 16.8 30,051 2.6 ー ー
中東 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
アフリカ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
国際機関 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
合 計 1,630,679 100.0 372,282 100.0 1,258,397 100.0 77,000 100.0 1,555,166 100.0 389,853 100.0 1,165,312 100.0 77,000 100.0

②地域別構成

③外貨建資産の通貨別構成
（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 占 率 金 額 占 率

米ドル 118,040 56.5 115,194 48.2
ユーロ 673 0.3 1,406 0.6
カナダドル ー ー ー ー
オーストラリアドル 89,999 43.1 121,879 51.0
シンガポールドル 326 0.2 553 0.2
合 計 209,040 100.0 239,033 100.0

-28 海外投融資利回り

-30 各種ローン金利

-29 公共関係投融資の概況（新規引受額、貸出額）
（単位	：	％）

2016年度 2017年度

2.18 2.11

該当ありません。

（単位	：	百万円）

区 分
2016年度 2017年度

金 額 金 額

公
共
債

国 債 ー ー
地方債 ー ー
公社・公団債 12 4
小 計 12 4

貸　
付

政府関係機関 ー ー
公共団体・公企業 27 19
小 計 27 19

合 計 39 23

-31 無形固定資産及びその他の資産明細表 （単位	：	百万円）

資産の種類 取得原価 当期増加額 当期減少額 減価償却
累計額 期末残高 摘  要

無形固定資産 164,388 4,492 14,304 80,880 73,696
ソフトウェア 88,837 4,492 39 80,880 12,409
のれん 75,348 ー 14,264 ー 61,083
借地権 1 ー ー ー 1
その他の無形固定資産 201 ー ー ー 201

その他 19 ー ー ー 19
合 計 164,407 4,492 14,304 80,880 73,715

（注） 取得原価は、期首現在の取得価額を記載しています。
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有価証券等の時価情報（一般勘定）5
-1  有価証券の時価情報 

① 売買目的有価証券の評価損益 
 
該当ありません。

② 有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
（単位	：	百万円）

区 分

2016年度末 2017年度末

帳簿価額 時 価
差 損 益

帳簿価額 時 価
差 損 益

差益 差損 差益 差損

満期保有目的の債券 1,102,938 1,217,733 114,794 144,766 29,972 1,234,784 1,368,021 133,237 155,745 22,507

責任準備金対応債券 674,574 763,869 89,294 106,783 17,489 685,646 779,091 93,445 107,225 13,780

子会社・関連会社株式 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

その他有価証券 3,400,405 3,641,356 240,951 282,352 41,400 3,392,278 3,642,260 249,982 286,767 36,785

公社債 1,812,366 2,018,227 205,860 213,945 8,085 1,831,233 2,031,578 200,344 204,805 4,460

株 式 40,047 56,333 16,285 16,892 606 44,104 65,637 21,532 22,004 471

外国証券 1,346,244 1,359,698 13,453 46,141 32,688 1,240,375 1,257,859 17,484 49,307 31,823

公社債 99,771 101,308 1,537 2,111 574 89,986 92,546 2,560 3,080 520

株式等 1,246,473 1,258,389 11,915 44,029 32,113 1,150,388 1,165,312 14,923 46,227 31,303

その他の証券 201,745 207,098 5,352 5,372 20 276,564 287,185 10,620 10,650 29

買入金銭債権 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

譲渡性預金 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

その他 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

合 計 5,177,918 5,622,959 445,040 533,902 88,862 5,312,709 5,789,374 476,665 549,738 73,072

公社債 3,318,908 3,710,246 391,338 433,790 42,452 3,454,356 3,853,529 399,172 429,391 30,219

株 式 40,047 56,333 16,285 16,892 606 44,104 65,637 21,532 22,004 471

外国証券 1,617,217 1,649,281 32,064 77,847 45,782 1,537,682 1,583,022 45,340 87,692 42,351

公社債 370,743 390,891 20,148 33,817 13,669 387,293 417,709 30,416 41,465 11,048

株式等 1,246,473 1,258,389 11,915 44,029 32,113 1,150,388 1,165,312 14,923 46,227 31,303

その他の証券 201,745 207,098 5,352 5,372 20 276,564 287,185 10,620 10,650 29

買入金銭債権 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

譲渡性預金 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

その他 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

（注） 	本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。

◦時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。
（単位	：	百万円）

区 分 2016年度末 2017年度末

満期保有目的の債券 ー ー
非上場外国債券 ー ー
その他 ー ー

責任準備金対応債券 ー ー
子会社・関連会社株式 36,066 18,326
その他有価証券 38,265 44,528

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 1,057 1,518
非上場外国株式（店頭売買株式を除く） 0 0
非上場外国債券 ー ー
その他 37,208 43,009

合 計 74,332 62,855
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5 -2 金銭の信託の時価情報
該当ありません。

（単位	：	百万円）

金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合 計

ヘッジ会計適用分 △	100,050 4,068 1,846 ー ー △	94,136

ヘッジ会計非適用分 △		 	 	 	 	28 △	1,763 0 ー ー △		 1,791

合 計 △	100,078 2,304 1,846 ー ー △	95,928

（注）		ヘッジ会計適用分のうち時価ヘッジ適用分の差損益（金利関連△195,640百万円、通貨関連3,959百万円、株式関連1,846百万円）、及びヘッジ会計非適用分の
差損益は、損益計算書に計上されています。

-3  デリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用分の合算値） 
① 差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）

②金利関連 （単位	：	百万円）

区　
分

種 類

2016年度末 2017年度末

契 約 額 等
時 価 差 損 益

契 約 額 等
時 価 差 損 益

うち1年超 うち1年超

店　
頭

金利スワップ

 円固定金利受取／円変動金利支払 582,300 572,100 94,469 94,469 572,100 560,400 95,589 95,589
 円変動金利受取／円固定金利支払 809,950 809,950 △197,913 △197,913 815,650 811,650 △195,640 △195,640
スワップション

 買 建 ー ー ー ー 3,000 ー 31 △		 	 	 	 28
合 計 △103,443 △100,078
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-3   
③通貨関連

5

区　
分

種 類

2016年度末 2017年度末

契 約 額 等
時 価 差 損 益

契 約 額 等
時 価 差 損 益

うち1年超 うち1年超

店　
頭

為替予約

 売 建 601,469 ー 1,271 1,271 520,325 ー 3,858 3,858
  （うちUSD） 276,501 ー 	 △	 865 	 △	 865 206,694 ー 1,930 1,930
  （うちEUR） 313,326 ー 2,002 2,002 299,537 ー 1,538 1,538
  （うちGBP） 10,713 ー 134 134 13,153 ー 364 364
  （うちSEK） 928 ー 0 0 939 ー 23 23
 買 建 202,912 ー 	 △	 1,717 	 △	 1,717 116,810 ー △	 1,615 △	 1,615
  （うちUSD） 55,727 ー 	 △	 1,103 	 △	 1,103 ー ー ー ー
  （うちEUR） 147,185 ー 	 △	 613 	 △	 613 111,094 ー △	 1,476 △	 1,476
  （うちAUD） ー ー ー ー 5,716 ー △	 	 	138 △	 	 	138
通貨スワップ

 ユーロ変動受取／円固定支払 16,737 16,737 3,131 3,131 16,737 ー 5,037 5,037
 円変動受取／ドル変動支払 77,189 77,189 	 △	 8,740 	 △	 8,740 77,189 77,189 △	 4,975 △	 4,975

合 計 	 △	 6,053 2,304

（注） 	1.年度末の為替相場は先物相場を使用しています。
2.	外貨建金銭債権債務等に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨
額で表示されているものについては、開示の対象より除いています。

（単位	：	百万円）

区　
分

種 類

2016年度末 2017年度末

契 約 額 等
時 価 差 損 益

契 約 額 等
時 価 差 損 益

うち1年超 うち1年超

店　
頭

エクイティスワップ 32,729 ー △   278 △   278 38,944 ー 1,846 1,846
エクイティリンクドスワップ 826 ー 1 23 ー ー ー ー

合 計 △   255 1,846

（単位	：	百万円）④株式関連

⑤債券関連
 	該当ありません。

⑥その他
 	該当ありません。



98

Ⅶ 保険会社の運営

リスク管理の体制1

第三分野保険の保険事故発生率に関する長期的な不確実性に対して、責任準備金の積み立ての適切性を確認するため、当社では毎決算期
にストレステストを実施し、将来の保険事故発生率が通常想定される範囲を超えて悪化した場合であっても、予め設定された保険事故発生
率によってカバーされていることの検証を行っています。

ストレステストに使用する保険事故発生率等は、1998年大蔵省告示第231号及び社内規程に基づき合理的に設定し、その水準は当社の実
績からみて妥当なものとなっています。

ストレステストを実施した結果、商品ごとに予め設定した予定保険事故発生率は、将来の保険事故発生率に係る十分なリスクをカバーして
おり、第三分野保険に係る責任準備金が、健全な保険数理に基づいて積み立てられていることを確認致しました。また、2000年6月金融監
督庁・大蔵省告示第22号に定める負債十分性テストの対象となる保険契約の区分はありませんでした。

法令遵守等の体制2

保険業法第百二十一条第一項第一号の確認（第三分野保険に係るものに限る。）の 
合理性及び妥当性

3

32〜33ページをご覧ください。

30〜31ページをご覧ください。

指定生命保険業務紛争解決機関の商号又は名称4

アクサ生命は、苦情のお申出をされているお客さまに対し、誠心誠意解決に向け、努めてまいりますが、万一弊社がお客さまのご期待に添え
なかった場合には、お客さまのご判断にて、中立・公正な立場での第三者を交えた解決を図るべく、外部機関等にお申し出いただくこともで
きます。
当社の生命保険商品に係る指定紛争解決機関は一般社団法人	生命保険協会です。

生命保険のご相談、苦情に関する外部機関等へのお申出について

個人データ保護について5

反社会的勢力との関係遮断のための基本方針6

36〜37ページをご覧ください。

34ページをご覧ください。
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Ⅷ 特別勘定に関する指標等
特別勘定資産残高の状況1

個人変額保険及び個人変額年金保険特別勘定資産の運用の経過2
-1 運用環境

【日本株式市場】
日本株式市場は上昇しました。年度末の東証株価指数（TOPIX）は前年度末比＋13.47%の1,716.30ポイント（前年度末1,512.60
ポイント）となりました。年度の前半は、一時1,500ポイントを下回った後、シリアや北朝鮮の地政学リスクへの懸念後退や、欧米株式
市場が上昇したことなどを背景に上昇しました。年度の後半は、安定した国内の政権運営や米国の税制改革法案に対する期待感など
を要因に上昇し、1月には一時1,900ポイントを上回りました。その後、米金利の上昇などを背景とした米国株式市場の下落や、円高
米ドル安などを要因に日本株式市場は下落基調で推移しましたが、年度を通じては上昇となりました。

【日本債券市場】
日本債券市場は、10年国債の金利が低下（価格は上昇）し、年度末には0.045%（前年度末0.065%）となりました。年度の前半は、上
記の地政学リスクへの懸念後退などを受けて0.105%まで金利は上昇（価格は下落）しました。その後、株安、米金利の低下が進んだ
ことなどから、一時-0.015%まで低下する場面がありましたが、米金利の上昇に連れて、金利は上昇しました。年度の後半は、10年国
債の需給の引き締まりが意識されたことなどから金利は低下しましたが、その後、欧米債券の金利上昇や、12月初めの入札が不調と
なったことなどを背景に、金利は上昇しました。2月に日銀の国債買い入れオペレーションにおいて国債の買い入れ額が増額されたこ
となどを受けると、金利は低下基調で推移しました。

【外国株式市場】
米国株式市場は上昇しました。年度末のNYダウ工業株30種は前年度末比＋16.65%の24,103.11ドル（前年度末20,663.22ドル）
となりました。年度の前半は、上記の地政学リスクへの懸念後退、堅調な経済指標などを背景に上昇しました。年度の後半は、税制
改革法案に対する期待感などを要因に上昇基調で推移し、1月下旬には26,616.71ドルを付けました。その後、米金利の上昇が嫌気
されたことや、米国の対中貿易制裁に伴う米中貿易戦争への警戒感などから下落基調となりましたが、年度を通じては上昇となりま
した。欧州株式市場は市場によってまちまちの展開となりました。市場別の年間の騰落率は、独DAX指数-1.76%、英FTSE100指数
-3.64%、仏CAC40指数＋0.87%となりました。

【外国債券市場】
米国債券市場は、10年国債の金利が上昇（価格は下落）し、年度末には2.739%（前年度末2.387%）となりました。年度の前半は、上
記の地政学リスク、欧州の政治リスクに対する見通しなどを要因に揉み合いで推移しました。年度の後半は、レンジ圏で推移した後、
12月下旬に米国の税制改革法案が成立したことなどを受けて金利は上昇しました。2018年に入った後も中国当局者らが米国債の
購入を減額ないし停止すると勧告したと報じられたことや米経済の堅調さなどを背景に金利は2.954%まで上昇しましたが、年度
末にかけては、米中貿易戦争への懸念などを背景に金利は低下（価格は上昇）しました。年度を通じては金利は上昇しました。年度中
に、FRB(米連邦準備制度理事会)による、FF（フェデラル・ファンド）金利の誘導目標引き上げが３回行われ、計0.750%引き上げ、年
1.500〜1.750％となりました。欧州債券市場は、独10年国債の金利が上昇し、年度末には0.497%（前年度末0.328%）となりまし
た。年度の前半は、上記の地政学リスク、欧州の政治リスクに対する見通しなどを要因に揉み合いで推移しました。年度の後半には、
米金利の上昇や、ECB（欧州中央銀行）の金融緩和縮小に対する前向きな姿勢などを受けて金利は上昇傾向で推移し、0.8%超とな
る場面もありました。年度末にかけては2月に発表された独景況感指数やユーロ圏消費者物価指数速報値の軟調な結果や、ECB関
係者が景気や物価に対して慎重な見解を示したことなどを背景に、金利は低下基調で推移しました。年度を通じては金利は上昇しま
した。

【外国為替市場】
米ドル/円相場は、円高米ドル安となり、年度末には106.24円（前年度末112.19円）となりました。年度の前半は、上記の地政学リス
ク、欧州の政治リスクに対する見通しなどを要因に揉み合いで推移しました。年度の後半は、米国の税制改革法案への期待感などか

（単位	：	百万円）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 金 額

個人変額保険 300,693 355,700
個人変額年金保険 559,545 505,494
団体年金保険 ー ー
特別勘定計 860,239 861,194

（注） 	個人変額年金保険の特別勘定資産残高には、株価指数連動追加年金付予定利率市場連
動型年金保険の追加年金部分の特別勘定資産が含まれています。
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ら円安米ドル高傾向で推移しましたが、1月に日銀が国債買い入れオペレーションを減額したことなどを受けて円高米ドル安基調に
転じ、3月下旬には104.93円を付けました。ユーロ/円相場は、円安ユーロ高となり、年度末には130.52円（前年度末119.79円）と
なりました。年度の前半は、上記の地政学リスク、欧州の政治リスクへの懸念後退などの影響で、円安ユーロ高で推移しました。年度
の後半は、ECBの金融緩和の縮小に対する前向きな姿勢などを要因に円安ユーロ高で推移しましたが、年度末にかけては、2月に米
金利上昇などを要因に世界的に株安となったことなどを背景に、リスク回避のため安全資産とされる円が買われ、円高ユーロ安基調
で推移しました。年度を通じては円安ユーロ高となりました。

2 -2 運用内容
変額保険・変額年金保険の運用は投資対象資産毎に設けた特別勘定において、主として投資信託への投資を通じて行っております。
当期（2017年４月〜2018年３月末）を通じて、各特別勘定ともに投資対象となる投資信託の組入比率を概ね高位に維持しました。
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-1 個人変額保険
   ①保有契約高

個人変額保険及び個人変額年金保険の状況3

（単位	：	件、百万円）

区 分
2016年度末 2017年度末

件 数 金 額 件 数 金 額

変額保険（有期型） 263,610 2,992,453 355,996 3,702,515
変額保険（終身型） 135,574 844,333 144,468 873,417
合 計 399,184 3,836,787 500,464 4,575,933

   ②年度末個人変額保険特別勘定資産の内訳
（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 構成比 金 額 構成比

現預金・コールローン 11,831 4.0 14,165 4.0
有価証券 280,889 93.4 332,951 93.6

公社債 ー ー ー ー
株 式 ー ー ー ー
外国証券 61,903 20.6 70,081 19.7

公社債 ー ー ー ー
株式等 61,903 20.6 70,081 19.7

その他の証券 218,985 72.8 262,870 73.9
貸付金 ー ー ー ー	
その他 7,972 2.6 8,583 2.4
貸倒引当金 ー ー ー ー
合 計 300,693 100.0 355,700 100.0

③個人変額保険特別勘定の運用収支状況
（単位	：	百万円）

区 分
2016年度 2017年度

金 額 金 額

利息配当金等収入 1,103 356
有価証券売却益 1,425 1,612
有価証券償還益 ー ー
有価証券評価益 22,169 21,203
為替差益 24 ー
金融派生商品収益 ー ー
その他の収益 ー ー
有価証券売却損 333 61
有価証券償還損 ー ー
有価証券評価損 ー ー
為替差損 35 16
金融派生商品費用 ー ー
その他の費用 25 ー
収支差額 24,328 23,095

（単位	：	百万円）

区 分

2016年度末 2017年度末

貸借対照表
計上額

当期の損益に
含まれた評価損益

貸借対照表
計上額

当期の損益に
含まれた評価損益

売買目的有価証券 280,889 22,169 332,951 21,203

   ④個人変額保険特別勘定に関する有価証券等の時価情報
a.	売買目的有価証券の評価損益

b.	金銭の信託の時価情報

該当ありません。

c.	個人変額保険特別勘定のデリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用分の合算値）

該当ありません。
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-2 個人変額年金保険

   ①保有契約高

3

（単位	：	件、百万円）

区 分
2016年度末 2017年度末

件 数 金 額 件 数 金 額

個人変額年金保険 83,126 555,459 76,025 502,522

   ②年度末個人変額年金保険特別勘定資産の内訳
（単位	：	百万円、％）

区 分
2016年度末 2017年度末

金 額 構成比 金 額 構成比

現預金・コールローン 4,845 0.9 4,552 0.9
有価証券 552,441 98.7 499,423 98.8

公社債 ー ー ー ー
株 式 ー ー ー ー
外国証券 44,454 8.0 39,493 7.8

公社債 ー ー ー ー
株式等 44,454 8.0 39,493 7.8

その他の証券 507,986 90.8 459,929 91.0
貸付金 ー ー ー ー
その他 2,258 0.4 1,517 0.3
貸倒引当金 ー ー ー ー
合 計 559,545 100.0 505,494 100.0

（注） 	特別勘定資産には、株価連動追加年金付予定利率市場連動型年金保険の追加
年金部分の特別勘定資産が含まれています。

③個人変額年金保険特別勘定の運用収支状況
（単位	：	百万円）

区 分
2016年度 2017年度

金 額 金 額

利息配当金等収入 7,543 93
有価証券売却益 2,490 2,730
有価証券償還益 ー ー
有価証券評価益 9,697 17,000
為替差益 70 ー
金融派生商品収益 5 21
その他の収益 ー ー
有価証券売却損 672 1,097
有価証券償還損 ー ー
有価証券評価損 ー ー
為替差損 59 4
金融派生商品費用 ー ー
その他の費用 0 ー
収支差額 19,075 18,743

（注） 	運用収支には、株価指数連動追加年金付予定利率市場連動型年
金保険の追加年金部分の運用収支が含まれています。

（単位	：	百万円）

区 分

2016年度末 2017年度末

貸借対照表
計上額

当期の損益に
含まれた評価損益

貸借対照表
計上額

当期の損益に
含まれた評価損益

売買目的有価証券 552,441 9,697 499,423 17,000

   ④個人変額年金保険特別勘定に関する有価証券等の時価情報
a.	売買目的有価証券の評価損益

b.	金銭の信託の時価情報

該当ありません。

c.	個人変額年金保険特別勘定のデリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用・非適用分の合算値）

イ	差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）

ロ	金利関連
該当ありません。

ハ	通貨関連
該当ありません。

（単位	：	百万円）
金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合 計

ヘッジ会計適用分 ー ー ー ー ー ー
ヘッジ会計非適用分 ー ー 0 ー ー 0

 合 計 ー ー 0 ー ー 0

（注） 	ヘッジ会計非適用分の差損益は、損益計算書に計上されています。
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Ⅷ

Ⅸ

Ⅸ 信託業務に関する指標

-2 3

（単位	：	百万円）

区　
分

種 類

2016年度末 2017年度末

契 約 額 等
時 価 差 損 益

契 約 額 等
時 価 差 損 益

うち１年超 うち１年超

店　
頭

オプション

 買 建

  コール 4,298 618 548 ー
（420） 497 76 (50) 51 0

合 計 76 0

（注） 	（ ）内には、貸借対照表に計上したオプション料を記載しています。

ニ	株式関連

ホ	債券関連
該当ありません。

ヘ	その他
該当ありません。

該当ありません。
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Ⅹ 保険会社及びその子会社等の状況
保険会社及びその子会社等の概況1
-1 主要な事業の内容及び組織の構成
   ①主要な事業の内容
当社は日本国内初の保険持株会社として設立されましたが、2014年10月に自ら生命保険業の事業免許を取得し生命保険会社として
の業務を開始するとともに、子会社の経営管理・監督を行っています。当社並びに関係会社において営まれている主な事業内容と、当社
と各関係会社の各事業に係る位置付けは次のとおりです。

◦生命保険事業
 	当社は顧客との接点となる販売チャネルを中心に、アクサダイレクト生命保険株式会社はインターネットを最大限に活用した販売を
中心に、生命保険の事業を行っています。

◦損害保険事業
 	アクサ損害保険株式会社は、自動車保険のダイレクト販売を中心に損害保険の事業を行っています。

◦事務代行関連事業
 	アクサ収納サービス株式会社は、生命保険契約に関する保険料収納業務を主たる事業として行っています。

   ②事業の系統図（2018年7月1日現在）

AXA S.A.（フランス） （親会社）

（当社）アクサ生命保険株式会社

事務代行関連事業
（保険関連収納業務）

損 害 保 険 事 業 ◎アクサ損害保険株式会社
）％001率比権決議有保社当（

●アクサ収納サービス株式会社
）％001率比権決議有保社当（

生 命 保 険 事 業 ◎アクサダイレクト生命保険株式会社
）％001率比権決議有保社当（

◎印は連結対象子会社　 ●印は持分法適用子会社

AXA Insurance Ltd（スイス）
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AXA S.A.（フランス） （親会社）

（当社）アクサ生命保険株式会社

事務代行関連事業
（保険関連収納業務）

損 害 保 険 事 業 ◎アクサ損害保険株式会社
）％001率比権決議有保社当（

●アクサ収納サービス株式会社
）％001率比権決議有保社当（

生 命 保 険 事 業 ◎アクサダイレクト生命保険株式会社
）％001率比権決議有保社当（

◎印は連結対象子会社　 ●印は持分法適用子会社

AXA Insurance Ltd（スイス）

   ③子会社に対する経営管理

-2 子会社等に関する事項 （2018年3月31日現在）

アクサ生命は、損害保険子会社と生命保険子会社を傘下におく親会社として、子保険会社各社におけるコーポレート・ガバナンスの充
実・強化と内部統制システムの整備に対してもモニタリングを実施し、適切な経営管理を実施しています。

「保険子会社に対する経営管理」

監査委員会 報告

参画・協議

報告
報告

報告

報告

報告管理・指導 管理・指導

報告 報告 報告

連携

報告

取締役会

子会社管理
担当部門

子会社　各所管部門

子会社管理
統括部門

グループ内
保険会社CEO

グループ・ブランド・
サブコミッティ

ヒューマン・リソース・
サブコミッティ

グループALM・
サブコミッティ

グループ・リスク
マネジメント・
サブコミッティ

グループ・
コンプライアンス・
コミッティ

グループ・マネジメント・ステアリング・コミッティ

名 称 主たる営業所又は
事務所の所在地 資 本 金 主要な事業内容 設立年月日

総株主の議決権に	
占める当社の保有	
議決権の割合

総株主の議決権に占
める当社子会社等の
保有議決権の割合

アクサ損害保険株式会社 東京都台東区寿二丁目
1番13号 17,221百万円 損害保険事業 1998年	 6月12日 100％ ー％

アクサ収納サービス株式会社 東京都中央区日本橋
小伝馬町14番7号 10百万円

生命保険等に
関する保険料の
収納業務

1993年	 4月	 1日 100％ ー％

アクサダイレクト生命保険株式会社 東京都千代田区麹町
三丁目3番地4 ９,750百万円 生命保険事業 2006年10月13日 100％ ー％
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-1 直近事業年度における事業の概況
当期における我が国の経済は、所得から支出への良好な循環メカニズムにより、引き続き緩やかに拡大しております。内需面では、企業
収益の改善や人手不足によるIT化・省人化投資需要の高まりにより設備投資が好調を維持し、個人消費は、堅調な雇用・所得情勢を背景
に、緩やかに増加しております。また、公共投資は経済対策効果の一服によりやや鈍化しているものの、高水準を維持しております。外
需面でも、海外経済が緩やかながら回復しており、輸出も緩やかに拡大しております。こうした内外需要の改善により、経済の好循環が
継続しております。金融市場では、地政学リスクの高まりや日米欧の金融緩和縮小観測等の交錯等により上下したものの、10年国債利
回りは0.0％から1.0％のレンジ圏で推移しております。為替市場では、一進一退を繰り返した後、年度末にかけて米国金利上昇や、株価
が26年ぶりの高値圏推移後に下落したことによるリスク回避的な動きから、円高が進み、円高基調が継続しております。今後の我が国
経済は、経済政策パッケージ等の政策効果もあいまって雇用・所得環境の改善が継続し、海外経済の回復が下支えする中、民需主導の
景気回復が見込まれております。
一方、少子高齢化の進行や時代と共に変化する顧客ニーズを適切に捉えると共に、インターネットを介したシンプルな契約手続き及び
アフターフォローの提供等が今後の成長に必要なものであると考えております。
このような状況下において、当社は次のような取り組みを行いました。

（生命保険事業での主な取り組み）
生命保険事業に関しましては、当社グループの最大の収益基盤であることから、収益の継続的な拡大を目指しております。
主な取り組みにつきましては、以下のとおりです。
アクサ生命保険株式会社は、お客さまに健やかで幸せな生活をお過ごしいただけるよう、お客さまの人生のよき「パートナー」としてお
客さまに寄り添い、多様化するライフスタイルに合った最適なソリューションのご提供に努めてまいります。
商品・付帯サービス面では、「死亡保障と資産形成を再定義」する取り組みを強化し、『アクサの「資産形成」の変額保険	ユニット・リンク』
につき、2017年4月より金融機関を通じて販売開始し、2018年2月より新たに2種類の特別勘定を追加しました。医療保障について
も、変化する医療環境に対応し、2017年9月から通院治療を応援する次世代型医療治療保険、『アクサの「一生保障」の医療保険	スマー
ト・ケア』の販売を開始しました。また、『重症化予防一時金・見舞金特約』を新設し、本特約を付加されたお客さまを対象に、食事管理サ
ポートアプリ「あすけん」プレミアム版を無償でご利用いただけるようにし、同月、健康時から治療後までお客さまをサポートする「アク
サメディカルアシスタンスサービス」に『Doctors	Me（ドクターズミー、オンライン健康相談サービス）』と『介護・リハビリサポートサー
ビス（介護電話相談、介護施設の情報提供等）』も追加導入して、サービス内容を拡充しました。これらにより、医療保障・サービスの範囲
が「生活習慣の管理・病気予防」から「早期発見・早期治療」、「リハビリサポート」まで、より包括的なものとなりました。更に、2018年2月
から、中小企業経営者の皆様向けに、超高齢化社会における事業承継への備え等にご活用いただける『アクサの「長期保障」の定期保険	
フォローアップライフ』の販売も開始しました。
ご契約者向けサービス面では、2017年7月、新契約電子システム「アクサ	コンパス」を使い、初回から継続して保険料のクレジットカー
ド払いをご利用いただけるサービスの取り扱いを、保険代理店及びフィナンシャルプランアドバイザーを通じてご加入いただくお客さ
ま向けに開始しました。これにより、業界でも稀な変額保険（平準払）の「クレジットカード払い」を初回保険料に加えて「2回目以降の保
険料」でもお取り扱いできるようにいたしました。また、ご契約者向けのオンラインサービス「My	アクサ」の拡充として、2017年8月より
「My	アクサ」での給付金請求手続き、並びに2017年10月より「My	アクサ」での契約者貸付の請求手続きの本格展開を開始しました。更
に、2018年3月には、ご契約者のご家族の契約も、公式ホームページ上で簡単に給付金請求手続きができるサービスを開始しました。
当社の完全子会社であるアクサダイレクト生命保険株式会社においては、多様化するお客さまのニーズに対応するため、インターネッ
ト技術を活用したビジネスモデルの進化や、お客さまにとってもわかり易く、シンプルで合理的な商品やサービスの提供等に努めてお
ります。2017年度においては、2017年４月より、イオン銀行においてインターネット保険窓販を開始しました。ネット完結型申込プロセ
スの生命保険の販売は、主要地方銀行など10行と実現していましたが、流通系銀行とは初の提携となります。また、2017年8月には、
お客さまとの接点をさらに広げる試みとして、株式会社百十四銀行の高松ローンプラザに、保険業界初となる顔認証での保険料試算機
能を持つPepperを導入しました。今後も、幅広いお客さまに商品・サービスをご提供できるよう、最新のテクノロジーを駆使し、オムニ
チャネル戦略を進めてまいります。

（損害保険事業での主な取り組み）
損害保険事業に関しては、収益の一層の進展を目指し、当社の完全子会社であるアクサ損害保険株式会社の収益基盤の強化を図って
おります。2017年度においては、2017年4月より、パナソニック保険サービス株式会社を通じ、オンラインで契約手続きを完了できる
従業員マーケット向けのペット保険の販売を開始しました。また、2017年12月には、お客さまとのコミュニケーションの効率及びオペ
レーションの生産性の向上を目的として、電話システムを刷新しました。急速に変化するビジネス環境に適応し、お客さまに最適なサー
ビス・ソリューションを提供できるように、トランスフォーメーション（変革）を加速し、また、顧客主導型サービスの提供を通じて、顧客満
足度の向上を図ってまいります。

（経営業績等の状況）
アクサ生命保険株式会社の保険料等収入は前連結会計年度から減少したものの、会社がフォーカスする死亡保障分野及び医療保障
分野の保険料等収入については新商品の投入及び保有契約の増加に伴い増収しております。また、RPA（ロボティック・プロセス・オート
メーション）の導入などを通じた業務効率の最適化やコスト効率を高める施策の全社的な実施により事業費も減少しており、2020年に
向けたアクサ生命の戦略“Ambition	n7”が着実に実行されております。
また、2018年４月より、「お客さま本位の業務運営を実現するための基本方針(2017年６月公表)」において、前年４月より当社公式ホー
ムページ上にて公表している「お客さまからの評価」の総合評価（満足度）を同方針の定着度を測るための評価指標とすることにしまし
た。今後、この「お客さまからの評価」をベースに定期的に同方針の定着度を測るとともに、「お客さまからの評価」で寄せられた「お客さ
まの声」にも真摯に向き合い、同方針に基づく具体的な取り組みを会社全体で推進していきます。

保険会社及びその子会社等の主要な業務2
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保険会社及びその子会社の財産の状況3
-1 連結貸借対照表

年 度

科 目
2016年度末
（2017年3月31日現在）

2017年度末
（2018年3月31日現在）

資
産
の
部

現金及び預貯金 122,324 128,431
債券貸借取引支払保証金 67,921 33,158
有価証券 6,347,310 6,501,658
貸付金 159,999 156,317
有形固定資産 5,309 5,274
無形固定資産 102,284 85,038
 のれん 87,351 69,042
 その他 14,933 15,996
代理店貸 23 24
再保険貸 110,466 128,620
その他資産 225,119 220,928
貸倒引当金 △       831 △       410

資産の部合計 7,139,928 7,259,041

（単位	：	百万円）
年 度

科 目
2016年度末
（2017年3月31日現在）

2017年度末
（2018年3月31日現在）

負
債
の
部

保険契約準備金 5,253,459 5,357,829
 支払備金 68,161 73,324
 責任準備金 5,172,219 5,273,018
 契約者配当準備金 13,078 11,487
代理店借 1,745 1,736
再保険借 92,247 108,598
債券貸借取引受入担保金 992,809 980,432
その他負債 274,603 263,325
退職給付に係る負債 52,298 48,978
役員退職慰労引当金 921 839
価格変動準備金 38,913 41,418
繰延税金負債 38,246 40,880
負債の部合計 6,745,244 6,844,039

純
資
産
の
部

資本金 85,000 85,000
資本剰余金 51,639 51,639
利益剰余金 23,492 34,900
自己株式 △      5,072 △      5,072
株主資本合計 155,058 166,466
その他有価証券評価差額金 174,427 180,865
繰延ヘッジ損益 67,958 67,251
退職給付に係る調整累計額 △      2,760 417
その他の包括利益累計額合計 239,625 248,535
純資産の部合計 394,683 415,002
負債及び純資産の部合計 7,139,928 7,259,041

-2 直近5連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標
（単位	：	百万円）

項 目 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

経常収益 856,071 879,309 790,999 876,823 846,606
経常利益 65,791 43,145 35,793 38,284 58,458
親会社株主に帰属する当期純利益 30,512 17,483 9,140 15,065 28,333
包括利益 21,508 62,771 111,742 △    34,862 37,243
純資産 423,711 403,091 458,482 394,683 415,002
総資産 6,554,069 6,673,359 6,970,311 7,139,928 7,259,041
ソルベンシー・マージン比率 701.5% 514.0% 581.1％ 589.2％ 673.1%

（注） 	2015年度より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」として表示しています。
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-2 連結損益計算書
（単位	：	百万円）

年 度
科 目

2016年度 2017年度

（2016年4月	1	日から2017年3月31日まで） （ 2017年4月	1	日から2018年3月31日まで）
経常収益 876,823 846,606
 保険料等収入 672,694 652,987
 資産運用収益 201,172 189,041
  利息及び配当金等収入 111,793 120,285
  有価証券売却益 42,131 26,230
  有価証券償還益 60 258
  為替差益 3,722 ー
  貸倒引当金戻入額 ー 426
  その他運用収益 61 0
  特別勘定資産運用益 43,403 41,839
 その他経常収益 2,956 4,577
経常費用 838,539 788,147
 保険金等支払金 483,010 485,937
  保険金 87,587 90,358
  年金 96,111 91,107
  給付金 95,890 98,214
  解約返戻金 152,405 168,853
  その他返戻金 18,829 6,203
  再保険料 32,186 31,199
 責任準備金等繰入額 150,218 105,978
  支払備金繰入額 4,720 5,163
  責任準備金繰入額 145,473 100,798
  契約者配当金積立利息繰入額 24 16
 資産運用費用 43,262 36,134
  支払利息 235 232
  金銭の信託運用損 89 ー
  有価証券売却損 8,376 9,400
  有価証券評価損 1,516 421
  有価証券償還損 2,042 488
  金融派生商品費用 27,477 7,329
  為替差損 ー 14,521
  貸倒引当金繰入額 3 ー
  賃貸用不動産等減価償却費 30 40
  その他運用費用 3,489 3,699
 事業費 145,419 143,506
 その他経常費用 16,629 16,590
経常利益 38,284 58,458
特別利益 42 366
 その他特別利益 42 366
特別損失 2,661 6,143
 固定資産等処分損 94 777
 減損損失 33 ー
 価格変動準備金繰入額 2,533 2,505
 その他特別損失 ー 2,860
契約者配当準備金繰入額 7,928 6,322
税金等調整前当期純利益 27,737 46,359
法人税及び住民税等 14,155 18,859
法人税等調整額 △      1,484 △      833
法人税等合計 12,671 18,026
当期純利益 15,065 28,333
親会社株主に帰属する当期純利益 15,065 28,333
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-3 連結包括利益計算書
（単位	：	百万円）

年 度
科 目

2016年度 2017年度

（2016年4月	1	日から2017年3月31日まで） （ 2017年4月	1	日から2018年3月31日まで）
当期純利益 15,065 28,333
その他の包括利益  △ 49,928 8,910
  その他有価証券評価差額金 	 △	 36,251 6,438
  繰越ヘッジ損益 	 △	 15,329 	 △	 706
  退職給付に係る調整額 1,652 3,178
包括利益 	 △	 34,862 37,243
  親会社株主に係る包括利益 	 △	 34,862 37,243

-4 連結株主資本等変動計算書
2016年度（2016年4月1日から2017年3月31日まで）

（単位	：	百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他有価
証券評価差

額金
繰延ヘッジ

損益
退職給付に
係る調整累

計額

その他の包
括利益累計

額合計

当期首残高 85,000 80,575 8,426 △  5,072 168,928 210,678 83,287 △  4,412 289,553 458,482

当期変動額

 剰余金の配当 △ 28,935 △ 28,935 △ 28,935

 親会社株主に帰属する当期純利益 15,065 15,065 15,065
 株主資本以外の項目の当期変動
 額（純額） ー △ 36,251 △ 15,329 1,652 △ 49,928 △ 49,928

当期変動額合計 ー △ 28,935 15,065 ー △ 13,870 △ 36,251 △ 15,329 1,652 △ 49,928 △ 63,798

当期末残高 85,000 51,639 23,492 △  5,072 155,058 174,427 67,958 △  2,760 239,625 394,683

2017年度（2017年4月1日から2018年3月31日まで）
（単位	：	百万円）

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他有価
証券評価差

額金
繰延ヘッジ

損益
退職給付に
係る調整累

計額

その他の包
括利益累計

額合計

当期首残高 85,000 51,639 23,492 △  5,072 155,058 174,427 67,958 △  2,760 239,625 394,683

当期変動額

 剰余金の配当 △ 16,924 △ 16,924 △ 16,924

 親会社株主に帰属する当期純利益 28,333 28,333 28,333
 株主資本以外の項目の当期変動
 額（純額） 6,438 △    706 3,178 8,910 8,910

当期変動額合計 ー ー 11,408 ー 11,408 6,438 △    706 3,178 8,910 20,318

当期末残高 85,000 51,639 34,900 △  5,072 166,466 180,865 67,251 417 248,535 415,002
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-5 連結キャッシュ・フロー計算書
（単位	：	百万円）

年 度
科 目

2016年度 2017年度

（2016年4月	1	日から2017年3月31日まで） （ 2017年4月	1	日から2018年3月31日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー
 税金等調整前当期純利益 27,737 46,359
 保険業法第113条繰延資産償却費 1,020 1,020
 賃貸用不動産等減価償却費 30 40
 減価償却費 4,469 4,775
 減損損失 33 ー
 のれん償却額 15,624 18,308
 支払備金の増減額（△は減少） 4,720 5,163
 責任準備金の増減額（△は減少） 145,473 100,798
 契約者配当準備金積立利息繰入額 24 16
 契約者配当準備金繰入額（△は戻入額） 7,928 6,322
 貸倒引当金の増減額（△は減少） 34 	 △	 420
 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,368 1,096
 価格変動準備金の増減額（△は減少） 2,533 2,505
 利息及び配当金等収入 	 △	 111,793 	 △	 120,285
 金銭の信託関係損益（△は益） 89 ー
 金融派生商品損益（△は益） 27,477 7,329
 その他運用収益 	 △	 61 	 △	 0
 有価証券関係損益（△は益） 	 △	 30,256 	 △	 16,179
 支払利息 235 232
 その他運用費用 3,489 3,699
 為替差損益（△は益） 	 △	 3,793 14,287
 特別勘定資産運用損益（△は益） 	 △	 43,403 	 △	 41,839
 有形固定資産関係損益（△は益） 54 740
 持分法による投資損益（△は益） 	 △	 194 	 △	 214
 代理店貸の増減額（△は増加） 2 	 △	 1
 再保険貸の増減額（△は増加） 	 △	 18,110 	 △	 18,153
 その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加） 	 △	 678 	 △	 3,019
 代理店借の増減額（△は減少） 	 △	 222 	 △	 9
 再保険借の増減額（△は減少） 16,459 16,351
 その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少） 	 △	 1,469 	 △	 1,015

小  計 49,823 27,909
 利息及び配当金等の受取額 120,877 116,799
 金融派生商品収益の受取額（△は費用の支払額） 5,466 	 △	 19,276
 利息の支払額 	 △	 257 	 △	 232
 契約者配当金の支払額 	 △	 8,456 	 △	 7,930
 その他 	 △	 2,813 	 △	 2,473
 法人税等の支払額 	 △	 9,201 	 △	 18,132
営業活動によるキャッシュ・フロー 155,439 96,664

（単位	：	百万円）

年 度
科 目

2016年度 2017年度

（2016年4月	1	日から2017年3月31日まで） （ 2017年4月	1	日から2018年3月31日まで）
投資活動によるキャッシュ・フロー

 債券貸借取引支払保証金・受入担保金の純増減額 94,378 21,689
 金銭の信託の減少による収入 2,645 ー
 有価証券の取得による支出 	 △	 892,658 	 △	 645,018
 有価証券の売却・償還による収入 700,230 554,249
 貸付けによる支出 	 △	 24,791 	 △	 22,988
 貸付金の回収による収入 26,499 26,670
 その他 	 △	 47,524 	 △	 1,619
    資産運用活動計 	 △	 141,218 	 △	 67,016
 （営業活動及び資産運用活動計） （    14,220）（    29,647）
 有形固定資産の取得による支出 	 △	 243 	 △	 384
 その他 	 △	 5,785 	 △	 5,683
投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 147,247 	 △	 73,085
財務活動によるキャッシュ・フロー

 配当金の支払額 	 △	 28,935 	 △	 16,926
 その他 	 △	 169 	 △	 135
財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 29,105 	 △	 17,061
現金及び現金同等物に係る換算差額  △ 692 	 △	 410
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △ 21,606 6,107
現金及び現金同等物の期首残高 143,930 122,324
現金及び現金同等物の期末残高 122,324 128,431

	1	.	連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数	２社
（2）連結子会社の名称

	・	アクサ損害保険株式会社
	・	アクサダイレクト生命保険株式会社

（3）非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由
	・	アクサ収納サービス株式会社
非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

	2	.	持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社の数	１社
（2）持分法を適用した非連結子会社の名称

	・	アクサ収納サービス株式会社
（3）持分法の範囲から除いた理由

持分法を適用していない非連結子会社等（CS/Kronos	 Investment	Program,	L.P.等）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重要性がないためであります。

2017年度

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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	3	.	連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社等の決算日は、連結決算日と一致しております。

	4	.	会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券及び「保険業における「責任準備金対応
債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券については、
移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は
移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評
価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

②デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
定率法により償却しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②無形固定資産の減価償却方法
定額法により償却しています。なお、自社利用ソフトウェアの減価償却方法については、利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
引当金の計上方法
①貸倒引当金
貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務
者（以下「実質破綻先」という。）に対する債権については債権額から担保等の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計
上しております。
また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に対する債権について
は、債権額から担保等の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し、必要と認め
る額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上してお
ります。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき関連部署が一次資産査定を実施し、当該部署から独立した資産査定部署が査定結果を二次査定してい
ます。また、二次査定結果については、監査部署による監査が行われており、それらの結果に基づいて上記の引当を行っております。
②役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度末において発生したと認められる額を計上
しております。
③価格変動準備金
価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計
上しております。
退職給付に係る会計処理方法は以下のとおりであります。
退職給付見込額の期間帰属方法	 給付算定式基準
数理計算上の差異の処理年数	 主に６年
過去勤務債務の額の処理年数	 主に６年

なお、当社及び一部の連結子会社において、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。
（追加情報）
一部の連結子会社では、2018年１月１日付で退職給付制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」
（2016年12月16日	企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。また、本移行に伴い、その他特別利益として354百万円計上しております。

（5）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等について
は、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生連結会計年度に費用処理しております。

（6）責任準備金の積立方法
責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については以下の方式により計算しております。
①標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式(1996年大蔵省告示第48号)
②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式

（7）繰延資産の処理方法
保険業法第113条繰延資産の償却額の計算は、定款の規定に基づき行っております。

（8）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
外貨建金銭債務に係る借入金利息の金利変動リスク及び為替変動リスクのヘッジとして繰延ヘッジを、株式に対する価格変動リスクと外貨建資産に対
する為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジを行っております。その他、一部の国債に対する金利変動リスクのヘッジとして、時価ヘッジを行っており
ます。
保険契約に係る金利変動リスクをヘッジする目的で、「保険業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（2002年９月３日
日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第26号）に基づき金利スワップ取引を利用した繰延ヘッジ処理を行っております。なお、ヘッジ対象となる
保険負債とヘッジ手段である金利スワップ取引を一定の残存期間毎にグルーピングのうえヘッジ指定を行うことから、ヘッジに高い有効性があるため、
ヘッジの有効性の評価を省略しております。

2017年度
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	1	.		有形固定資産の減価償却累計額は、8,723百万円であります。
	2	.		保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は861,194百万円であ
ります。なお、負債の額も同額であります。

	3	.		その他資産には、金融派生商品資産107,892百万円、金融商品等差入担保金
49,143百万円、保険料未達に係る未収金25,597百万円が含まれております。

	4	.		非連結子会社の株式は次のとおりであります。
有価証券（株式）	 397百万円

	5	.		契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。
当連結会計年度期首現在高	 13,078百万円
当連結会計年度契約者配当金支払額	 7,930百万円
利息による増加等	 16百万円
契約者配当準備金繰入額	 6,322百万円
当連結会計年度末現在高	 11,487百万円

	6	.		担保に供されている資産の額は、有価証券145,480百万円であります。
消費貸借契約により貸し付けている有価証券の連結貸借対照表価額は、
871,359百万円であります。
売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消
費貸借契約で借り入れている有価証券であり、当連結会計年度末に当該処
分を行わずに所有しているものの時価は、112,617百万円であります。

	7	.		その他負債には、金融派生商品負債203,708百万円、借入金21,666百万
円が含まれております。

	8	.		「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第21号）に基づ
き、資産・負債の金利リスク管理を目的として、「利率変動型定額部分付変
額終身保険（通貨選択型）」及び個人年金保険の一部を小区分として設定し
ております。各小区分に係る責任準備金のデュレーションと責任準備金対
応債券のデュレーションを一定幅の中でマッチングさせる運用方針をとっ
ております。
責任準備金対応債券の当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額
は、685,646百万円、時価は779,091百万円であります。

	9	.		貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸付条件緩
和債権の額は、４百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおり
であります。
貸付金のうち、破綻先債権額はなく、延滞債権額は４百万円であります。	
なお、破綻先債権とは元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続している
ことその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない
ものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除

2017年度

②ヘッジ手段
為替予約・通貨スワップ・エクイティスワップ・金利スワップ

③ヘッジ対象
国債・国内株式・外貨建外国証券・借入金利息・保険負債

④ヘッジ方針
保有する有価証券の資産価値減少のリスクを回避するため、一部株式についてエクイティスワップを、一部外貨建外国証券について為替予約を、一部
国債について金利スワップを利用しております。
外貨建金銭債務に係る借入金利息の金利変動リスク及び為替変動リスクを回避する目的で通貨スワップ取引を行っております。保険契約に係る金利変
動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

⑤ヘッジの有効性評価方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。ただし、キャッシュ・フローをヘッジする金利通貨スワップについては、ヘッジ
対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続してキャッシュ・フロー変動を相殺するものと想定することができ
るため、有効性の判定は省略しております。

（9）のれんの償却に関する事項
のれんは、定額法により20年間で均等償却しております。

（10）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高
い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

（11）連結納税制度の適用
当社及び連結子会社は、当社を連結親会社とする連結納税制度を適用しております。

	1	.		有形固定資産の減価償却累計額は、8,728百万円であります。
	2	.		保険業法第118条に規定する特別勘定の資産の額は860,239百万円であ
ります。なお、負債の額も同額であります。

	3	.		その他資産には、金融派生商品資産104,094百万円、保険料未達に係る
未収金24,244百万円が含まれております。

	4	.	非連結子会社の株式は次のとおりであります。
有価証券（株式）	 283百万円

	5	.	契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。
当連結会計年度期首現在高	 13,581百万円
当連結会計年度契約者配当金支払額	 8,456百万円
利息による増加等	 24百万円
契約者配当準備金繰入額	 7,928百万円
当連結会計年度末現在高	 13,078百万円

	6	.		担保に供されている資産の額は、有価証券163,559百万円であります。
消費貸借契約により貸し付けている有価証券の連結貸借対照表価額は、
937,053百万円であります。
売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消
費貸借契約で借り入れている有価証券であり、当連結会計年度末に当該処
分を行わずに所有しているものの時価は、140,834百万円であります。

	7	.		その他負債には、金融派生商品負債213,371百万円、借入金19,885百万
円が含まれております。

	8	.	「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第21号）に基づ
き、資産・負債の金利リスク管理を目的として、「利率変動型定額部分付変
額終身保険（通貨選択型）」及び個人年金保険の一部を小区分として設定し
ております。各小区分に係る責任準備金のデュレーションと責任準備金対
応債券のデュレーションを一定幅の中でマッチングさせる運用方針をとっ
ております。
責任準備金対応債券の当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額
は、674,574百万円、時価は763,869百万円であります。

	9	.		貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸付条件緩
和債権の額は、14百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとお
りであります。
貸付金のうち、破綻先債権額はなく、延滞債権額は14百万円であります。
なお、破綻先債権とは元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続している
ことその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない
ものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除

2016年度

注記事項
（連結貸借対照表関係）

2017年度
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く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（1965
年	政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同
項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸
付金以外の貸付金であります。
貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。
なお、３ヵ月以上延滞債権額とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌
日を起算日として３ヵ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものであります。
貸付金のうち、貸付条件緩和債権額はありません。
なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ
月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。

10	.		責任準備金には、修正共同保険式再保険に付した部分に相当する責任準備
金100,928百万円を含んでおります。

11	.		保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年
度末における当社の今後の負担見積額は8,646百万円であります。なお、
当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

12	.		保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に
規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」と
いう。）の金額は2,184百万円であり、同規則第71条第1項に規定する再保
険に付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の
金額は36,639百万円であります。

13	.		退職給付に関する事項は次のとおりであります。
（1）	採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金
制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定拠出型の制度
として確定拠出年金制度を設けております。なお、一部の制度について
は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法（期末自己都合法）を採用して
おります。

（2）確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む）
①退職給付債務の当期首残高と当期末残高の調整表
 退職給付債務の期首残高	 	 52,467百万円
  勤務費用	 	 2,933百万円
  利息費用	 	 189百万円
  数理計算上の差異の当期発生額	 	 1,288百万円
  退職給付の支払額	 △	 3,174百万円
  過去勤務費用の当期発生額	 △	 3,591百万円
  その他	 △	 994百万円
 退職給付債務の期末残高	 	 49,117百万円
(※)		当連結会計年度における、退職一時金制度から確定拠出年金制
度への一部移行に伴う影響額は次のとおりであります。
退職給付債務の減少	 	 990百万円
未認識数理計算上の差異	 △	 50百万円
退職給付引当金の減少	 	 940百万円
また、確定拠出年金制度への資産移換額は596百万円であり、４
年間で移換する予定であります。
なお、当連結会計年度末時点の未移換額446百万円は、その他
負債に計上しております。

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
 年金資産の期首残高	 	 168百万円
  期待運用収益	 	 2百万円
  数理計算上の差異の発生額	 △	 0百万円
  退職給付の支払額	 △	 31百万円
 年金資産の期末残高	 	 138百万円
③	退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上さ
れた退職給付に係る負債の調整表
 積立型制度の退職給付債務	 	 275百万円
 年金資産	 △	 138百万円
 	 	 137百万円
 非積立型制度の退職給付債務	 	 48,841百万円
 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額		 48,978百万円

 退職給付に係る負債	 	 48,978百万円
 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額		 48,978百万円

く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（1965
年 政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同
項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸
付金以外の貸付金であります。
貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日
を起算日として３ヵ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。
貸付金のうち、貸付条件緩和債権額はありません。
なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ
月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。

10	.		責任準備金には、修正共同保険式再保険に付した部分に相当する責任準備
金86,860百万円を含んでおります。

11	.		保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当連
結会計年度末における当社及び連結子会社の今後の負担見積額は8,853
百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理し
ております。

12	.		保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に
規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」と
いう。）の金額は3,044百万円であり、同規則第71条第1項に規定する再保
険に付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の
金額は37,039百万円であります。

13	.		退職給付に関する事項は次のとおりであります。
（1）採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金
制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定拠出型の制度
として確定拠出年金制度を設けております。なお、一部の制度について
は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法（期末自己都合要支給額）を
採用しております。

（2）確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む）
①退職給付債務の当期首残高と当期末残高の調整表
 退職給付債務の期首残高	 	 52,423百万円
  勤務費用	 	 3,118百万円
  利息費用	 	 257百万円
  数理計算上の差異の当期発生額	 △	 300百万円
  退職給付の支払額	 △	 3,032百万円
 退職給付債務の期末残高	 	 52,467百万円

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
 年金資産の期首残高	 	 200百万円
  期待運用収益	 	 2百万円
  数理計算上の差異の発生額	 △	 0百万円
  退職給付の支払額	 △	 32百万円
 年金資産の期末残高	 	 168百万円
③	退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上さ
れた退職給付に係る負債の調整表
 積立型制度の退職給付債務	 	 294百万円
 年金資産	 △	 168百万円
	 	 125百万円
 非積立型制度の退職給付債務	 	 52,172百万円
 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額		 52,298百万円

 退職給付に係る負債	 	 52,298百万円
 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額		 52,298百万円

2016年度 2017年度
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④退職給付費用及びその内訳項目の金額
 勤務費用	 	 2,933百万円
 利息費用	 	 189百万円
 期待運用収益	 △	 2百万円
 数理計算上の差異の費用処理額	 	 2,020百万円
 過去勤務費用の費用処理額	 	 42百万円
 その他	 △	 354百万円
 確定給付制度に係る退職給付費用	 	 4,829百万円
⑤退職給付に係る調整額
 	退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次
のとおりであります。
 数理計算上の差異	 	 782百万円
 過去勤務費用	 	 3,633百万円
 合計	 	 4,416百万円
⑥退職給付に係る調整累計額
 	退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳
は以下のとおりであります。
 未認識数理計算上の差異	 	 2,965百万円
 未認識過去勤務費用	 △	 3,554百万円
 確定給付制度に係る退職給付費用	 △	 588百万円
⑦年金資産に関する事項
 1）年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであ
ります。
債券	 95％
株式	 4％
貸付金	 1％
合計	 100％

 2）長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想さ
れる年金資産の分配と、年金資産を構成する多様な資産からの現
在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑧数理計算上の計算基礎に関する事項
 	当期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであり
ます。
  割引率	 主として0.48％
  長期期待運用収益率	 1.25％

（３）確定拠出制度
当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は1,113百万円で
あります。

14	.		繰延税金資産の総額は57,311百万円、繰延税金負債の総額は96,720
百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は
1,471百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、退職給付に係る負債13,860
百万円、危険準備金12,286百万円、価格変動準備金11,597百万円、
IBNR備金5,460百万円、有価証券減損額5,033百万円、減価償却超過額
2,467百万円、賞与引当金1,370百万円、異常危険準備金727百万円であ
ります。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金
70,336百万円、繰延ヘッジ利益26,153百万円であります。
当連結会計年度における法定実効税率は28.24％であり、法定実効税率と
税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な内訳は、のれ
ん償却額等永久に損金に算入されない項目11.87％によるものでありま
す。

④退職給付費用及びその内訳項目の金額
 勤務費用	 	 3,118百万円
 利息費用	 	 257百万円
 期待運用収益	 △	 2百万円
 数理計算上の差異の当期の費用処理額	 	 1,819百万円
 過去勤務費用の当期の費用処理額	 	 174百万円
 確定給付制度に係る退職給付費用	 	 5,368百万円

⑤退職給付に係る調整額
 	退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次
のとおりであります。
 数理計算上の差異	 	 2,119百万円
 過去勤務費用	 	 174百万円
 合計	 	 2,293百万円
⑥退職給付に係る調整累計額
 	退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳
は以下のとおりであります。
 未認識数理計算上の差異	 	 3,748百万円
 未認識過去勤務費用	 	 79百万円
 確定給付制度に係る退職給付費用	 	 3,827百万円
⑦年金資産に関する事項
 1年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであり
ます。
債券	 95％
株式	 4％
貸付金	 1％
合計	 100％

 2長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想さ
れる年金資産の分配と、年金資産を構成する多様な資産からの現
在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑧数理計算上の計算基礎に関する事項
 	当期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであり
ます。
  割引率	 主として0.63％
  長期期待運用収益率	 1.25％

（3）確定拠出制度
当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は320百万円であ
ります。

14	.		繰延税金資産の総額は58,386百万円、繰延税金負債の総額は94,870
百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は
1,763百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、退職給付に係る負債13,551
百万円、危険準備金11,887百万円、価格変動準備金10,895百万円、有
価証券減損額5,211百万円、IBNR備金4,828百万円、賞与引当金1,290
百万円、異常危険準備金1,001百万円であります。繰延税金負債の発生の
主な原因は、その他有価証券評価差額金67,832百万円、繰延ヘッジ利益
26,428百万円であります。
当連結会計年度における法定実効税率は28.24％であり、法定実効税率と
税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な内訳は、のれ
ん償却額等永久に損金に算入されない項目17.53％によるものでありま
す。

2016年度 2017年度
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	1	.		その他経常収益には年金特約取扱受入金3,317百万円を含んでおります。
	2	.		有価証券売却損の内訳は、外国証券8,439百万円、国債等債券852百万
円、その他の証券91百万円、株式17百万円であります。

	3	.		支払備金繰入額の計算上、足し上げられた出再支払備金戻入額は859
百万円、責任準備金繰入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入
額は、380百万円であります。

	4	.		保険料等収入には、修正共同保険式再保険に係る出再保険事業費受入
698百万円及び再保険会社からの出再保険責任準備金調整額14,868
百万円等を含んでおります。

	5	.		再保険料には、修正共同保険式再保険に係る再保険会社への出再保険責
任準備金移転額等15,989百万円を含んでおります。

	6	.		固定資産等処分損の主な内訳は、その他無形固定資産610百万円、ソフト
ウエア105百万円、不動産52百万円、その他有形固定資産7百万円であり
ます。

	7	.		減価償却実施額は次のとおりであります。
有形固定資産	 573百万円
（うち賃貸用不動産等）	 40百万円
無形固定資産	 4,242百万円

	8	.		有価証券売却益の内訳は、国債等債券21,038百万円、外国証券4,171
百万円、株式705百万円、その他の証券315百万円であります。

	9	.		有価証券評価損の内訳は、外国証券421百万円であります。
10	.		 

11	.		その他特別利益の主な内訳は、確定拠出年金制度への移行による354百万
円であります。

12	.		その他特別損失の主な内訳は、当連結会計年度の当社の個別財務諸表に
おいて、関係会社株式の減損処理を行ったことによるのれんの一時償却額
2,795百万円であります。

	1	.		その他経常収益には年金特約取扱受入金2,435百万円を含んでおります。
	2	.		有価証券売却損の内訳は、外国証券7,381百万円、国債等債券458百万
円、株式422百万円、その他の証券114百万円であります。

	3	.		支払備金繰入額の計算上、足し上げられた出再支払備金戻入額は1,195
百万円、責任準備金繰入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入
額は、575百万円であります。

	4	.		保険料等収入には、修正共同保険式再保険に係る出再保険事業費受入
929百万円及び再保険会社からの出再保険責任準備金調整額16,340
百万円等を含んでおります。

	5	.		再保険料には、修正共同保険式再保険に係る再保険会社への出再保険責
任準備金移転額等16,435百万円を含んでおります。

	6	.		固定資産等処分損の主な内訳は、ソフトウエア63百万円、その他無形固定
資産13百万円、その他有形固定資産９百万円、不動産６百万円であります。

	7	.		減価償却実施額は次のとおりであります。
有形固定資産	 610百万円
（うち賃貸用不動産等）	 30百万円
無形固定資産	 3,890百万円

	8	.		有価証券売却益の内訳は、国債等債券38,709百万円、外国証券3,284
百万円、株式134百万円、その他の証券３百万円であります。

	9	.		有価証券評価損の内訳は、外国証券1,516百万円であります。
10	.		固定資産の減損損失に関する事項は次のとおりであります。
（1）資産のグルーピングの方法

保険事業の用に供している固定資産等については、保険事業全体で１
つの資産グループとしております。また、賃貸用不動産等については、
それぞれの物件ごとに１つの資産グループとしております。

（2）減損損失の認識に至った経緯
対象地域の地価下落、及び収益査定の結果、収支の悪化が見受けられ
る賃貸用不動産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（3）減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の内訳

用途 種類 場所 減損損失（百万円）
土地 建物等 計

賃貸用
不動産等

土地及び
建物等

北海道
釧路市 17 12 29

賃貸用
不動産等 建物等 鹿児島県

鹿屋市 ー 4 ４

（4）回収可能価額の算定方法
回収可能価額は、賃貸用不動産等については、物件により使用価値又
は正味売却価額のいずれか高い価額としております。
なお、使用価値については、将来キャッシュ・フローを不動産鑑定評価に
基づく還元利回り（12.0～13.5％）で割り引いて算定しております。
また、正味売却価額については、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評
価額等から処分費用見込額を控除して算定しております。

11	.		 	

12	.		 

2016年度

（連結損益計算書関係）
2017年度
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（連結株主資本等変動計算書関係）

	1	.		発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事
項		 （単位	：	株）

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式
 普通株式 7,852,649.53 ー ー 7,852,649.53
   合計 7,852,649.53 ー ー 7,852,649.53
自己株式
 普通株式 53,199.52 ー ー 53,199.52
   合計 53,199.52 ー ー 53,199.52

	2	.		配当に関する事項
（1）配当金支払額

2016年６月14日の取締役会において、次のとおり決議しております。
◦普通株式の配当に関する事項
①配当金の総額	 28,935百万円
②１株当たり配当額	 3,710円
③基準日	 2016年３月31日
④効力発生日	 2016年６月28日

（2）	基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌
連結会計年度となるもの
2017年６月13日開催の取締役会において、次のとおり決議しておりま
す。
◦普通株式の配当に関する事項
 配当金の総額	 16,924百万円
 配当の原資	 利益剰余金
 １株当たり配当額	 2,170円
 基準日	 2017年３月31日
 効力発生日	 2017年６月28日

2016年度 2017年度

	1	.		発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事
項		 （単位	：	株）

株式の種類 当期首株式数
当年度
増加株式数

当年度
減少株式数

当年度末株式数

発行済株式
 普通株式 7,852,649.53 ー ー 7,852,649.53
   合計 7,852,649.53 ー ー 7,852,649.53
自己株式
 普通株式 53,199.52 ー ー 53,199.52
   合計 53,199.52 ー ー 53,199.52

	2	.		配当に関する事項
（1）配当金支払額

2017年6月13日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
◦普通株式の配当に関する事項
 配当金の総額	 16,924百万円
 １株当たり配当額	 2,170円
 基準日	 2017年3月31日
 効力発生日	 2017年6月28日

（2）	基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結
会計年度となるもの
2018年6月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しておりま
す。
◦普通株式の配当に関する事項
 配当金の総額	 20,980百万円
 配当の原資	 利益剰余金
 １株当たり配当額	 2,690円
 基準日	 2018年３月31日
 効力発生日	 2018年６月27日

（連結包括利益計算書関係）

◦その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
その他有価証券評価差額金
当期発生額	 △	 17,815百万円
組替調整額	 △	 32,483百万円
 税効果調整前	 △	 50,299百万円
 税効果額	 	 14,047百万円
 その他有価証券評価差額金	 △	 36,251百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額	 △	 21,290百万円
組替調整額	 	 ―百万円
 税効果調整前	 △	 21,290百万円
 税効果額	 	 5,961百万円
 繰延ヘッジ損益	 △	 15,329百万円

退職給付に係る調整累計額
当期発生額	 	 2,293百万円
組替調整額	 	 ―百万円
 税効果調整前	 	 2,293百万円
 税効果額	 △	 641百万円
 退職給付に係る調整累計額	 	 1,652百万円

その他の包括利益合計	 △	 49,928百万円

◦その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
その他有価証券評価差額金
当期発生額	 	 24,726百万円
組替調整額	 △	 15,783百万円
 税効果調整前	 	 8,942百万円
 税効果額	 △	 2,503百万円
 その他有価証券評価差額金	 	 6,438百万円

繰延ヘッジ損益
当期発生額	 △	 981百万円
組替調整額	 	 ―百万円
 税効果調整前	 △	 981百万円
 税効果額	 	 274百万円
 繰延ヘッジ損益	 △	 706百万円

退職給付に係る調整累計額
当期発生額	 	 4,416百万円
組替調整額	 	 ―百万円
 税効果調整前	 	 4,416百万円
 税効果額	 △	 1,237百万円
 退職給付に係る調整累計額	 	 3,178百万円

その他の包括利益合計	 	 8,910百万円

2016年度 2017年度



Ⅹ

117

（金融商品関係）

	1	.		金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

一般勘定の資産運用は、生命保険会社の資産の性格（将来の保険金支払等に備える準備金に対応）に基づき、安全性・収益性・流動性に十分配慮しながら、
中長期的に安定した収益の確保を目指すことを運用の基本方針としております。
また、生命保険会社の負債特性（超長期の金利リスクなど）を考慮し、ALMの観点から主として債券への投資を行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は、有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む。）では、主に国債、外国証券（社債等に投資して
いる円貨建外国投資信託、外貨建公社債、オルタナティブ）、株式に投資しており、「満期保有目的」、「責任準備金対応債券」及び「その他目的」区分で保有し
ております。貸付金は、保険約款貸付を除く一般貸付の多くはグループ向けとなっており、同一人規制の範囲内で融資を行っております。それぞれ発行体
の信用リスク、金利変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。有価証券・貸付金には流動性リスクが存在しますが、資産・負債の統合管理
を行う中で、資金調達に係る流動性リスクも含め、総括的に管理しております。
またALM、中長期的経営の健全性の観点から保有資産の安定的かつ効率的な運用を目指し、市場リスクのヘッジを主たる目的として金融派生商品（デリバ
ティブ）取引を利用しております。取組みにあたり、金融派生商品（デリバティブ）の利用目的、各種リスクを厳格に管理し運営することを基本方針としており
ます。
当社の行う金融派生商品（デリバティブ）取引には、主にALMの一環として保有する債券の価格変動を相殺する目的及び保険負債にかかわる金利変動リス
クをヘッジする目的で行う金利スワップ取引があり、ヘッジ会計を適用しております。また、株式の価格変動リスクをヘッジするためエクイティスワップ取引
を行っており、ヘッジ会計を適用しております。外国証券の多くは円貨建外国投資信託ですが、一部の外貨建証券には為替変動リスクがあるため、投資時に
為替予約取引を行うことにより当該リスクを回避しヘッジ会計を適用しております。
借入金は外貨建変動金利でありますが、通貨スワップ取引により為替リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。金融派生商品（デリバティブ）取引は
上記のリスクヘッジ目的の通貨スワップ取引が該当いたします。カウンターパーティはシングルA格付けを保有する親会社であるため、信用リスクは僅少
であります。
金融派生商品（デリバティブ）取引は、市場リスク及び信用リスクを内包しております。市場リスクとは市場金利の変動、為替相場の変動、有価証券の価格の
変動等によって発生する損失に係るリスクであり、信用リスクとは、取引相手先の契約不履行に係るリスクとなります。このうち信用リスクに関しては、金融
派生商品（デリバティブ）取引の契約先を中央清算機関（CCP）または国際的に優良な銀行、証券会社に分散し、かつISDAマスター契約に付属するクレジッ
ト・フォーム（クレジット・サポート・アネックス（CSA））による担保付取引を利用することにより相手方の契約不履行によるリスクを軽減しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
一般勘定の金融資産に係るリスク管理体制は次のとおりです。リスク管理部門と運用部門を分離して相互牽制が十分に機能する体制とし、リスク管理状況
については四半期ごとにALMサブコミッティ及びRMサブコミッティに報告して経営陣による管理状況の確認及び管理方針の協議を行っております。この
ほか、リスク管理体制及び管理状況について監査部門がチェックすることとしております。
①信用リスクの管理
 	当社の資産運用リスク管理規則及び審査・与信管理内規に従い、有価証券及び貸付金の一部について、個別案件ごとの与信審査、同一取引先に対する
格付に応じた与信枠の設定・管理、問題債権への対応などを行っております。
 	金融派生商品（デリバティブ）取引のカウンターパーティリスクに関しては、担保も勘案した取引の時価（再構築コスト）と再構築コストの潜在的リスク（ポ
テンシャル・エクスポージャー）を対象にカウンターパーティごとに与信枠を設定して管理を行っております。
②市場リスクの管理
 1金利リスクの管理

当社の資産運用リスク管理規則／内規に従い、所定の金利ストレスシナリオ下でも企業価値や会計上の諸指標等が所定の水準を上回るよう、金融資
産と保険負債のネットの金利感応度に上限値を設定し、リスク管理部門が月次でモニタリングを行っております。

 2為替リスクの管理
為替リスクは原則として金融派生商品（デリバティブ）取引等によりヘッジすることとしております。

 3価格変動リスクの管理
当社の資産運用リスク管理規則／内規に従い、所定のストレスシナリオ下でも企業価値や会計上の諸指標等が所定の水準を満たすよう、有価証券の
うちオルタナティブ資産や社債等への投資比率に上限値を設定し、リスク管理部門が月次でモニタリングを行っております。

③流動性リスクの管理
 	当社の資産運用リスク管理規則／内規に従い、所定のリスクシナリオ下でも資金繰りを確保できるよう、一般勘定で想定される最大のキャッシュアウトフ
ローをまかなえるだけの流動性資産を保持することとしております。また、当社の流動性資金関連内規に従い、保険契約の解約返戻金流出状況等に応じ
た資金繰りが資金繰り管理部門によりなされていることを、リスク管理部門が検証する体制としております。
 	これらの管理に加え、当社の流動性資金関連内規に従い、資金繰りに関する不測の事態への対応として金融機関等と資金調達のための契約を締結し、
定期的に見直しております。

2016年度

	1	.		現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目
の金額との関係

	 （2017年３月31日）
現金及び預貯金	 122,324百万円
現金及び現金同等物	 122,324百万円

	2	.	「利息及び配当金等の受取額」及び「有価証券の取得による支出」には、外
国投資信託の再投資分6,304百万円及び国内投資信託の再投資分366
百万円が含まれております。

	3	.		重要な非資金取引の内訳
2016年５月に外国投資信託の一部を他の外国投資信託に現物移管を行
いました。

有価証券の減少額	 10,229百万円
有価証券の増加額	 11,929百万円

	4	.		投資活動によるキャッシュ・フローの資産運用活動計の直前の「その他」に
は、金利スワップ集中決済のための証拠金支払47,524百万円が含まれて
おります。

2016年度 2017年度

	1	.		現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目
の金額との関係

	 （2018年３月31日）
現金及び預貯金	 128,431百万円
現金及び現金同等物	 128,431百万円

	2	.	「利息及び配当金等の受取額」及び「有価証券の取得による支出」には、外
国投資信託の再投資分2,650百万円及び国内投資信託の再投資分353
百万円が含まれております。

	3	.		

	4	.		

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）



118

2016年度

	2	.		金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注2）参照）

（単位	：	百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）	現金及び預貯金 122,324 122,324 ー
（2）	債券貸借取引支払保証金 67,921 67,921 ー
（3）	有価証券（＊1） 6,306,839 6,510,928 204,088

①売買目的有価証券 833,330 833,330 ー
②満期保有目的の債券 1,102,938 1,217,733 114,794
③責任準備金対応債券 674,574 763,869 89,294
④その他有価証券 3,695,995 3,695,995 ー

（4）	貸付金 159,419 167,846 8,427
①保険約款貸付（＊2） 82,920 82,912 ー
②一般貸付（＊2） 77,078 84,934 8,427
貸倒引当金（＊3） △       580 ー ー

（5）	金融派生商品 104,094 104,094 ー
ヘッジ会計が適用されていないもの 4,963 4,963 ー
ヘッジ会計が適用されているもの 99,130 99,130 ー

（6）	金融商品等差入担保金 47,524 47,524 ー
資産計 6,808,122 7,020,639 212,516

（1）	金融派生商品 213,371 213,371 ー
ヘッジ会計が適用されていないもの 9,634 9,634 ー
ヘッジ会計が適用されているもの 203,737 203,737 ー

（2）	債券貸借取引受入担保金 992,809 992,809 ー
（3）	借入金 19,885 19,885 ー

負債計 1,226,066 1,226,066 ー
（＊1）時価を把握することが極めて困難な有価証券は含まれておりません。
（＊2）差額欄は、貸倒引当金を控除した貸借対照表計上額と、時価との差額を記載しております。
（＊3）貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預貯金

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
（2）債券貸借取引支払保証金

受取金利が変動金利であるため変動金利貸付と同様の方法によっております。
（3）有価証券

◦市場価格のあるもの
 その他有価証券の株式については、3月中の市場価格等の平均によっております。
 	上記以外については3月末日の市場価格等によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照
ください。
◦市場価格のないもの
 将来キャッシュ・フローを合理的に見積ることが可能な資産はそれらを現在価値に割り引いた価格によっております。

（4）貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価
額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿価額を時価としております。
一般貸付のうち、残存期間が1年超の固定金利貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを信用リスクを考慮した割引率により現在価値へ割り
引いた価格によっております。また変動金利貸付については、市場金利の変動が将来発生するキャッシュ・フローに短期間で反映されることから帳簿価額と
時価が近似するものと考え当該帳簿価額を時価とみなしております。
同様に残存期間が1年以下の貸付金についても、市場金利の変動が時価に与える影響が小さいと考えられるため、当該帳簿価額を時価とみなしておりま
す。
なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。

（5）金融派生商品
①為替予約取引の時価については、先物為替相場により算出した理論価格を使用しております。
②スワップ取引、オプション取引については、取引証券会社等から提示された価格について、原則としてその妥当性を検証したうえで時価としております。

（6）金融商品等差入担保金
価格変動は軽微と考え帳簿価額を時価としております。

負 債
（1）金融派生商品

資産（5）金融派生商品に記載と同様の方法によっております。
（2）債券貸借取引受入担保金

期間1年以内の短期取引であることから金利変動による価格変動は軽微と考え帳簿価額を時価としております。
（3）借入金

変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似
していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。
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2016年度

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位	：	百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 1,390
組合出資金等 39,080
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位	：	百万円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
有価証券
満期保有目的の債券（国債） ー 48,400 269,100 571,800
満期保有目的の債券（社債） ー ー ー 24,200
満期保有目的の債券（外国公社債） ー 86,386 1,000 80,000
責任準備金対応債券（国債） ー 175,100 10,000 373,520
責任準備金対応債券（社債） ー ー ー 20,000
責任準備金対応債券（外国公社債） 3,000 ー ー 183,446
その他有価証券のうち満期があるもの（国債） ー 244,700 413,550 1,041,148
その他有価証券のうち満期があるもの（地方債） ー ー 1,700 ー
その他有価証券のうち満期があるもの（社債） 2,348 13,428 4,100 29,835
その他有価証券のうち満期があるもの（外国公社債） 16,336 19,868 18,300 50,056
貸付金（＊） 28 16 62,009 15,024

合 計 21,713 587,899 779,759 2,389,031
（＊）貸付金のうち、保険約款貸付等、償還予定額が見込めない82,920百万円は含めておりません。

（注4）借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位	：	百万円）

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
借入金 ー 19,885 ー ー ー ー
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	1	.		金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

一般勘定の資産運用は、生命保険会社の資産の性格（将来の保険金支払等に備える準備金に対応）に基づき、安全性・収益性・流動性に十分配慮しながら、
中長期的に安定した収益の確保を目指すことを運用の基本方針としております。
また、生命保険会社の負債特性（超長期の金利リスクなど）を考慮し、ALMの観点から主として債券への投資を行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は、有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む。）では、主に国債、外国証券（社債等に投資して
いる円貨建外国投資信託、外貨建公社債、オルタナティブ）、株式に投資しており、「満期保有目的」、「責任準備金対応債券」及び「その他目的」区分で保有し
ております。貸付金は、保険約款貸付を除く一般貸付の多くはグループ向けとなっており、同一人規制の範囲内で融資を行っております。それぞれ発行体
の信用リスク、金利変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。有価証券・貸付金には流動性リスクが存在しますが、資産・負債の統合管理
を行う中で、資金調達に係る流動性リスクも含め、総括的に管理しております。
またALM、中長期的経営の健全性の観点から保有資産の安定的かつ効率的な運用を目指し、市場リスクのヘッジを主たる目的として金融派生商品（デリバ
ティブ）取引を利用しております。取組みにあたり、金融派生商品（デリバティブ）の利用目的、各種リスクを厳格に管理し運営することを基本方針としており
ます。
当社の行う金融派生商品（デリバティブ）取引には、主にALMの一環として保有する債券の価格変動を相殺する目的及び保険負債にかかわる金利変動リス
クをヘッジする目的で行う金利スワップ取引があり、ヘッジ会計を適用しております。また、株式の価格変動リスクをヘッジするためエクイティスワップ取引
を行っており、ヘッジ会計を適用しております。外国証券の多くは円貨建外国投資信託ですが、一部の外貨建証券には為替変動リスクがあるため、投資時に
為替予約取引を行うことにより当該リスクを回避しヘッジ会計を適用しております。
借入金は外貨建変動金利でありますが、通貨スワップ取引により為替リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。金融派生商品（デリバティブ）取引は
上記のリスクヘッジ目的の通貨スワップ取引が該当いたします。カウンターパーティはシングルA格付けを保有する親会社であるため、信用リスクは僅少
であります。
金融派生商品（デリバティブ）取引は、市場リスク及び信用リスクを内包しております。市場リスクとは市場金利の変動、為替相場の変動、有価証券の価格の
変動等によって発生する損失に係るリスクであり、信用リスクとは、取引相手先の契約不履行に係るリスクとなります。このうち信用リスクに関しては、金融
派生商品（デリバティブ）取引の契約先を中央清算機関（CCP）または国際的に優良な銀行、証券会社に分散し、かつISDAマスター契約に付属するクレジッ
ト・フォーム（クレジット・サポート・アネックス（CSA））による担保付取引を利用することにより相手方の契約不履行によるリスクを軽減しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
	一般勘定の金融資産に係るリスク管理体制は次のとおりです。リスク管理部門と運用部門を分離して相互牽制が十分に機能する体制とし、リスク管理状況
については四半期ごとにALMサブコミッティおよびRMサブコミッティに報告して経営陣による管理状況の確認及び管理方針の協議を行っております。こ
のほか、リスク管理体制及び管理状況について監査部門がチェックすることとしております。
①信用リスクの管理
 	当社の資産運用リスク管理規則及び審査・与信管理内規に従い、有価証券及び貸付金の一部について、個別案件ごとの与信審査、同一取引先に対する
格付に応じた与信枠の設定・管理、問題債権への対応などを行っております。
 	金融派生商品（デリバティブ）取引のカウンターパーティリスクに関しては、担保も勘案した取引の時価（再構築コスト）と再構築コストの潜在的リスク（ポ
テンシャル・エクスポージャー）を対象にカウンターパーティごとに与信枠を設定して管理を行っております。
②市場リスクの管理
 1）金利リスクの管理

資産運用リスク管理規則／内規に従い、所定の金利ストレスシナリオ下でも企業価値や会計上の諸指標等が所定の水準を上回るよう、金融資産と保
険負債のネットの金利感応度に上限値を設定し、リスク管理部門が月次でモニタリングを行っております。

 2）為替リスクの管理
	為替リスクは原則として金融派生商品（デリバティブ）取引等によりヘッジすることとしております。

 3）価格変動リスクの管理
資産運用リスク管理規則／内規に従い、所定のストレスシナリオ下でも企業価値や会計上の諸指標等が所定の水準を満たすよう、有価証券のうちオ
ルタナティブ資産や社債等への投資比率に上限値を設定し、リスク管理部門が月次でモニタリングを行っております。

③流動性リスクの管理
 	当社の資産運用リスク管理規則／内規に従い、所定のリスクシナリオ下でも資金繰りを確保できるよう、一般勘定で想定される最大のキャッシュアウトフ
ローをまかなえるだけの流動性資産を保持することとしております。また、当社の流動性資金関連内規に従い、保険契約の解約返戻金流出状況等に応じ
た資金繰りが資金繰り管理部門によりなされていることを、リスク管理部門が検証する体制としております。
 	これらの管理に加え、当社の流動性資金関連内規に従い、資金繰りに関する不測の事態への対応として金融機関等と資金調達のための契約を締結し、
定期的に見直しております。

2017年度
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	2	.		金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注2）参照）

（単位	：	百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）	現金及び預貯金 128,431 128,431 ー
（2）	債券貸借取引支払保証金 33,158 33,158 ー
（3）	有価証券（＊1） 6,454,463 6,681,147 226,683

①売買目的有価証券 832,375 832,375 ー
②満期保有目的の債券 1,234,784 1,368,021 133,237
③責任準備金対応債券 685,646 779,091 93,445
④その他有価証券 3,701,658 3,701,658 ー

（4）	貸付金 156,161 167,743 11,581
①保険約款貸付（＊2） 79,255 79,247 ー
②一般貸付（＊2） 77,061 88,495 11,581
貸倒引当金（＊3） △       155 ー ー

（5）	金融派生商品 107,892 107,892 ー
ヘッジ会計が適用されていないもの 6,098 6,098 ー
ヘッジ会計が適用されているもの 101,793 101,793 ー

（6）	金融商品等差入担保金 49,143 49,143 ー
資産計 6,929,251 7,167,516 238,265

（1）	金融派生商品 203,708 203,708 ー
ヘッジ会計が適用されていないもの 7,778 7,778 ー
ヘッジ会計が適用されているもの 195,929 195,929 ー

（2）	債券貸借取引受入担保金 980,432 980,432 ー
（3）	借入金 21,666 21,666 ー

負債計 1,205,807 1,205,807 ー
（＊1）時価を把握することが極めて困難な有価証券は含まれておりません。
（＊2）差額欄は、貸倒引当金を控除した貸借対照表計上額と、時価との差額を記載しております。
（＊3）貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預貯金

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
（2）債券貸借取引支払保証金

受取金利が変動金利であるため変動金利貸付と同様の方法によっております。
（3）有価証券

◦市場価格のあるもの
 その他有価証券の株式については、3月中の市場価格等の平均によっております。
 	上記以外については3月末日の市場価格等によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照
ください。
◦市場価格のないもの
 将来キャッシュ・フローを合理的に見積ることが可能な資産はそれらを現在価値に割り引いた価格によっております。

（4）貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価
額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。
一般貸付のうち、残存期間が1年超の固定金利貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを信用リスクを考慮した割引率により現在価値へ割り
引いた価格によっております。また変動金利貸付については、市場金利の変動が将来発生するキャッシュ・フローに短期間で反映されることから帳簿価額と
時価が近似するものと考え当該帳簿価額を時価とみなしております。
同様に残存期間が1年以下の貸付金についても、市場金利の変動が時価に与える影響が小さいと考えられるため、当該帳簿価額を時価とみなしておりま
す。
なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。

（5）金融派生商品
①為替予約取引の時価については、先物為替相場により算出した理論価格を使用しております。
②スワップ取引、オプション取引については、取引証券会社等から提示された価格について、原則としてその妥当性を検証したうえで時価としております。

（6）金融商品等差入担保金
価格変動は軽微と考え帳簿価額を時価としております。

負 債
（1）金融派生商品

資産（5）金融派生商品に記載と同様の方法によっております。
（2）債券貸借取引受入担保金

期間1年以内の短期取引であることから金利変動による価格変動は軽微と考え帳簿価額を時価としております。
（3）借入金

変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似
していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

2017年度
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2017年度

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
（単位	：	百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 1,966
組合出資金等 45,228
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証券」には含めておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位	：	百万円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
有価証券
満期保有目的の債券（国債） 48,400 ー 269,100 709,700
満期保有目的の債券（社債） ー ー ー 24,200
満期保有目的の債券（外国公社債） ー 82,804 ー 80,000
責任準備金対応債券（国債） ー 145,100 10,000 383,520
責任準備金対応債券（社債） ー ー ー 20,000
責任準備金対応債券（外国公社債） ー ー ー 244,922
その他有価証券のうち満期があるもの（国債） 15,700 229,000 413,550 1,069,448
その他有価証券のうち満期があるもの（地方債） ー ー 1,700 ー
その他有価証券のうち満期があるもの（社債） 5,561 11,138 3,100 29,795
その他有価証券のうち満期があるもの（外国公社債） 18,366 2,118 19,500 54,980
貸付金（＊） 19 13 62,005 15,023

合 計 88,046 470,176 778,955 2,631,589
（＊）貸付金のうち、保険約款貸付等、償還予定額が見込めない79,255百万円は含めておりません。

（注4）借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位	：	百万円）

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
借入金 21,666 ー ー ー ー ー
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（有価証券関係）

1. 売買目的有価証券
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額      31,867百万円

2. 満期保有目的の債券
（単位	：	百万円）

区 分 連結決算日における連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 差 額
時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 842,565 987,332 144,766
時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 260,373 230,401 △ 29,972

合 計 1,102,938 1,217,733 114,794

3. 責任準備金対応債券
（単位	：	百万円）

区 分 連結決算日における連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 差 額
時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 536,977 643,761 106,783
時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 137,597 120,107 △ 17,489

合 計 674,574 763,869 89,294

4. その他有価証券
（単位	：	百万円）

区 分 連結決算日における連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 差 額
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
 公社債 1,936,744 1,721,316 215,427
 株式 46,426 29,533 16,892
 外国証券 264,400 218,210 46,190
 その他 206,892 201,513 5,378

小 計 2,454,463 2,170,574 283,889
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
 公社債 115,064 123,223 △ 8,158
 株式 11,013 11,620 △ 606
 外国証券 1,113,614 1,146,366 △ 32,751
 その他 42,026 42,139 △ 112

小 計 1,281,720 1,323,350 △ 41,629
合 計 3,736,183 3,493,924 242,259

（注）	有価証券について1,516百万円（その他有価証券で時価のある外国証券1,516百万円）の減損処理を行っております。なお、当該有価証券等の減損
にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％を超えて下落した場合には全て減損処理を行い、30％以上50％以下の下落の場
合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。また、今般の金融市場の混乱に鑑み、一
部の外国証券については、時価の下落率が30％未満であっても回復可能性を勘案し、減損処理を行っております。

5. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
該当事項はありません。

6. 当連結会計年度中に売却した責任準備金対応債券
該当事項はありません。

7. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位	：	百万円）

区 分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
公社債 253,096 38,709 458
株式 3,276 134 422
外国証券 284,072 3,284 7,381
その他 9,109 3 114

合 計 549,555 42,131 8,376

8. 保有目的を変更した有価証券
該当事項はありません。  

2016年度
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2017年度

1. 売買目的有価証券
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額      38,204百万円

2. 満期保有目的の債券
（単位	：	百万円）

区 分 連結決算日における連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 差 額
時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 988,648 1,144,393 155,745
時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 246,135 223,628 △ 22,507

合 計 1,234,784 1,368,021 133,237

3. 責任準備金対応債券
（単位	：	百万円）

区 分 連結決算日における連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 差 額
時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 526,603 633,829 107,225
時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 159,042 145,262 △ 13,780

合 計 685,646 779,091 93,445

4. その他有価証券
（単位	：	百万円）

区 分 連結決算日における連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 差 額
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
 公社債 1,971,760 1,765,478 206,281
 株式 56,625 34,621 22,004
 外国証券 339,699 290,327 49,371
 その他 286,543 275,869 10,674

小 計 2,654,629 2,366,296 288,332
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
 公社債 95,083 99,585 △ 4,502
 株式 10,580 11,052 △ 471
 外国証券 938,210 970,138 △ 31,928
 その他 49,952 50,179 △ 227

小 計 1,093,826 1,130,956 △ 37,130
合 計 3,748,455 3,497,253 251,202

（注）	有価証券について421百万円（その他有価証券で時価のある外国証券421百万円）の減損処理を行っております。なお、当該有価証券等の減損にあ
たっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％を超えて下落した場合には全て減損処理を行い、30％以上50％以下の下落の場合に
は、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。また、一部の外国証券については、時価の下
落率が30％未満であっても回復可能性を勘案し、減損処理を行っております。

5. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
該当事項はありません。

6. 当連結会計年度中に売却した責任準備金対応債券
（単位	：	百万円）

区 分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
公社債 30,563 558 ー
外国証券 1,852 ー 161

合 計 32,415 558 161

7. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位	：	百万円）

区 分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
公社債 121,118 20,479 852
株式 1,869 705 17
外国証券 237,472 4,171 8,277
その他 12,531 315 91

合 計 372,993 25,672 9,239

8. 保有目的を変更した有価証券
該当事項はありません。  
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（デリバティブ取引関係）

1. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
(1) 通貨関連

（単位	：	百万円）
区 分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時 価 評価損益

市場取引
以外の取引

通貨スワップ
 ユーロ変動受取/円固定支払 16,737 16,737 3,147 3,147
 円変動受取/ドル変動支払 77,189 77,189 △ 8,740 △ 8,740
為替予約
 売建
  EUR 94,761 ー △ 76 △ 76
  USD 28,884 ー 494 494
 買建
  EUR 94,279 ー 1 1
  USD 389 ー 2 2

合 計 312,242 93,927 △ 5,169 △ 5,169
（注）	時価の算定方法

通貨スワップ取引	………取引証券会社等から提示された価格について当社がその妥当性を検証した上で時価としております。
為替予約取引	……………先物為替相場により理論価格を算出しております。

(2) 金利関連
該当事項はありません。

(3) 株式関連
（単位	：	百万円）

区 分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時 価 評価損益
市場取引
以外の取引

株価指数オプション
 買建 4,298 618 497 76
エクイティリンクドスワップ 826 ー 1 23

合 計 5,124 618 499 99
（注）	時価の算定方法

株価指数オプション取引	·························取引証券会社から提示された価格に基づき算定しております。
エクイティリンクドスワップ取引	·············取引証券会社から提示された価格に基づき算定しております。

2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
(1) 通貨関連

（単位	：	百万円）
ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の

うち1年超 時 価

繰延ヘッジ 通貨スワップ
 ユーロ変動受取/円固定支払 外貨建借入金利息 16,737 16,737 △ 16

時価ヘッジ

為替予約
 売建
  EUR 外国債券・外国投資信託 218,565 ー 2,078
  USD 外国債券・外国投資信託 247,617 ー △ 1,360
  GBP 外国債券 10,713 ー 134
  SEK 外国債券 928 ー 0
買建
  EUR 外国債券 52,905 ー △ 615
  USD 外国債券 55,338 ー △ 1,106

合 計 602,806 16,737 △ 884
（注）	1.時価の算定方法

通貨スワップ取引	·············· 取引証券会社等から提示された価格について当社がその妥当性を検証した上で時価としております。
為替予約取引	····················· 先物為替相場により理論価格を算出しております。

2.外貨建借入金利息をヘッジ対象とする通貨スワップの時価は、当該評価差額を記載しております。
(2) 金利関連

（単位	：	百万円）
ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の

うち1年超 時 価

時価ヘッジ 金利スワップ
 変動金利受取/固定金利支払 国 債 809,950 809,950 △ 197,913

繰延ヘッジ 金利スワップ
 固定金利受取/変動金利支払 保険負債 582,300 572,100 94,469

合 計 1,392,250 1,382,050 △ 103,443
（注）	時価の算定方法

金利スワップ取引···········取引証券会社等から提示された価格について当社がその妥当性を検証した上で時価としております。
(3) 株式関連

（単位	：	百万円）
ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の

うち1年超 時 価
時価ヘッジ エクイティスワップ 株 式 32,729 ー △ 278

（注）	時価の算定方法
エクイティスワップ取引	··························取引証券会社から提示された価格について当社がその妥当性を検証した上で時価としております。

2016年度

（重要な後発事象）

該当ありません。
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1. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
(1) 通貨関連

（単位	：	百万円）
区 分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時 価 評価損益

市場取引
以外の取引

通貨スワップ
 ユーロ変動受取/円固定支払 16,737 ー 4,928 4,928
 円変動受取/ドル変動支払 77,189 77,189 △ 4,975 △ 4,975
為替予約
 売建
  EUR 107,514 ー △ 117 △ 117
  USD 7,450 ー 16 16
 買建
  EUR 108,738 ー △ 1,476 △ 1,476
  USD 5,716 ー △ 138 △ 138

合 計 323,346 77,189 △ 1,763 △ 1,763
（注）	時価の算定方法

通貨スワップ取引	………取引証券会社等から提示された価格について当社がその妥当性を検証した上で時価としております。
為替予約取引	……………先物為替相場により理論価格を算出しております。

(2) 金利関連
（単位	：	百万円）

区 分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時 価 評価損益
市場取引
以外の取引

スワップション
 買建 3,000 ー 31 △ 28

合 計 3,000 ー 31 △ 28

(3) 株式関連
（単位	：	百万円）

区 分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時 価 評価損益
市場取引
以外の取引

株価指数オプション
 買建 548 ー 51 0

合 計 548 ー 51 0
（注）	時価の算定方法

株価指数オプション取引	·························取引証券会社から提示された価格に基づき算定しております。
エクイティリンクドスワップ取引	·············取引証券会社から提示された価格に基づき算定しております。

2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
(1) 通貨関連

（単位	：	百万円）
ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の

うち1年超 時 価

繰延ヘッジ 通貨スワップ
 ユーロ変動受取/円固定支払 外貨建借入金利息 16,737 ー 109

時価ヘッジ

為替予約
 売建
  EUR 外国債券・外国投資信託 192,023 ー 1,656
  USD 外国債券・外国投資信託 199,244 ー 1,914
  GBP 外国債券 13,153 ー 364
  SEK 外国債券 939 ー 23

合 計 422,098 ー 4,068
（注）	1.時価の算定方法

通貨スワップ取引	·············· 取引証券会社等から提示された価格について当社がその妥当性を検証した上で時価としております。
為替予約取引	····················· 先物為替相場により理論価格を算出しております。

2.外貨建借入金利息をヘッジ対象とする通貨スワップの時価は、当該評価差額を記載しております。
(2) 金利関連

（単位	：	百万円）
ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の

うち1年超 時 価

時価ヘッジ 金利スワップ
 変動金利受取/固定金利支払 国 債 815,650 811,650 △ 195,640

繰延ヘッジ 金利スワップ
 固定金利受取/変動金利支払 保険負債 572,100 560,400 95,589

合 計 1,387,750 1,372,050 △ 100,050
（注）	時価の算定方法

金利スワップ取引···········取引証券会社等から提示された価格について当社がその妥当性を検証した上で時価としております。
(3) 株式関連

（単位	：	百万円）
ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の

うち1年超 時 価
時価ヘッジ エクイティスワップ 株 式 38,944 ー 1,846

（注）	時価の算定方法
エクイティスワップ取引	··························取引証券会社から提示された価格について当社がその妥当性を検証した上で時価としております。

2017年度
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（重要な後発事象）

2016年度 2017年度

当社は、2018年6月12日開催の取締役会において、2018年6月29日開催の
第19回定時株主総会に資本準備金及び利益準備金の額の減少について付議
することを決議し、同株主総会において承認可決されました。
（1）		資本準備金及び利益準備金の額の減少の目的

会社法第448条第1項の規定に基づき、資本準備金及び利益準備金の
額を減少し、その全額をその他資本剰余金及びその他利益剰余金に振
り替えることにより、今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保する
ものであります。

（2）		減少する資本準備金及び利益準備金の額
資本準備金の全額にあたる28,797,800,901円及び利益準備金の全
額にあたる7,581,065,409円を減少します。

（3）				資本準備金及び利益準備金の額の減少の日程
・取締役会決議日：2018年6月12日
・株主総会決議日：2018年6月29日
・債権者異議申述公告日：2018年7月2日
・債権者異議申述最終期日：2018年8月2日（予定）
・効力発生日：2018年8月3日（予定）
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-6 リスク管理債権の状況
（単位	：	百万円、％）

区 分 2016年度末 2017年度末
破綻先債権額 ー ー
延滞債権額 14 4
３ヵ月以上延滞債権額 ー ー
貸付条件緩和債権額 ー ー
合 計 14 4
（貸付残高に対する比率） （0.0） （0.0）

（注） 1.	破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等による手続き申立てにより法的倒産となった債務
者、又は手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。
2.	延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸
付金です。
3.	3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。
4.	貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

-7  保険会社及びその子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況
（連結ソルベンシー・マージン比率） （単位	：	百万円）

項  目 2016年度末 2017年度末
連結ソルベンシー・マージン総額（A） 487,201 558,078
資本金等 49,687 76,424
価格変動準備金 38,913 41,418
危険準備金 42,456 42,046
異常危険準備金 3,586 2,606
一般貸倒引当金 591 164
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果
控除前））×90％（マイナスの場合100％） 218,033 226,082

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） 308 394
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額 △ 3,827 588
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 208,610 217,433
負債性資本調達手段等 ー ー
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等
のうち、マージンに算入されない額 △ 73,966 △ 54,937

控除項目 ー ー
その他 2,808 5,856

連結リスクの合計額	 165,356 165,800
保険リスク相当額 R₁ 12,338 12,147
一般保険リスク相当額 R₅ 6,009 6,412
巨大災害リスク相当額 R₆ 680 630
第三分野保険の保険リスク相当額 R₈ 7,524 7,476
少額短期保険業者の保険リスク相当額 R₉ ー ー
予定利率リスク相当額 R₂ 35,776 35,271
最低保証リスク相当額 R₇ 4,912 5,495
資産運用リスク相当額 R₃ 118,856 119,269
経営管理リスク相当額 R₄ 3,721 3,734

連結ソルベンシー・マージン比率
(A)

×100
(1／2)		×		(B)

589.2％ 673.1%

（注） 1.	上記は、保険業法施行規則第86条の2、第88条及び2011年金融庁告示第23号の規定に基づいて算出しています。
2.	最低保証リスク相当額の算出に際しては、標準的方式を用いています。
3.	2013年度末より、「未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額」を含め計算しています。
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-8  子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況
（ソルベンシー・マージン比率） 
◦生命保険子会社

（単位	：	百万円）

項  目
アクサダイレクト生命

2016年度末 2017年度末
ソルベンシー・マージン総額（A） 4,195 3,589

資本金等 2,353 1,460
価格変動準備金 0 0
危険準備金 368 400
一般貸倒引当金 ー ー
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益
（税効果控除前））×90％（マイナスの場合100％） ー ー

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） ー ー
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 1,473 1,728
負債性資本調達手段等 ー ー
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達
手段等のうち、マージンに算入されない額 ー ー

控除項目 ー ー
その他 ー ー

リスクの合計額	 383 416
保険リスク相当額 R₁ 290 309
第三分野保険の保険リスク相当額 R₈ 75 86
予定利率リスク相当額 R₂ 0 0
最低保証リスク相当額 R₇ ー ー
資産運用リスク相当額 R₃ 58 67
経営管理リスク相当額 R₄ 12 13

ソルベンシー・マージン比率
(A)

×100
(1／2)		×		(B)

2,190.4％ 1,723.2%

（注） 1.	上記は、保険業法施行規則第86条、第87条、第161条、第162条及び、第190条、及び1996年大蔵省告示第50
号の規定に基づいて算出しています。
2.	最低保証リスク相当額の算出に際しては、標準的方式を用いています。

◦損害保険子会社 （単位	：	百万円）

項  目
アクサ損害保険

2016年度末 2017年度末
ソルベンシー・マージン総額（A） 25,199 30,185

資本金等 19,656 23,987
価格変動準備金 121 153
危険準備金 0 0
異常危険準備金 3,586 2,606
一般貸倒引当金 ー ー
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益
（税効果控除前））×90％（マイナスの場合100％） 1,177 1,098

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） △  145 △  146
払戻積立金超過額 ー ー
負債性資本調達手段等 ー ー
払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段のうちマージンに
算入されない額 ー ー

控除項目 ー ー
その他 802 2,484

リスクの合計額	 7,244 7,714
一般保険リスク R₁ 6,009 6,412
第三分野保険の保険リスク R₂ ー ー
予定利率リスク R₃ 0 0
資産運用リスク R₄ 2,164 2,528
経営管理リスク R₅ 177 191
巨大災害リスク R₆ 680 630

ソルベンシー・マージン比率
(A)

×100
(1／2)		×		(B)

695.7% 782.5%

（注） 上記は、保険業法施行規則第86条及び第87条並びに1996年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。
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当社及び連結子会社等は、生命保険事業以外に損害保険事業並びに保険関連事業等を営んでいますが、経常収益に占める生命保険
事業の割合が100分の90を超えているため、セグメント情報の記載を省略しています。

-9   セグメント情報

当社は、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について会社法第444条第4項の規定に基
づき、PwCあらた有限責任監査法人の監査を受けています。また、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書について監査証明を受けて
います。

-10 監査

本誌に掲載している連結財務諸表（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結
キャッシュ・フロー計算書）の適正性及びそれらの作成に係る内部監査の有効性は、当社の代表執行役社長が確認を行っています。ま
た、保険子会社の財務諸表の適正性及びそれらの作成に係る内部監査の有効性は、保険子会社の代表執行役社長又は代表取締役
社長が確認を行っています。

-11 代表者による連結財務諸表の確認
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保険商品一覧／個人のお客さま向けの保険商品
【主契約】

ご利用目的	〜次のような方にお勧めします 販売名称	［保険商品］ 分類

はたらけなくなったときの保障を
ご希望の方に

就業不能保障プラン
［生活障害保障型定期保険］ 就業不能保険

充実した医療保障をご希望の方に

アクサの「一生保障」の医療保険 プライム60
［入院保障保険（終身型	09）］

疾病・医療保険

予防・早期治療サポート
［重症化予防支援保険（無解約払戻金型）］

患者申出療養サポート
［患者申出療養給付保険（無解約払戻金型）］

アクサの「一生保障」の医療保険 スマート・ケア
［医療治療保険（無解約払いもどし金型）］

健康上の理由で医療保険への加入を
あきらめていた方に

アクサの「一生保障」の医療保険 OKメディカル
［限定告知型終身医療保険（無解約払戻金型）］

メディ・アン（Medi-AxN）＊

［限定告知・無解約払戻金型終身医療保険14］

ガン治療の保障をご希望の方に アクサの「治療保障」のがん保険
［ガン治療保険（無解約払いもどし金型）］

ガンによる収入減少のリスクなどに
備えたい方に

アクサの「収入保障」のがん保険
［ガン収入保障保険（無解約払いもどし金型）］

不慮の事故による死亡や障害に
対する保障をご希望の方に

アクサの「一生保障」の傷害保険
［長期傷害保険］ 傷害保険

一生涯の介護の保障をご希望の方に アクサの「一生保障」の介護保険 賢者の備え
［介護終身保険］ 介護保険

一生涯の死亡保障をご希望の方に アクサの「一生保障」の終身保険
［無配当終身保険］ 終身保険

一定期間の死亡保障をご希望の方に

アクサの「長期保障」の定期保険 LTTP フェアウインド
［低払いもどし金型定期保険］

定期保険

アクサの「大型保障」の定期保険
［非更新型定期保険］

アクサの「逓増保障」の定期保険 逓増定期保険
［初期低払いもどし金型逓増定期保険］

アクサの「保障重視」の定期保険 ピュアライフ
［無解約払いもどし金型定期保険］

アクサの「長期保障」の定期保険 フォローアップライフ
［災害保障重点期間設定型定期保険］

健康上の理由で定期保険への加入を
あきらめていた方に

アクサの「長期保障」の定期保険 OKライフ
［限定告知型定期保険（低払いもどし金型）］

資産運用の実績を反映するタイプの
保険をご希望の方に

ライフ プロデュース（06）
［年金払定期付積立型変額保険］

変額保険アクサの「資産形成」の変額保険 ユニット・リンク
［ユニット・リンク保険（有期型）］

アクサの「外貨建て」の変額終身保険 アップサイドプラス
［利率変動型定額部分付変額終身保険（通貨選択型）］

＊	他の生命保険会社との業務提携を通じて販売する商品となります。
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【特 約】

ご利用目的	〜次のような方にお勧めします 特約名称

はたらけなくなったときの保障をご希望の方に 生活障害保障型逓減定期保険特約

毎年安定した収入を遺族に残したいとお考えの方に 非更新型家族収入特約

一定期間の死亡保障をご希望の方に 非更新型定期保険特約

一生涯の死亡保障をご希望の方に 限定告知型終身保険特約

不慮の事故による死亡や障害に対する保障をご希望の方に
災害割増特約

傷害特約

入院・手術などに対する保障をご希望の方に

生活習慣病入院給付特約（09)

女性疾病入院・手術給付特約（Ⅱ型）

女性疾病入院・特定手術給付特約

退院後療養給付特約

手術給付特約

手術補完給付特約

上皮内新生物治療給付特約

ガン入院給付特約

災害入院特約

疾病入院・手術特約

先進医療による療養に対する保障をご希望の方に

先進医療給付特約（12）

ガン先進医療給付特約（12）

限定告知型先進医療給付特約

所定の疾患（潰瘍性大腸炎など）に対する保障をご希望の方に 特定疾患給付特約（03）

３大疾病（ガン・急性心筋梗塞・脳卒中）に対する保障を
ご希望の方に

３大疾病診断給付特約（03）

３大疾病一時金特約

所定の重症化予防疾病（ガン、糖尿病など）に対する保障を
ご希望の方に 重症化予防一時金・見舞金特約

一生涯の介護の保障をご希望の方に 介護終身保険特約

余命６ヵ月以内と診断されたときに、保険金を生前に
受け取りたい方に リビング・ニーズ特約

被保険者の方が保険金などを請求できない場合に、
その代理人が請求できるようにしておきたい方に 指定代理請求特約
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保険商品一覧／法人のお客さま向けの保険商品
死亡保障・入院保障などのための保険

ご利用目的 保険商品

死亡退職金、弔慰金などの支払いへの備え 総合福祉団体定期保険

自助努力による死亡や入院などへの備え
福祉団体定期保険

医療保障保険＜団体型＞

住宅ローンなどの債務弁済 団体信用生命保険

退職後の老後生活保障のための保険
ご利用目的 保険商品

退職金・退職年金の資金準備
確定給付企業年金保険

新企業年金保険

自助努力による老後生活保障
拠出型企業年金保険

国民年金基金保険

※詳細は、「商品パンフレット」、「ご契約のしおり・約款」などをご参照ください。
 （２０１8年７月１日現在）
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企業概要 ※役員は2018年7月1日現在

AXAグループは1994年に日本法人として生命保険会社を
設立し、2000年に日本団体生命と経営統合を行い、事業基
盤を大幅に拡大しました。また、2014年には持株会社であっ
たアクサ	ジャパン	ホールディング株式会社が「生命保険事
業免許」を取得し、子会社であるアクサ生命を吸収合併し、そ
の業務と商号を継承しました。これにより、新「アクサ生命」は
生命保険会社としての事業とともに、子会社である「アクサダ
イレクト生命」と「アクサ損害保険」を連結する親会社として、
子会社の経営管理・監督を行っています。
本 社：〒１０８-8020	東京都港区白金一丁目１７番3号	NBFプラチナタワー

０３-6737-7777（代表）
（札幌本社）：〒060-0002	北海道札幌市中央区北2条西四丁目1番地

札幌三井JPビルディング
設 立：2000年3月
資 本 金：850億円
発行済株式数	：	7,852千株
事業内容：生命保険業、子会社の経営管理・監督

役 員
取締役会長（社外取締役）	 田邉 昌徳
取締役（社外取締役）	 八木 哲雄
取締役（社外取締役）	 馬越 恵美子
取締役	 ジョージ・スタンスフィールド
取締役	 ゴードン・ワトソン
取締役 代表執行役社長兼	
チーフエグゼクティブオフィサー	 ニック・レーン
取締役 代表執行役副社長兼	
チーフディストリビューションオフィサー	 幸本 智彦
取締役	専務執行役兼	
チーフマーケティングオフィサー	 松田 貴夫
取締役	執行役兼	
チーフファイナンシャルオフィサー	 住谷 貢
執行役兼	
チーフオペレーティングオフィサー	 エルヴェ・ル・エン
執行役	ジェネラル・カウンセル兼	
法務・コンプライアンス部門長	 松田 一隆
執行役兼人事部門長	 山下 美砂

アクサ生命保険株式会社

アクサダイレクト生命は、2008年4月より営業を開始した日本
初のインターネット専業生命保険会社で、アクサ生命保険株式
会社の100％子会社です。アクサ生命、アクサダイレクト生命、
アクサ損害保険の3社で形成されているアクサ	ジャパン	グ
ループのダイレクトビジネスを担う生命保険会社として、手頃
でわかりやすく、お客さまが自信を持って選択できる保険商品
を、インターネットを通じて提供しています。チャネルとデバイ
スを複合的に活用することでサービスの利便性向上をはかり、
お客さまが納得してご契約いただけるよう独自のオムニチャ
ネルを構築しています。
本社 ：〒102-0083	東京都千代田区麹町三丁目3番地4

KDX麹町ビル8階
0120-953-831

設 立：2006年10月13日
資 本 金：97億円
発行済株式数	：	644千株
事業内容：生命保険業

役 員
取締役会長	 住谷 貢

代表取締役社長	 斎藤 英明
取締役	 木島 博征
取締役	 松田 貴夫
常勤監査役	 中村 卓也
監査役（社外監査役）	 澤入 雅彦
監査役（社外監査役）	 櫻井 正史

アクサダイレクト生命保険株式会社

アクサ損害保険は、AXAグループの100％出資により1998年
に日本法人として設立されました。1999年4月に通信販売によ
る「アクサダイレクト総合自動車保険」の商品認可を受け、同年7
月より販売を本格的に開始しました。現在ではアクサ生命保険の
子会社として損害保険業務を展開しています。多様化するお客さ
まのニーズや、急速に変化するビジネス環境に対応するために、
データサイエンスの活用や、お客さまからいただいたお声を商
品・サービスの向上につなげるしくみを構築しています。ヨーロッ
パにおけるダイレクト保険のリーディングカンパニーであるAXA
の豊富な経験と技術を活かし、日本のお客さまのニーズに合った
商品・サービスの提供に努めています。
本 社：〒１１１-８６３３	東京都台東区寿二丁目1番１３号 偕楽ビル

０３-4335-8570（代表）
設 立：１９９８年6月
資 本 金：172億円
発行済株式数	：	３４４千株
事業内容：損害保険業

役 員
取締役会長	 田邉 昌徳
代表取締役社長兼CEO	 ハンス・ブランケン
取締役	 齋藤 貴之
取締役	 ニコラ・エブラン
取締役	 ニック・レーン
取締役	 松田 貴夫
取締役	 ザビエ・ヴェイリー
取締役	 ジル・フロマジョ
常勤監査役	 金城 久美子
監査役（社外監査役）	 澤入 雅彦
監査役（社外監査役）	 櫻井 正史

アクサ損害保険株式会社（アクサダイレクト）
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カスタマーサービスセンター

0120-568-093
アクサ CCI

営 業 店 網 （2018年6月1日現在）

個人保険に関するお問合せは
カスタマーサービスセンターへ

■東北北海道営業局
980–0021
仙台市青葉区中央3–2–1
青葉通プラザ11F
022–267–6113

■札幌支社
060–0001
札幌市中央区北1条西2–2–1
北海道経済センタービル6F
011–241–6286

札幌営業所
060–0001
札幌市中央区北1条西2–2–1
北海道経済センタービル7F
011–271–7388

岩見沢営業所
068–0021
岩見沢市1条西1–16
岩見沢商工会議所会館3F
0126–25–4788

苫小牧営業所
053–0022
苫小牧市表町1–1–13
苫小牧経済センタービル6F
0144–33–6833

函館営業所
040–0011
函館市本町8–18
ベストアメニティ五稜郭ビル4F
0138–55–0034

■旭川支社
070–0043
旭川市常盤通1–2500
道北経済センタービル1F
0166–23–7986

旭川営業所
070–0043
旭川市常盤通1–2500
道北経済センタービル1F
0166–23–7986

北見営業所
090–0016
北見市大町70–1

0157–23–4127

帯広営業所
080–0013
帯広市西3条南9–1
帯広経済センタービル4F
0155–26–2015

釧路営業所
085–0847
釧路市大町1–1–1
道東経済センタービル8F
0154–43–1814

■青森支社
030–0823
青森市橋本2–2–17
青森商工会館1F
017–777–7020

■仙台支社
980–0014
仙台市青葉区本町2–16–12
仙台商工会議所会館4F
022–221–3372

仙台営業所
980–0014
仙台市青葉区本町2–16–12
仙台商工会議所会館8F
022–221–3352

石巻営業所
986–0822
石巻市中央2-9-18 
石巻商工会議所会館3F
0225–93–8392

古川営業所
989–6166
大崎市古川東町5–46
古川商工会議所会館3F
0229–23–3036

気仙沼営業所
988–0084
気仙沼市八日町2–1–11
気仙沼商工会議所会館4F
0226–22–1752

■秋田支社
010–0921
秋田市大町3–5–1
秋田大町ビル3F
018–862–1668

秋田営業所
010–0921
秋田市大町3–5–1
秋田大町ビル6F
018–862–1670

大館営業所
017–0044
大館市御成町2–8–14
大館商工会館1F
0186–49–5953

横手営業所
013–0021
横手市大町7–18
横手商工会議所会館4F
0182–33–0702

■山形支社
990–0042
山形市七日町3–1–9
山形商工会議所会館3F
023–624–2947

山形営業所
990–0042
山形市七日町3–1–9
山形商工会議所会館3F
023–632–8745

天童営業所
994–0034
天童市本町1–4–35
新月堂ビル	フロムワン2F
023–654–6068

酒田営業所
998–0044
酒田市中町2–5–10
酒田産業会館2F
0234–23–2694

鶴岡営業所
997–0035
鶴岡市馬場町8–13
鶴岡商工会議所会館3F
0235–24–0896

青森営業所
030–0823
青森市橋本2–2–17
青森商工会館1F
017–777–7027

八戸営業所
031–0076
八戸市堀端町2–3
八戸商工会館5F
0178–47–0316

弘前営業所
036–8354
弘前市上鞘師町18–1
弘前商工会議所会館4F
0172–33–5744

十和田営業所
034–0082
十和田市西二番町4–11
十和田商工会館2F
0176–24–2624

五所川原営業所
037–0052
五所川原市東町17–5
五所川原商工会館3F
0173–34–9577

■盛岡支社
020–0026
盛岡市開運橋通1–1
アクア盛岡ビル8F
019–652–0297

盛岡中央営業所
020–0875
盛岡市清水町14–12
盛岡商工会議所会館2F
019–651–2594

盛岡北営業所
028–6101
二戸市福岡横丁24
二戸市商工会館別館2F
0195–23–6817

釜石営業所
026–0021
釜石市只越町1–4–4
釜石商工会議所会館3F
0193–31–1262

宮古営業所
027–0074
宮古市保久田7–25
宮古商工会館2F
0193–63–5531

一関営業所
021–0867
一関市駅前1
一関商工会議所会館1F
0191–21–5165

奥州営業所
023–0818
奥州市水沢区東町4
水沢商工会館4F
0197–24–9193

花巻営業所
025–0075
花巻市花城町10–27
花巻商工会議所会館2F
0198–24–0419

大船渡営業所
022–0003
大船渡市盛町字中道下2–25
大船渡商工会議所会館1F
0192–27–5744

米沢営業所
992–0045
米沢市中央4–1–30
米沢商工会議所第2会館
0238–22–8526

長井営業所
993–0011
長井市館町北6–27
タスビル3F
0238–84–3444

■郡山支社
963–8005
郡山市清水台1–3–8
郡山商工会議所会館3F
024–934–1530

郡山営業所
963–8005
郡山市清水台1–3–8
郡山商工会議所会館5F
024–934–1285

いわき中央営業所
970–8026
いわき市平田町120
いわき駅前再開発ビル｢ラトブ｣6F
0246–22–5447

いわき浜営業所
971–8162
いわき市小名浜花畑町11–3
カネマンビル2F
0246–54–3785

福島営業所
960–8053
福島市三河南町1–20
コラッセふくしま8F
024–536–2407

会津若松営業所
965–0816
会津若松市南千石町6–5
会津若松商工会議所会館2F
0242–28–0948

相双営業所
975–0006
南相馬市原町区橋本町1–35
原町商工会議所会館2F
0244–24–3480

白河営業所
961–0957
白河市道場小路96–5
白河商工会議所会館2F
0248–23–4143

須賀川営業所
962–0844
須賀川市東町59–25
須賀川商工会議所会館1F
0248–76–6915

■北信越営業局
380–0823
長野市南千歳2–12–1
長野セントラルビル7F
026–223–2811

■新潟支社
950–0078
新潟市中央区万代島5–1
万代島ビルディング10F
025–243–0036

新潟営業所
950–0078
新潟市中央区万代島5–1
万代島ビルディング10F
025–243–0048
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柏崎営業所
945–0051
柏崎市東本町1–2–16
モーリエビル2 5F
0257–21–0644

上越営業所
943–0804
上越市新光町1–10–20
上越商工会議所会館2F
025–525–9738

長岡営業所
940–0071
長岡市表町2–3–1
吉原リース表町ビル3F
0258–35–2440

新潟県央営業所
955–0092
三条市須頃1–20
三条商工会議所会館5F
0256–35–7473

燕営業所
959–1289
燕市東太田6856
燕商工会議所会館
0256–63–4969

新発田営業所
957–0053
新発田市中央町4–10–10
新発田商工会議所ビル3F
0254–26–3470

新津営業所
956–0864
新潟市秋葉区新津本町3–1–7
新津商工会議所会館1F
0250–24–9814

■長野支社
380–0823
長野市南千歳2–12–1
長野セントラルビル4F
026–223–2332

長野営業所
380–0823
長野市南千歳2–12–1
長野セントラルビル4F
026–223–8005

上田営業所
386–0024
上田市大手1–10–22
上田商工会議所会館3F
0268–22–3164

北信営業所
382–0091
須坂市立町1278–1
須坂商工会館2F
026–246–9068

佐久営業所
385–0051
佐久市中込2976–4
佐久商工会議所新館
0267–63–3660

■松本支社
390–0811
松本市中央1–23–1
松本商工会館2F
0263–35–6003

松本営業所
390–0811
松本市中央1–23–1
松本商工会館2F
0263–36–5483

伊那営業所
396–0015
伊那市中央4605–8
伊那商工会館4F
0265–72–7445

諏訪営業所
392–0023
諏訪市小和田南14–7
諏訪商工会館3F
0266–53–8955

飯田営業所
395–0033
飯田市常盤町41
飯田商工会館2F
0265–24–9896

■北陸支社
920–0918
金沢市尾山町9–13
金沢商工会議所会館3F
076–221–5830

金沢営業所
920–0918
金沢市尾山町9–13
金沢商工会議所会館3F
076–221–7728

小松営業所
923–8566
小松市園町二–1
小松商工会議所ビル1F
0761–24–4596

富山営業所
930–0083
富山市総曲輪2–1–3
富山商工会議所ビル7F
076–423–2724

高岡営業所
933–0912
高岡市丸の内1–40
高岡商工ビル3F
0766–26–0169

■福井支社
918–8004
福井市西木田2–8–1
福井商工会議所ビル3F
0776–33–1733

福井営業所
918–8004
福井市西木田2–8–1
福井商工会議所ビル3F
0776–33–1848

武生営業所
915–0092
越前市塚町101
武生商工会議所会館2F
0778–24–3671

■関東営業局
330–0802
さいたま市大宮区宮町1–114–1
ORE大宮ビル3F
048–640–6710

■水戸支社
310–0803
水戸市城南1–1–6
サザン水戸ビル4F
029–224–3510

水戸営業所
310–0803
水戸市城南1–1–6
サザン水戸ビル4F
029–224–3510

土浦営業所
300–0051
土浦市真鍋1–16–11
延増第三ビル2F
029–822–3972

日立営業所
317–0073
日立市幸町1–21–2
日立商工会議所会館1F
0294–21–5387

茨城西営業所
307–0001
結城市大字結城13637
UPCビル2F
0296–33–0681

古河営業所
306–0041
古河市鴻巣1189–4
古河商工会議所会館2F
0280–48–6027

石岡営業所
315–0013
石岡市府中1–3–5
石岡(商)コミュニティー施設サポートワン2F
0299–23–4511

■宇都宮支社
320–0815
宇都宮市中河原町3–19
宇都宮セントラルビル4F
028–636–0021

宇都宮営業所
320–0815
宇都宮市中河原町3–19
宇都宮セントラルビル4F
028–637–7670

佐野営業所
327–0027
佐野市大和町2687–1
佐野商工会議所ビル
0283–24–4960

足利営業所
326–0801
足利市有楽町835
足利商工会議所会館
0284–43–0623

小山営業所
323–0807
小山市城東1–6–36
小山商工会議所商工会館
0285–25–6318

日光営業所
321–1262
日光市平ヶ崎200–1
日光商工会議所ビル
0288–22–7144

大田原営業所
324–0051
大田原市山の手1–1–1
皇漢堂ビル5F
0287–23–5940

鹿沼営業所
322–0031
鹿沼市睦町287–16
鹿沼商工会議所会館
0289–65–5059

■群馬支社
370–0006
高崎市問屋町2–7–8
高崎商工会議所ビル4F
027–361–3920

高崎営業所
370–0006
高崎市問屋町2–7–8
高崎商工会議所ビル5F
027–361–1152

太田営業所
373–0853
太田市浜町3–6
太田商工会議所会館4F
0276–45–4298

前橋営業所
371–0022
前橋市千代田町3–5–13
前橋セントラルビル4F
027–234–3317

伊勢崎営業所
372–0014
伊勢崎市昭和町3919
伊勢崎商工会議所ビル3F
0270–23–1404

桐生営業所
376–0023
桐生市錦町3–1–25
桐生商工会議所会館3F
0277–22–7720

■埼玉支社
330–0063
さいたま市浦和区高砂3–17–15
さいたま商工会議所会館5F
048–838–7712

浦和営業所
330–0063
さいたま市浦和区高砂3–17–15
さいたま商工会議所会館5F
048–838–7712

所沢営業所
359–1121
所沢市元町27–1
所沢ハーティア東棟3F
04–2923–3666

川口営業所
332–0012
川口市本町4–1–8
川口センタービル7F
048–224–5610

大宮営業所
330–0802
さいたま市大宮区宮町1–114–1
ORE大宮ビル3F
048–640–6760

熊谷営業所
360–0031
熊谷市末広1–41
熊谷末広ビルディング
048–524–2705

川越営業所
350–0056
川越市松江町2–1–8
川越商工会議所旧館
049–224–2754

深谷営業所
366–0824
深谷市西島町2–10–1
ミツワビル2F
048–574–0612

■甲府支社
400–0858
甲府市相生2–2–17
甲府商工会議所会館3F
055–226–5075

甲府営業所
400–0858
甲府市相生2–2–17
甲府商工会議所会館3F
055–226–5642

富士吉田営業所
403–0004
富士吉田市下吉田7–27–29
富士吉田商工会議所会館3F
0555–24–5340

山梨北営業所
407–0031
韮崎市龍岡町若尾新田757

0551–22–9560

■東京営業局
103–0001
中央区日本橋小伝馬町14–7
アクサ小伝馬町ビル7F
03–3249–6281
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■千葉支社
260–0013
千葉市中央区中央2–5–1
千葉中央ツインビル2号館12F
043–224–1262

千葉営業所
260–0013
千葉市中央区中央2–5–1
千葉中央ツインビル2号館12F
043–224–1262

松戸営業所
271–0092
松戸市松戸1879–1
松戸商工会議所会館4F
047–362–9152

木更津営業所
292–0838
木更津市潮浜1–17–59
木更津商工会館5F
0438–37–9954

銚子営業所
288–0045
銚子市三軒町19–4
銚子商工会館4F
0479–24–3256

船橋営業所
273–0005
船橋市本町1–10–10
船橋商工会議所会館3F
047–433–4140

成田営業所
286–0033
成田市花崎町736–62
成田市商工会館3F
0476–24–3234

■東京支社
100–0005
千代田区丸の内3–3–1
新東京ビル2F
03–3218–1221

丸の内営業所
100–0005
千代田区丸の内3–3–1
新東京ビル2F
03–3218–1223

日本橋営業所
103–0001
中央区日本橋小伝馬町14–7
アクサ小伝馬町ビル7F
03–3639–2017

池袋営業所
171–0021
豊島区西池袋1–18–2
藤久ビル西1号館7F
03–5960–5833

■多摩支社
192–0081
八王子市横山町10–2
八王子SIAビル4F
042–643–2203

八王子営業所
192–0081
八王子市横山町10–2
八王子SIAビル4F
042–643–2203

町田営業所
194–0013
町田市原町田3–3–22
町田商工会議所会館2F
042–722–5943

むさし府中営業所
183–0006
府中市緑町3–5–2
むさし府中商工会議所会館4F
042–363–4897

青梅営業所
198–0081
青梅市上町373–1
青梅商工会館2F
0428–24–3475

■横浜支社
231–0005
横浜市中区本町3–30–7
横浜平和ビル6F
045–651–0032

横浜営業所
231–0005
横浜市中区本町3–30–7
横浜平和ビル6F
045–651–0032

横須賀営業所
238–0013
横須賀市平成町2–14–4
横須賀商工会議所会館3F
046–822–5310

相模原営業所
252–0239
相模原市中央区中央3–12–3
相模原商工会議所本館2F
042–755–6487

湘南営業所
251–0052
藤沢市藤沢607–1
藤沢商工会館4F
0466–27–1370

小田原営業所
250–0014
小田原市城内1–21
小田原箱根商工会議所会館5F
0465–23–1686

■静岡支社
420–0851
静岡市葵区黒金町20–8
静岡商工会議所会館3F
054–254–8712

静岡営業所
420–0851
静岡市葵区黒金町20–8
静岡商工会議所会館3F
054–254–8712

富士営業所
417–0057
富士市瓜島町82
富士商工会議所会館2F
0545–51–4661

藤枝営業所
426–0025
藤枝市藤枝4–7–16
藤枝商工会議所会館3F
054–644–7835

三島営業所
411–0036
三島市一番町2–29
三島商工会議所会館3F
055–972–9488

浜松営業所
432–8036
浜松市中区東伊場2–7–1
浜松商工会議所会館9F
053–453–5926

遠州営業所
436–0079
掛川市掛川551–2
掛川商工会館2F
0537–23–1097

■東海営業局
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ8F
052–232–3424

■岐阜支社
500–8833
岐阜市神田町9–27
大岐阜ビル6F
058–262–6618

岐阜営業所
500–8833
岐阜市神田町9–27
大岐阜ビル6F
058–262–6533

西濃営業所
503–0803
大垣市小野4–35–10
大垣市情報工房4F
0584–77–6215

東濃営業所
507–0841
多治見市明治町2–4
多治見陶磁器卸商業協同組合ビル2F
0572–24–1430

飛騨営業所
506–0025
高山市天満町5–13
杉ビルディング4F
0577–34–5719

■名古屋支社
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ8F
052–232–3431

名古屋営業所
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ8F
052–232–3429

春日井営業所
486–0844
春日井市鳥居松町5–45
春日井商工会館5F
0568–83–6903

瀬戸営業所
489–0809
瀬戸市共栄通1–30
ガスビル瀬戸4F
0561–84–1287

西尾張営業所
491–0858
一宮市栄4–6–8
一宮商工会議所ビル5F
0586–24–3310

小牧営業所
485–0041
小牧市小牧5–253
小牧商工会議所会館1F
0568–72–7188

■岡崎支社
444–0874
岡崎市竜美南1–2
岡崎商工会議所会館5F
0564–57–2102

岡崎営業所
444–0874
岡崎市竜美南1–2
岡崎商工会議所会館2F
0564–57–2104

豊橋営業所
440–0075
豊橋市花田町石塚42–1
豊橋商工会議所ビル6F
0532–55–8070

豊川営業所
442–0051
豊川市中央通2–13
豊川中央通りビル4F
0533–85–0431

安城営業所
446–0041
安城市桜町16–1
安城商工会館3F
0566–77–4110

豊田営業所
471–0034
豊田市小坂本町1–25
豊田商工会議所ビル2F
0565–34–3063

■四日市支社
510–0085
四日市市諏訪町2–5
四日市商工会議所会館4F
059–351–2785

四日市営業所
510–0085
四日市市諏訪町2–5
四日市商工会議所会館4F
059–351–2873

桑名営業所
511–0078
桑名市桑栄町1–1
サンファーレ南館2F
0594–21–8077

津営業所
514–0033
津市丸之内34–5
津中央ビル4F
059–225–3024

鈴鹿営業所
513–0802
鈴鹿市飯野寺家町816
鈴鹿商工会議所ビル別館2F
059–382–6301

伊勢営業所
516–0037
伊勢市岩渕1–7–17
伊勢商工会議所会館4F
0596–23–2526

東紀州営業所
519–3611
尾鷲市朝日町14–45
尾鷲産業会館3F
0597–23–0431

松阪営業所
515–0014
松阪市若葉町161–2
松阪商工会議所ビル2F
0598–52–0868

■関西営業局
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル4F
06–6209–0740

■京滋支社
604–0862
京都市中京区烏丸通夷川上ル少将井町240
京都商工会議所ビル4F
075–229–6117

京都営業所
604–0862
京都市中京区烏丸通夷川上ル少将井町240
京都商工会議所ビル4F
075–229–6117

福知山営業所
620–0940
福知山市駅南町3–20–1
R–inn福知山2F
0773–23–7479

彦根営業所
522–0063
彦根市中央町3–8
彦根商工会議所会館3F
0749–26–0977



138

■大阪支社
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル4F
06–6209–1972

大阪営業所
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル4F
06–6209–1972

奈良営業所
630–8213
奈良市登大路町36–2
奈良商工会議所会館1F
0742–27–8691

大阪東営業所
571–0045
門真市殿島町6–4
守口門真商工会館3F
06–6904–1970

大阪南営業所
595–0062
泉大津市田中町10–7
泉大津商工会議所会館4F
0725–22–0751

和歌山営業所
640–8227
和歌山市西汀丁36
和歌山商工会議所会館5F
073–431–6273

和歌山南営業所
649–0304
有田市箕島33–1
紀州有田商工会議所ビル3F
0737–82–6675

■神戸支社
650–0046
神戸市中央区港島中町6–1
神戸商工会議所会館7F
078–303–2550

神戸営業所
650–0046
神戸市中央区港島中町6–1
神戸商工会議所会館7F
078–303–2550

阪神営業所
662–0854
西宮市櫨塚町2–20
西宮商工会館1F
0798–36–0729

姫路営業所
670–0932
姫路市下寺町43
姫路商工会議所新館4F
079–282–7738

東播営業所
673–0891
明石市大明石町1–2–1
明石商工会議所ビル2F
078–913–6688

■北四国支社
790–0011
松山市千舟町5–5–3
EME松山千舟町ビル4F
089–943–1386

松山営業所
790–0011
松山市千舟町5–5–3
EME松山千舟町ビル4F
089–943–1386

高松営業所
760–0056
高松市中新町11–1
アクア高松中新町ビル4F
087–835–0168

今治営業所
794–0042
今治市旭町2–3–20
今治商工会館4F
0898–23–2989

■南四国支社
780–0870
高知市本町1–6–24
高知商工会館2F
088–875–3600

高知営業所
780–0870
高知市本町1–6–24
高知商工会館2F
088–875–3600

中村営業所
787–0029
四万十市中村小姓町46
中村商工会館3F
0880–34–7247

徳島営業所
770–0865
徳島市南末広町5–8–8
徳島経済産業会館3F
088–625–8679

徳島西営業所
772–0003
鳴門市撫養町南浜字東浜158–13
第五西谷ビル3F
088–686–3587

■中国営業局
730–0011
広島市中区基町5–44
広島商工会議所ビル7F
082–502–0078

■山陰支社
690–0886
松江市母衣町55–4
松江商工会議所ビル6F
0852–21–6821

松江営業所
690–0886
松江市母衣町55–4
松江商工会議所ビル1F
0852–21–3927

出雲営業所
693–0011
出雲市大津町1131–1
出雲商工会館4F
0853–23–6276

鳥取営業所
680–0031
鳥取市本町3–201
鳥取産業会館	鳥取商工会議所ビル2F
0857–27–4142

米子営業所
683–0823
米子市加茂町2–204
米子商工会議所会館5F
0859–33–9101

石見営業所
697–0027
浜田市殿町124–2
浜田商工会議所ビル2F
0855–23–2851

■岡山支社
700–0985
岡山市北区厚生町3–1–15
岡山商工会議所ビル7F
086–231–8766

岡山営業所
700–0985
岡山市北区厚生町3–1–15
岡山商工会議所ビル7F
086–231–8766

倉敷営業所
710–0824
倉敷市白楽町249–5
倉敷商工会館4F
086–425–0631

津山営業所
708–0022
津山市山下30–9
津山商工会館3F
0868–22–9216

備中営業所
716–0032
高梁市弓之町59–2
高梁商工会館別館
0866–22–0797

■広島支社
730–0011
広島市中区基町5–44
広島商工会議所ビル7F
082–511–5535

広島営業所
730–0011
広島市中区基町5–44
広島商工会議所ビル7F
082–511–5535

三原営業所
723–0052
三原市皆実4–8–1
三原商工会議所ビル
0848–62–6993

福山営業所
720–0067
福山市西町2–10–1
福山商工会議所ビル7F
084–927–0285

府中備北営業所
726–0003
府中市元町445–1
府中商工会議所ビル3F
0847–45–6326

■山口支社
753–0074
山口市中央5–7–3
山口センタービル4F
083–924–9427

山口営業所
753–0074
山口市中央5–7–3
山口センタービル4F
083–924–9427

下関営業所
750–0006
下関市南部町21–19
下関商工会館4F
0832–35–1740

徳山営業所
745–0037
周南市栄町2–15
徳山商工会議所ビル5F
0834–31–7496

岩国営業所
740–0022
岩国市山手町1–16–10
山手町ビル2F
0827–24–4690

■九州営業局
810–0001
福岡市中央区天神1–1–1
アクロス福岡12F
092–718–1303

■北九州支社
802–0081
北九州市小倉北区紺屋町13–1
毎日西部会館4F
093–541–0582

北九州営業所
802–0081
北九州市小倉北区紺屋町13–1
毎日西部会館4F
093–541–0582

筑豊営業所
822–0017
直方市殿町7–50
直方商工会議所ビル3F
0949–24–3536

■福岡支社
812–0011
福岡市博多区博多駅前2–9–28
福岡商工会議所ビル7F
092–431–8056

福岡営業所
812–0011
福岡市博多区博多駅前2–9–28
福岡商工会議所ビル7F
092–431–8056

久留米営業所
830–0022
久留米市城南町15–5
久留米商工会館5F
0942–35–2079

柳川営業所
832–0045
柳川市大字本町117–2
柳川商工会館2F
0944–72–9377

■佐賀支社
840–0826
佐賀市白山2–1–12
佐賀商工ビル5F
0952–29–9664

佐賀営業所
840–0826
佐賀市白山2–1–12
佐賀商工ビル5F
0952–29–9664

唐津営業所
847–0012
唐津市大名小路1–54
唐津商工会館4F
0955–74–8283

■長崎支社
850–0031
長崎市桜町4–1
長崎商工会館ビル3F
095–824–4503

長崎営業所
850–0031
長崎市桜町4–1
長崎商工会館ビル3F
095–827–6470

佐世保営業所
857–0863
佐世保市三浦町1–32
吉田海運ビル6F
0956–22–0115

諫早営業所
854–0016
諫早市高城町5–10
諫早商工会館5F
0957–23–8972

■大分支社
870–0023
大分市長浜町3–15–19
大分商工会議所ビル2F
097–532–2260

大分営業所
870–0023
大分市長浜町3–15–19
大分商工会議所ビル2F
097–532–2260
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中津営業所
871–0058
中津市豊田町2–423–10
吉岡ビル4F
0979–24–1190

豊南営業所
876–0844
佐伯市向島1–10–1
佐伯商工会館1F
0972–20–0924

■熊本支社
860–0022
熊本市中央区横紺屋町10
熊本商工会議所ビル4F
096–325–1836

熊本営業所
860–0022
熊本市中央区横紺屋町10
熊本商工会議所ビル4F
096–325–1836

八代営業所
866–0862
八代市松江城町6–6
八代商工会館3F
0965–35–5453

熊本城北営業所
865–0025
玉名市高瀬290–1
玉名商工会館3F
0968–72–2947

■宮崎支社
880–0811
宮崎市錦町1–10
宮崎グリーンスフィア壱番館7F
0985–22–3128

宮崎営業所
880–0811
宮崎市錦町1–10
宮崎グリーンスフィア壱番館7F
0985–22–3426

日向営業所
883–0044
日向市上町3–15
日向商工会議所内
0982–52–1922

都城営業所
885–0073
都城市姫城町4街区1
都城商工会議所1F
0986–26–0832

■鹿児島支社
892–0842
鹿児島市東千石町1–38
鹿児島商工会議所ビル8F
099–222–7478

鹿児島営業所
892–0842
鹿児島市東千石町1–38
鹿児島商工会議所ビル8F
099–222–7734

北薩営業所
895–0052
薩摩川内市神田町3–25
川内商工会議所会館2F
0996–22–1209

出水営業所
899–0202
出水市昭和町27–3
出水センタービル3F
0996–63–8574

鹿屋営業所
893–0015
鹿屋市新川町600
鹿屋商工会議所会館4F
0994–44–5870

南薩営業所
898–0012
枕崎市千代田町45–4
中崎ビル3F
0993–73–2170

■沖縄支社
900–0015
那覇市久茂地2–8–1
JEI那覇ビル5F
098–862–5084

那覇営業所
900–0015
那覇市久茂地2–8–1
JEI那覇ビル5F
098–862–5084

沖縄中部営業所
901–2213
宜野湾市志真志4–2–2
富士建設ビル3F
098–898–7723

アクサ FA

■東日本FA統括部
103–0001
中央区日本橋小伝馬町14–7
アクサ小伝馬町ビル1F
03–6737–6801

■札幌FA支社
060–0032
札幌市中央区北二条東4–1–2
サッポロファクトリー三条館5F
011–207–0661

■仙台FA支社
980–0013
仙台市青葉区花京院1–1–20
花京院スクエア8F
022–712–8571

■つくばFA支社
305–0032
つくば市竹園1–6–1
つくば三井ビルディング18F
029–855–9831

■首都圏第一FA支社
105-0001
港区虎ノ門3-17-1
TOKYU	REIT虎ノ門ビル4F
03-5733-6612

■首都圏第二FA支社
105-0001
港区虎ノ門3-17-1
TOKYU	REIT虎ノ門ビル4F
03-5733-6613

■首都圏第三FA支社
105-0001
港区虎ノ門3-17-1
TOKYU	REIT虎ノ門ビル4F
03-5733-6614

■首都圏第四FA支社
105-0001
港区虎ノ門3-17-1
TOKYU	REIT虎ノ門ビル4F
03-5733-6615

■首都圏第五FA支社
105-0001
港区虎ノ門3-17-1
TOKYU	REIT虎ノ門ビル4F
03-5733-6616

■首都圏第六FA支社
105-0001
港区虎ノ門3-17-1
TOKYU	REIT虎ノ門ビル4F
03-5733-6617

■東京FA支社
108-0075
港区港南2-16-4
品川グランドセントラルタワー7F
03-6717-6011

■東京中央FA支社
108-0075
港区港南2-16-4
品川グランドセントラルタワー7F
03-6717-6015

■新宿FA支社
163-0237
新宿区西新宿2-6-1
新宿住友ビル37F
03-5324-5610

■新宿中央FA支社
163-0237
新宿区西新宿2-6-1
新宿住友ビル37F
03-5324-5615

■横浜FA支社
231–0005
横浜市中区本町3–30–7
横浜平和ビル7F
045–662–0721

■神奈川FA支社
231–0005
横浜市中区本町3–30–7
横浜平和ビル7F
045–662–0775

■西日本FA統括部
650–0035
神戸市中央区浪花町59
神戸朝日ビルディング20F
078–321–0572

■名古屋FA支社
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ9F
052–232–3402

■東海FA支社
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ9F
052–232–2181

■東海中央FA支社
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ9F
052–747–5044

■中京FA支社
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ9F
052–232–3435

■中京中央FA支社
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ9F
052–218–5361

■大阪FA支社
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル4F
06–6209–1931

■近畿FA支社
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル4F
06–6209–1936

■神戸FA支社
650–0035
神戸市中央区浪花町59
神戸朝日ビルディング20F
078–321–0571

■広島FA支社
730–0051
広島市中区大手町2–7–10
広島三井ビルディング5F
082–240–4091

■広島中央FA支社
730–0051
広島市中区大手町2–7–10
広島三井ビルディング5F
082–545–3111

■福岡FA支社
810–0001
福岡市中央区天神1–1–1
アクロス福岡10F
092–718–1340

■福岡中央FA支社
810–0001
福岡市中央区天神1–1–1
アクロス福岡10F
092–725–7781

■北九州FA支社
803–0812
北九州市小倉北区室町1–1–1
リバーウォーク北九州業務棟9F
093–591–3901

■北九州中央FA支社
803–0812
北九州市小倉北区室町1–1–1
リバーウォーク北九州業務棟9F
093–591–3903

■大分FA支社
870–0029
大分市高砂町2–50
OASISひろば21	3F
097–513–5702

アクサ コーポレート

■東京法人営業部
108–8020
港区白金1–17–3
NBFプラチナタワー
03–6737–7440

■公法人部
108–8020
港区白金1–17–3
NBFプラチナタワー
03–6737–7470

■公法人部 札幌オフィス
060–0002
札幌市中央区北2条西4–1
札幌三井JPビルディング17F
011–558–3910

■公法人部 神奈川オフィス
231–0005
横浜市中区本町3–30–7
横浜平和ビル2F
045–201–2185

■西日本法人営業部 東海オフィス
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ8F
052–232–3673

■西日本法人営業部
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル5F
06–6209–2872

■西日本法人営業部 九州オフィス
810–0001
福岡市中央区天神1–1–1
アクロス福岡12F
092–718–1354
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アクサ パートナービジネス

■東日本パートナービジネス統括部
103–0001
中央区日本橋小伝馬町14–7
アクサ小伝馬町ビル8F
03–6733–6000

■北海道パートナービジネス営業部
060–0002
札幌市中央区北2条西4–1
札幌三井JPビルディング17F
011–558–3900

■東北パートナービジネス営業部
980–0021
仙台市青葉区中央3–2–1
青葉通りプラザ7F
022–267–6131

■新潟パートナービジネス営業所
950–0087
新潟市中央区東大通2–4–1
東大通アクシスビル6F
025–240–8011

■北関東パートナービジネス営業部
330–0802
さいたま市大宮区宮町1–114–1
ORE大宮ビル3F
048–640–6773

■首都圏パートナービジネス営業部
103–0001
中央区日本橋小伝馬町14–7
アクサ小伝馬町ビル8F
03–6733–6000

■中日本パートナービジネス統括部
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ8F
052–232–3671

■横浜パートナービジネス営業部
231–0005
横浜市中区本町3–30–7
横浜平和ビル2F
045–225–5271

■静岡パートナービジネス営業所
420–0857
静岡市葵区御幸町11–30
エクセルワード静岡13F
054–272–0333

■中部パートナービジネス営業部
460–0003
名古屋市中区錦1–11–11
名古屋インターシティ8F
052–232–3671

■北陸パートナービジネス営業部
920–0869
金沢市上堤町1–15
金沢上堤町ビル4F
076–221–3780

■京都パートナービジネス営業部
600–8008
京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾
町20
四条烏丸FTスクエア4F
075–257–7451

■西日本パートナービジネス統括部
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル5F
06–6209–2811

■関西パートナービジネス営業部
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル5F
06–6209–2811

■神戸パートナービジネス営業所
650–0035
神戸市中央区浪花町59
神戸朝日ビルディング15F
078–326–2585

■岡山パートナービジネス営業所
700–0985
岡山市北区厚生町3–1–15
岡山商工会議所ビル7F
086–233–7361

■山陰パートナービジネス営業所
690–0003
松江市朝日町480–8
松江SKYビル5F
0852–59–9037

■中四国パートナービジネス営業部
730–0051
広島市中区大手町2–7–10
広島三井ビルディング2F
082–249–1781

■松山パートナービジネス営業所
790–0001
松山市一番町3–3–3
菅井ニッセイビル10F
089–915–5105

■九州パートナービジネス統括部
810–0001
福岡市中央区天神1–1–1
アクロス福岡12F
092–718–1362

■九州パートナービジネス営業部
810–0001
福岡市中央区天神1–1–1
アクロス福岡12F
092–718–1362

■北九州パートナービジネス営業所
802–0001
北九州市小倉北区浅野2–14–1
KMMビル3F
093–531–5161

■南九州パートナービジネス営業部
860–0012
熊本市中央区紺屋今町1–5
熊本辛島公園ビル4F
096–312–2330

■広域代理店統括部
103–0001
中央区日本橋小伝馬町14–7
アクサ小伝馬町ビル8F
03–6733–6320

■広域代理店首都圏営業部
103–0001
中央区日本橋小伝馬町14–7
アクサ小伝馬町ビル8F
03–6733–6320

■広域代理店関西営業部
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル4F
06–6209–2808

■ダイレクトエージェント営業部
108-8020
港区白金1-17-3	
NBFプラチナタワー19F
03-6737-7240

■AGサポートセンター
103–0001
中央区日本橋小伝馬町14–7
アクサ小伝馬町ビル5F
03–6757–0580

■金融法人統括部
108-0074
港区高輪1-3-13	
NBF高輪ビル7F
03-6408-6730

■金融法人第一営業部
108-0074
港区高輪1-3-13	
NBF高輪ビル7F
03-6408-6730

■金融法人第二営業部
103-0001
中央区日本橋小伝馬町14-7	
アクサ小伝馬町ビル8F
03-6733-6010

■金融法人第三営業部
810-0001
福岡市中央区天神1-1-1	
アクロス福岡12F
092-718-8050

■提携事業統括部
108–8020
港区白金1–17–3
NBFプラチナタワー19F
03–6737–6130

■提携事業東日本営業部
108–8020
港区白金1–17–3
NBFプラチナタワー19F
03–6737–6130

■提携事業西日本営業部
541–0041
大阪市中央区北浜3–7–12
京阪御堂筋ビル5F
06–6209–2935
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